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概要
化石燃料枯渇問題や地球温暖化問題の深刻化に伴い、設置場所を選ばない太陽光発電
（Photovoltaic : PV）が電力固定価格買取制度（FIT）の導入や導入価格の低減により、
急速に普及している。また、日欧米などの先進国を中心に、化石燃料（ガソリンや軽油
など）の消費量の少ない、または化石燃料を使わないエコカーへの切り替えが加速度的
に進みつつあり、電気自動車は環境問題の切り札としておおいに期待されている。
太陽光発電システムを設置した、あるいはこれから設置するユーザがより多くの発電
量を得られ、満足感を感じることが太陽光発電の更なる普及に繋がる。そのためには、
周囲の建物や樹木の影の影響を受けず日射量を効率的に得られる場所の選定が重要に
なる。さらに、効率的な発電を維持するためには太陽光発電を設置した後に故障や不具
合を検出して適切な修理を行うなど定期的なメンテナンスを安価に行うことが重要と
なる。また、電気自動車は、現状では搭載する蓄電池の容量が限られており、仮に蓄電
池の容量が増強されたとしても充電に時間を要することから走行中の電気エネルギー
の適切なマネジメントが不可欠である。
一方、地震災害、風水害や火山災害等の自然災害が全世界で頻繁に発生している。我
が国でも 1995年に発生した阪神・淡路大震災をはじめ 2011年 3月の東日本大震災、2016
年 4月の熊本地震、2014年の御嶽山噴火や集中豪雨による広島市の土砂災害、2017年
の九州北部豪雨が発生している。地震・津波災害では、東日本大震災の教訓から南海ト
ラフで発生する大規模地震による被害推定も見直された。近年、このような災害発生後
の災害対応や復旧復興プロセスでは ICT（Information and Communication Technology）が
活用されており、災害からの迅速な復旧復興を進めるためには電力は重要なエネルギー
である。そのため、太陽光発電や電気自動車は、自立できる分散電源としての利用も可
能で、災害時等の停電に対する備えとしても期待されている。
本論文では、地理情報システム（GIS：Geographic Information System）の活用により
これらの課題解決をはかる。GISは、地理空間情報を作成、管理、表現、検索、分析お
よび共有することができる技術であり、地理空間情報を利用して現実世界をパソコン上
にモデル化することができるシステムである。これまで、GISは、道路、河川、上下水
道などの土木分野、土地利用や景観などの都市計画分野、固定資産税などの分野で利用
されてきた。加えて、政府は、更なる GISの活用を推進するため、GISとクラウドコン
ピューティング技術を融合して、センサ等やインターネットを利用した G 空間関連技
術を発展させ 2020年までに 62兆円規模の市場にするという目標を立て、現在目標を目
指して様々な施策を行っている。最近では、被害発生箇所、道路ネットワーク、避難所、
センサ等の情報をリンクさせて災害時の避難誘導など災害時への応用が注目されてい
る。
本論文では、新しい発想の元、電力・エネルギー分野へ GISを適用してこれらの課題
を解決する。建物や樹木の高さを含んだ標高データに太陽軌道を加味して日射量の計算
を行えることに着目すると建物や樹木の影を考慮した日射量解析が可能となる。また、
土地表面の標高情報と道路ネットワークをリンクさせると道路面の標高データを作成
できることに着目すると走行距離と標高差から電気自動車の走行に関わるエネルギー
解析が可能になる。以上のことから本研究では、GISを用いた太陽光発電および電気自
動車に関わるエネルギーマップの新たな概念を提案する。
さらに、災害時の応用として、太陽光発電システムによる自立電源量評価および電気
自動車によるエネルギー輸送評価手法を構築する。また、国や自治体等が提供する災害
に関わる様々な情報と連携したエネルギー情報を提供するとともに、応急仮設住宅への
電源供給を配電線敷設と太陽光発電システムと蓄電池で行った場合の費用を地図上で
比較することが可能なツールを開発し、費用対効果の面と電源供給の面から応急仮設住
宅への入居までの期間を短縮する可能性について検証する。
本論文構成の全体像として、太陽光発電に関わる日射量、電気自動車による貯蔵エネ
ルギー輸送の観点から平常時から災害時までシームレスに活用可能な、地図とエネルギ
ー情報を結合した新しい概念を明確にしていく過程を示すものである。
本論文の構成は以下のとおりである。序論として、本研究背景と研究目的を第 1章に
示す。GISの概要と電力・エネルギー分野への活用の考え方を第 2章に示す。第 3章で
は、GISを利用した日射量シミュレーションシステムの構築と災害の復旧・復興時に建
設される仮設住宅において太陽光発電システムと蓄電池を組み合わせた電力供給を行
う際に地図上で費用対効果を検証するツールを提案する。第 4章では、GISを利用した
太陽光発電システムの効率的な点検手法を提案する。さらに、第 5章では、GISと電気
自動車を利用した電力輸送に関する電気自動車の走行に関する消費電力量マップの構
築手法を提案する。消費電力量マップを利用し、災害時の応用事例として災害時の自治
体業務継続と避難所における電力共有の観点から検証を行う。第 6章では、GISとクラ
ウドコンピューティング技術を利用した新しい仕組みの防災・減災への活用について北
九州市の活用事例から電力・エネルギー分野への活用の可能性について検証する。最後
に今後の GISの電力・エネルギー分野への適用を含めて第 7章で結果をまとめる。
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第 1章 緒論
1.1 序論
日本政府は、低酸素化社会を実現するために 2008年 7月に「低炭素社会づくり行動
計画」を閣議決定した。この計画では、太陽光発電を 2020年度に 2005年度の約 10倍
にあたる約 1400万 kW、2030年度には、2005年度の約 40倍にあたる約 5300万 kW導
入を目標とした。この目標は後に上方修正され 2020年度までに 2005年度の約 20倍の
約 2800万 kWとされるなど政府は、太陽光発電の導入について CO2削減のための重要
な要素と位置付けている。また、我が国政府は、2012 年 7 月 1 日に「再生可能エネル
ギーのための固定価格買取制度（Feed in Tariff：FIT）」を施行して以降、住宅型、非住
宅型を問わず太陽光発電システムの導入が急速に普及している。
太陽光発電システムには、日射量により発電量が変動するとともに太陽光が当たらな
い夜は発電できないなど自然環境の影響を受けるという問題がある。また、太陽光発電
システムを導入した利用者からは周辺の建物や樹木などの影の影響で導入前に想定し
ていた発電量が得られないなどの問題も指摘されている。さらに、2012 年以降に大量
に導入された太陽光発電システムは、施工業者が導入時のメリットとしてメンテナンス
フリーを挙げて営業活動をしており、その認識が利用者に広く伝わっている。そのため
メンテナンスがなされていない太陽光発電システムが今後急速に増えてくることが想
定される。海外では、不具合を放置した太陽光発電システムから出火して住宅が全焼す
るなどの事故が報告されている。消防庁消防研究センターの調査によると住宅の焼損は
ないものの火災が発生して太陽光発電システムの一部を焼損する事故が発生している
[1]。
一方、低炭素社会の取り組みとして、自動車業界ではクリーンな技術である電気自動
車を開発し実用化してきた。電気自動車は、1873 年に鉛蓄電池を利用した実用電気自
動車が開発されて以降、何度となく市場投入が試みられてきたが、航続距離や車両価
格・電池の短寿命などの問題で普及に時間を要していた[2]。しかし、リチウムイオン
電池の実用化を契機に、電気自動車の市場投入、ハイブリッド技術の実現、プラグイン
ハイブリッドの技術展開が行われており[3, 4]、現在、電気自動車はこれまで以上に普
及が進んでいる。そのため、電気自動車の蓄電装置を、「電気エネルギーを貯めて運ぶ
移動体（動く蓄電池）」とした電力貯蔵装置と考えることができるようになってきた。
しかしながら、電気自動車は蓄電容量の問題からガソリン車と同等の航続距離が得られ
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ていないなど課題もある。
全世界で地震災害、風水害や火山災害等の自然災害が頻繁に発生している。わが国に
おいては、1995年に発生した阪神・淡路大震災、2011年 3月 11日に東日本大震災、2014
年の御嶽山噴火や集中豪雨による広島市の土砂災害、2016年 4月の熊本地震、2017年
7月の九州北部豪雨等が発生している。地震・津波災害では、東日本大震災の教訓から
南海トラフで発生する大規模地震による被害推定も見直された[5]。災害発生後，被災
地の市町村では、被災地域および被災者の早期復興へ向けた災害対応業務が実施される。
ICT（情報技術）は急速に発展、普及し、自治体においては ICTを利用した防災情報シ
ステムが導入されてきた[6]。自治体では災害対応の初動活動として防災情報システム
を利用した被害状況などの情報収集とその情報を庁内で共有している。電力会社は、災
害等で発生した停電を 72 時間以内に復旧させることを目標としている。そのため、大
規模災害時には、自治体は災害の初動対応時に電力の供給ができないことを想定して業
務継続計画を立てて対応する必要がある。
一方で GISは、地理空間情報を作成、管理、表現、検索、分析および共有することが
できる技術であり、地理空間情報を利用して現実世界をパソコン上にモデル化すること
ができるシステムである。これまで、GIS は、道路、河川、上下水道などの土木分野、
土地利用や景観などの都市計画分野、固定資産税などの分野で利用されてきた。加えて、
政府は、更なる GISの活用を推進するため、GISとクラウドコンピューティング技術を
融合して、センサ等やインターネットを利用した G空間関連技術を発展させ 2020年ま
でに 62 兆円規模の市場にするという目標を立て、現在目標を目指して様々な施策を行
っている。最近では、被害発生箇所、道路ネットワーク、避難所、センサ等の情報をリ
ンクさせて災害時の避難誘導など災害時への応用が注目されている。
1.2 太陽光発電システムの普及と課題
太陽光発電システムを含む再生可能エネルギーの普及について述べる。日本政府は
2003年（平成 15年）から「電気事業者による新エネルギー電気等の利用に関する特別
措置法」に基づき RPS（Renewables Portfolio Standard）制度（電気事業者に毎年度，一
定量以上の再生可能エネルギーの発電や調達を義務付ける制度）を開始し、再生可能エ
ネルギーの導入量を増やしてきた[7]。2009年（平成 21年）には、住宅用太陽光発電「余
剰買取制度」が導入され、太陽光発電システムの電力のうち余剰電力を買取対象として
住宅用（10kW未満）買取期間を 10年間固定（導入当初 48円/kWh）の段階的導入が進
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められてきた[8]。図 1.1に太陽光発電システム出荷量の推移を示す。東日本大震災を契
機に、2012年（平成 24年）7月「固定価格買取制度（FIT）」が導入[9]され、図 1.1に
示すとおり出荷量は 2014年をピークになっており、導入量は 1431.5万 kWに達してい
る[10,11]。さらに、日本政府は、2015 年（平成 27 年）4 月には「電力広域的運営推進
機関（OCCTO）」を発足させ、電力システム改革を進めている[12,13]。しかしながら、
出荷量は図 1.1のとおり 2014年をピークに 2015年以降下降してきている。
以下に再生可能エネルギー政策の変遷について記載する。
① 補助金により導入を支援（1997年～）
新エネルギー利用等の促進に関する特別措置法（「新エネ法」）を制定して、新エネ
ルギーの導入事業を行う民間事業者に対し費用の一部を補助。また、金融機関から
の借入に対する債務保証を実施。新エネルギーの導入事業を行う地方公共団体に対
し費用を補助。
② 導入量の義務付け（RPS制度）による支援（2003年～2012年）
2003年RPS制度を開始して小売電気事業者に新エネルギー等から発電される電気
を一定量以上利用することを義務付けることにより、電力分野における新エネルギ
ー等の更なる導入拡大を図った。（買取価格の固定化は実施せず）。
③ 固定価格での買取りによる支援（投資回収の見通付与）（2009年～）
・2009年余剰電力買取制度の開始
500ｋＷ未満の太陽光について、電気事業者に、国が定めた調達価格・調達期間
での再生可能エネルギー電気の調達を義務付け。
・2012年7月固定価格買取制度（FIT）の開始
太陽光・風力・水力・地熱・バイオマスについて、電気事業者に、国が定めた調
達価格・調達期間での再生可能エネルギー電気の調達を義務付け。
経済産業省資源エネルギー庁の統計によると 2009年に 500kW未満の太陽光を対象に
「余剰電力買取制度」が開始されて以降、大規模水力を除く再生可能エネルギー等によ
る設備容量の年平均伸び率が、5%から 9%に上昇した。2012 年 7 月に「固定価格買取
制度」が開始されて以降は、2014年 3月末時点で既に 2955万 kWの導入量に達するな
ど、設備容量は前年度比 33%上昇している（2013年度の設備容量は 2014年 3月末まで）
[14]。特に、大容量設備の太陽光発電の導入量の伸び率が大きい[15]。太陽光発電導入
状況において、日本では太陽光発電の年間導入量は 2014年度約 900 万 kW であり、2014
年度末までの累積設備容量は 2400万 kW以上に達した。2012年 7月に始まった本格的
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な FIT制度により導入量は開始前の約 4.5倍に到達し、世界第 2位である。その変化要
因として、2009 年 1 月の日本政府による補助金制度と 2009 年 11 月開始の余剰電力買
取制度が挙げられる。中でも太陽光発電が急速に伸びてきた。また、この効果に伴い、
図 1.2に示すように太陽光発システムを標準搭載する新築の戸建住宅（40%）が増加し
ている[16]。太陽光発電システムを搭載した住宅の実用例として、「日出に稼働－日没
に自動停止」を行う住宅創エネ太陽光発電システムがある。外出時も自動運転でき、停
電などの非常時にも自立運転の切替えによって日中に特定コンセントから最低限の電
力確保が可能など、様々な太陽光発電システムを搭載した新築住宅が拡販されると考え
られる[17]。
このように、新築に対する住宅用太陽光発電システム搭載の増加とともに、戸建住宅
への太陽光発電の設置件数も増加していくものと推測される。しかし，太陽光発電は、
気象条件の影響など自然環境に依存して発電電力量が変動する電源は「自然変動電源」
として認知されている。この自然変動電源の大量導入において、種々の関連した課題（周
波数変動あるいは需給調整量の不足・供給信頼度低下）が議論されている[18-20]。また、
電力系統の電力潮流・電圧分布の不確実性が増し、供給信頼性や電力品質低下、電力系
統の計画・運用・保護の問題を引き起こす可能性が指摘されている[21-23]。今後、太陽
光発電システムの導入量が進むと電力系統への影響が大きくなることが懸念される。
また、2012 年以降に大量に導入された太陽光発電システムは、施工業者が導入時の
メリットとしてメンテナンスフリーを挙げて営業活動をしており、その認識が利用者に
広く伝わっている。そのためメンテナンスがなされていない太陽光発電システムが今後
急速に増え、それに伴って不具合や事故の増加が想定される。
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Fig.1.1 Trend of shipment quantity of photovoltaic power generation system 
Fig.1.2 Accumulation of Japan’s residential PV system introduction amount 
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1.3 電気自動車の普及と課題
 国連気候変動に関する政府間パネル（IPCC: Intergovernmental Panel on Climate Change）
の第 4 次報告書（2007 年）によると、地球の年間平均気温は産業革命以降ずっと上昇
している。特に、この 100年間で約 0.74℃も上昇し、世界各地で気象異常や生態系への
影響が顕在化している。膨大な観測データと気象シミュレーションの結果から、化石燃
料の消費に伴う温室効果ガス（CO2など）の大気圏蓄積が温暖化の原因であるという説
が有力視されている。地球温暖化が現状のまま進めば、海面水位の上昇による国土の消
失や農地や森林の砂漠化、生態系の破壊が進み、やがては人類の生存が危ぶまれる事態
になると警鐘がならされている[24]。また、同報告書によれば、地球環境保全と経済発
展を地球規模で両立するためには、平均気温の上昇を産業革命以降で 2℃以内に抑える
必要があるといわれている。
 中でも、運輸部門から排出される CO2の割合は、全産業のおよそ 25%と大きく、自
動車は主要排出源の 1つである。このため、日欧米などの先進国を中心に、化石燃料（ガ
ソリンや軽油など）の消費量の少ない、または化石燃料を使わないエコカーへの切り替
えがすすみつつある。電気自動車は環境問題の切り札としておおいに期待されている
[25]。以下の表 1.1に次世代自動車の販売台数（乗用車）推移を示す[26]。
表 1.1 次世代自動車の販売台数（乗用車）推移
Table1.1 Change in unit sales of next-generation vehicle 
次世代自動車種類 H25 年度（千台） H26 年度（千台） H27 年度（千台）
電気自動車 16 15 13
燃料電池自動車 0 0.1 0.5
プラグインハイブリッド車 13 15 15
ハイブリッド車 1015 950 959
 ここで、電気自動車の長所と短所にふれることとする。
 【長所】
   ①走行中に排出ガスを出さない。
   ②発進がスムーズで静かである（アイドリング運転がない）。
   ③走行するためのコストが内燃機関自動車と比較して数分の 1（高効率で低消費
電力）。
   ④保守コストが低い（エンジンオイルなど点検交換部品が少ない）。
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 【短所】
   ①航続距離が短い（蓄電池のエネルギー容量が小さい）。
   ②充電に時間がかかる（蓄電池の急速充電能力が低い）。
   ③車両価格が高い（蓄電池コストが大きい）。
   ④充電インフラが整備途上である。
 以上のように、排出ガスを出さないこと、走行コストや保守コストが低いなどという
長所がある一方で、航続距離が短く充電時間が長い、車両価格が高いなどの短所がある。
この短所を補うことで電気自動車を更なる普及に貢献できる。
1.4 自然災害と電力確保
我が国では、地震災害、風水害や火山災害等の自然災害が頻繁に発生している。近年
を見ても、1995年に発生した阪神・淡路大震災、2011年 3月 11日に東日本大震災、2014
年の御嶽山噴火や集中豪雨による広島市の土砂災害、2016年 4月の熊本地震等が発生
している。災害発生後、被災地の市町村では、被災地域および被災者の早期復興へ向け
た災害対応業務が実施される[6]。また，ICT（情報技術）は急速に発展、普及し、我が
国の自治体においては ICTを利用した防災情報システムが導入されてきた。
一方で、大規模災害における電力喪失の事例としては、1995年 1月「兵庫県南部地
震による阪神淡路大震災」による約 260万件の大停電があり、停電復旧には 6日かかっ
た。これは、都市近郊の直下型地震で架空配電設備に被害が多かったことが原因であっ
た[27,28]。また、2011年 3月の「東日本大震災」での停電は、東北電力管内で約 466
万件（全戸数の約 78%、8日後に約 98%停電解消）、東京電力管区内で約 405万件（全
戸数の約 20%、7日後にすべて停電解消）であった。この震災の特徴は東北地方北部太
平洋沿岸から関東地方北部沿岸までの広い範囲で大津波が発生し、沿岸部の火力や原子
力発電所も浸水被害を受け、電力供給源を失った結果である[29]。
そのため、発災直後の電力喪失は、自治体による災害対応業務における被害情報収集
などの妨げになり、災害対応業務の遅延に影響を与える。その結果として被害の拡大や
復旧復興の遅れに繋がる。また、避難所に避難した被災者も情報収集のためにスマート
フォンや TVなどを利用するが、電力喪失により情報収集ができない状況に陥る。さら
に、電力喪失のために避難した被災者が不安になるのは、夜間の電灯を失うことである
ことが東日本大震災で被災した岩手県釜石市の避難所支援にあたった職員からの聞き
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取り調査で分かった。自然災害の多い我が国にとっては、災害時の電力確保は、大変重
要な課題である。
1.5 研究目的
前節までに示したように、再生可能エネルギーである太陽光発電や電気自動車は地球
温暖化や化石燃料の枯渇問題の解決に期待されている。しかしながら、それぞれ課題を
抱えておりその課題解決は、更なる普及に繋がる。太陽光発電システムの課題としては、
天候による出力変動が系統電力へ及ぼす影響がある。この対策として衛星などの画像を
利用した日射量を予測する民間サービスなどがある。しかしながら、空の上から見た画
像を利用した日射量の予測であることや建物や樹木の影響を考慮できていないことな
どのため、詳細な予測ができず、目安としての日射量予測であるなどの課題がある。ま
た、太陽光発電システムでは、雲の影響の他に建物や樹木などの影の影響も大きい。そ
の影響のため、ユーザが太陽光発電システムを導入する前の想定より大幅に少ない発電
量になってしまうなどの問題がある。さらに、太陽光発電システムの発電効率を維持す
るためには、太陽光発電を設置した後に故障や不具合を検出して適切な修理を行うなど
定期的なメンテナンスを行うことが重要となる。しかしながら施工業者が導入時のメリ
ットとしてメンテナンスフリーを挙げて営業活動をしており、その認識が利用者に広く
伝わっている。そのためメンテナンスがなされていない太陽光発電システムが今後急速
に増え、それに伴って不具合や事故の増加が懸念される。太陽光発電システムの点検を
普及するためには費用の低減が重要となる。また必要な点検内容は、パネルへのホット
スポット発生、配線、分電盤など電力工学的な要素だけでなく、太陽光パネルを地面や
住宅の屋根などに設置する際のボルトの増し締めなど土木工学や建築工学的な要素が
あるため、単純にセンサの設置などの手法ではなく、人が点検することを想定して人件
費を抑制できる効率的な点検手法を検討する必要がある[30]。
次に、電気自動車の課題は、現状では搭載する蓄電池の容量が限られており、仮に蓄
電池の容量が増強されたとしても充電に時間を要することなどが挙げられる。そのため、
走行中の電気エネルギーの適切なマネジメントが不可欠となる。
一方、災害時の電力・エネルギー分野の課題について述べる。災害発生後の応急復旧
時に欠かせない電力確保を自家発電機の設置で補うことは、自治体の庁舎では行われて
いる。しかしながら、自家発電機の重量や建物の耐震性の問題から自家発電機は地下に
設置されていることが多く、実際に岩手県釜石市では、東日本大震災の際には津波によ
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る浸水被害を受けて利用できなかった。また、自家発電機では、建物や情報システムの
基幹となる部分のみを補う設計とされており、災害の応急復旧時にその容量が足りない
という課題もある。さらに、避難所となる小中学校の体育館や市民センターなどには自
家発電機に設置はされていない自治体が多い。北九州市では、災害時に避難者が電力を
利用できるようにするため、避難所への自家発電機の設置が検討されたが、400か所以
上という避難所の数や 1台約 300～400万円という費用、災害時だけのための利用であ
ることを勘案して断念した経緯がある。東日本大震災で被災した岩手県釜石市の職員へ
のヒアリングから、釜石市では津波により電力を喪失し、発災直後の避難所の電力を確
保できなかった。そのため、避難者が連絡を取り合い、情報を収集するスマートフォン
や携帯電話の充電ができないという問題が発生した。また、電力が復旧し夜間に避難所
の電灯がついた時には避難者から歓声があがるなど被災で精神的に追い込まれた被災
者にとっての夜間の電灯の重要性を釜石市の職員は指摘している。災害発生直後の避難
所の電力確保も重要な課題であることが分かる。これらの課題に対して、太陽光発電や
電気自動車は、自立できる分散電源としての利用も可能で、災害時等の停電に対する備
えとしても期待されている。
 本研究では、新しい発想の元、電力・エネルギー分野へ GISを適用してこれらの課題
を解決する。建物や樹木の高さを含んだ標高データに太陽軌道を加味して日射量の計算
を行えることに着目すると建物や樹木の影を考慮した日射量解析が可能となる。また、
土地表面の標高情報と道路ネットワークをリンクさせると道路面の標高データを作成
できることに着目すると走行距離と標高差から電気自動車の走行に関わるエネルギー
解析が可能になる。以上のことから本研究では、GISを用いた太陽光発電および電気自
動車に関わるエネルギーマップの概念を提案する。
さらに、災害時の応用として、太陽光発電システムによる自立電源量評価および電気自
動車によるエネルギー輸送評価手法を構築する。また、国や自治体等が提供する災害に
関わる様々な情報と連携したエネルギー情報を提供するとともに、応急仮設住宅への電
源供給を配電線敷設と太陽光発電システムと蓄電池で行った場合の費用を地図上で比
較することが可能なツールを開発し、費用対効果の面と電源供給の面から応急仮設住宅
への入居までの期間の短縮する可能性について検証する。
本研究の全体像としては、太陽光発電に関わる日射量、電気自動車による貯蔵エネルギ
ー輸送の観点から平常時から災害時までシームレスに活用可能な、地図とエネルギー情
報を結合した新しい概念を提唱するものである。本研究の全体像を図 1.3に示す。
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Fig.1.3 Overall conceptual diagram of this research 
1.6 本論文の構成と各章の概要
本論文は以下のように構成されている。
第 2 章では、電力・エネルギー分野における課題について地理情報システム
（GIS:Geographic Information System）を用いて解決する手法について言及する。そのた
めに GISの機能、仕組みなどを解説する。さらに、電力・エネルギー分野における課題
とその解決のために利用する GISの機能を結び付ける。本研究以外にも電力・エネルギ
ー分野での課題の解決に GISを用いることの可能性を提案する。
第 3章では、GISを利用した日射量シミュレーションシステムと災害時への適用につ
いて言及する。クラウドコンピューティングでのサービス提供を行うために、GIS上で
建物や樹木の高さ情報を保有する数値表層モデル（DSM: Digital Surface Model）と太陽
軌道をリンクさせ、建物や樹木などの影を考慮した日射量シミュレーションシステムお
よび日射量 DBを構築する手法を提案する。さらに、その日射量 DBを利用して過去の
天候条件を考慮した NEDOの日射量 DBの値で補正し、天候条件を考慮した日射量 DB
を提案する。また、日射量シミュレーションシステムと日射量シミュレーション DBを
 第 1章 緒論
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用いた部分影の影響シミュレーションや魚眼レンズカメラを用いた日射量の推定と雲
の動きから 15分後や 30分後などの近い未来の日射量を予測するシミュレーションの開
発状況を示す。さらに、災害時への応用として、天候条件を考慮した日射量 DBを利用
して、災害発生後の復旧復興期に建設される応急仮設住宅の電力を配電線の敷設なしに
太陽光発電システムと蓄電池から供給を検討するためのシミュレーションシステムを
提案する。
第 4章では、GISを利用した太陽光発電所の点検システムについて言及する。太陽光
発電システムは効率的な発電を維持するために、設置後の定期的なメンテナンスが重要
となる。また、パネルに発生したホットスポットが原因で火災が国内では発生しており、
海外では家屋が全焼する火事も発生している。さらに、台風などの突風で太陽光発電所
の太陽光パネルが飛ばされ周辺の家屋や車両に被害が出るなど事故を防ぐ観点からも
太陽光発電システムの点検は不可欠である。しかしながら、太陽光発電システムは可動
部分がないため、点検が不要と考えているユーザが多い。点検が不要と考えているユー
ザに点検を促すためには、点検コストの低減が不可欠である。そこで、赤外線カメラ、
UAV (Unmanned Aerial Vehicle)、GIS、クラウドコンピューティング、スマートフォンな
どを利用して位置情報をリンクすることで点検にかかる作業費用の低減を図ることが
できる手法を提案する。
第 5章では、走行中に CO2を排出しないなどのメリットがある一方で、航続距離が短
い、充電インフラが整備途上であるなどのデメリットも多い電気自動車の課題を解決す
る手法について述べる。土地表面の標高情報と道路ネットワークをリンクさせると道路
面の標高データを作成できることに着目して、走行距離と標高差を利用して GISを用い
て分析した電気自動車の航続可能距離を表現する消費電力量マップの構築手法を提案
する。さらに、災害時に電気自動車を「動く蓄電池」と見立てて自治体庁舎や避難所へ
電力を輸送し、給電する電力輸送システムの実証結果を示し Vehicle to Xの活用事例と
して提案する。
第 6章では、クラウドコンピューティング技術を利用した GISと防災・減災への活用
について述べる。北九州市におけるクラウドコンピューティングを利用して SNS (Social 
Networking Service)や TV について位置情報をキーにリンクすることで可能になった情
報収集や情報発信の手法を示すとともに、今後の電力・エネルギー分野での活用の可能
性について提案する。
最後に今後のGISの電力・エネルギー分野への適用を含めて第7章で結果をまとめる。
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第 2 章 平常時から災害時への連続性を考慮した GIS の概要と電
力・エネルギー分野における考えられる適用シーン
2.1 まえがき
 地理情報システム(GIS: Geographic Information System)は、現実世界を測量精度に則り、
パソコンやサーバ上にモデル化することができるシステムである。これは、日本では、
国土交通省と国土地理院が主導して、平成 19 年度に地理空間情報活用推進基本法を制
定して GISの利活用を推進してきたため、これまで道路、河川、公園、上下水道、都市
計画などの土木分野で主に利用されてきた。
一方で、クラウドコンピューティング技術の向上やその普及が進んできた。それによ
り、政府では総務省を中心に GIS、センサ、クラウドコンピューティング等を組み合わ
せたサービスを検討するため「G 空間×ICT 推進会議」を平成 24 年度から開催し、平
成 26年度に「G空間シティ構築事業」、平成 27年度に「G空間防災システムと Lアラ
ート連携推進事業」を実施して「G空間」の普及および促進を図ってきた。特に「G空
間構築事業」は、10 の事業を採択して、これまでの土木分野だけでなく、センサ、ビ
ッグデータ解析、オープンデータ、ロボット、防災など様々な分野と GISを組み合わせ
たサービスを構築して、国民を含めた開かれた場で報告会が開催された[31]。位置情報
とともに現実世界をパソコン上にモデル化できる GIS の幅広い分野への適用が可能と
なったことを示している。さらに政府では平成 24 年度に閣議決定した「地理空間情報
活用推進基本計画」に基づき、平成 28 年度に総務省と国土交通省が連携して、国、地
方自治体、大学、民間企業などが保有する G 空間情報（地理空間情報）を集約して G
空間情報の円滑な利活用を可能とする「G空間プラットフォーム」を構築し、最先端の
防災システムや地域活性化・新産業創出を実現することを目指している[32]。G空間プ
ラットフォームの管理のために「G空間情報センター」を設置する[33]など、政府は G
空間情報を活用したサービス構築に力を入れている。以上のことから分かるように、
GISは土木分野以外での利用も可能なシステムである。特に電力・エネルギー分野では、
利活用が進んでおらず、GISを導入することで様々な課題を解決し、課題解決の支援を
することが可能と考えられる。
本章では、GISの特徴や機能、利用するデータなど GISの概要を説明する。次にこれ
までの GISの導入事例をを紹介するとともに電力・エネルギー分野における活用方法の
提案を行う。
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2.2 GISの特徴 
GISは現実世界をモデル化し、地理的位置を手がかりに、位置に関する情報を持った
データ（空間データ）を総合的に管理・加工し、視覚的に表示し、高度な分析や迅速な
判断を可能にするものであり、多様な情報を一挙に扱うことができ、使用者の意思決定
を支援するものである[34]。そのイメージを以下の図 2.1に示す。
Fig.2.1 GIS image 
 次に、本研究で使用する GISの基本的な機能を 2つ示す。
【GISの基本的な機能】
 ①位置情報と属性情報によるデータの管理
  ②レイヤの重ね合せによる地図での表現
上記①についてであるが、GISでは使用するデータをレイヤと呼び、レイヤは位置情
報と属性情報の 2つから構成される。多くのDBMS (Data Base Management System)では、
データをテーブル上でキーとなる項目を設定し、その項目を結び付ける（リンク）こと
で管理している。GISもテーブルをリンクする機能を有するが、他の DBMSにない「位
置」すなわち座標をキーにテーブルをリンクすることができるという特徴を有する[35]。
 以下の図 2.2に GISの位置情報と属性情報によるデータ管理の例を示す。
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Fig.2.2 The layer configuration of GIS 
 次に②について述べる。GISでは、データをレイヤと呼び 1つのレイヤは、図 2.2で
示したとおり、位置情報と属性情報で構成される。さらに GISでは、このレイヤをフイ
ルムに見立てて重ね合わせることができる。この重ね合わせにより現実世界をパソコン
上にモデル化することができる。GISはこのモデル化により以下の 2つの特徴を有する
[36]。
【GISの特徴】
  ①地図上でデータの分布状況を把握することができる
  ②地図上で他のデータとの関係性を把握することができる
GISの特徴を以下の図 2.3に示す。
Fig.2.3 Feature of GIS 
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2.3 GISで利用するデータとその特徴
 GISで利用データは、地理空間情報（地理空間データ）と呼ばれる。地理空間情報は、
実世界の構成要素をどのように抽象化して表現するかによって、ラスタ型データ と ベ
クトル型データ の 2種類に大別される[36]。
【ラスタ型データ】
 ラスタ型データは、空間を連続的に変化する（境界が明確でない）現象を表現するの
に適したデータ形式である[36]。例としては、航空写真、標高データ、古地図等の画像
データなどが該当する。以下の図 2.4にラスタ型データの概要図を示す。
Fig.2.4 The overview of raster data 
【ベクトル型データ】
 ベクトル型データは、位置や境界が明確な地物を表現するのに適したデータ形式であ
る[36]。図 2.5にベクトル型データの事例を示す。
Fig.2.5 The case of vector data  
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ベクトル型データは，①ポイント（点），②ライン（線），③ポリゴン（面）に大別され
る。ベクトル型データの概要を以下の図 2.6に示す。
a ポイント（点）     b ライン（線）      c ポリゴン（面）
Fig.2.6 The overview of vector data 
 本研究では，DSM (Digital Surface Model)や DEM (Digital Elevation Model)など標高デー
タ、日射量シミュレーションデータ等のラスタ型データや道路ネットワーク、日射量
DBなどのベクトル型データを使用する。
2.4 GISの普及の流れとこれまでの GISの導入事例
これまでの GISの導入事例を述べるにあたり、国や地方自治体の状況、中でも北九州
市の状況を中心に GISの普及の流れと導入事例を示す。北九州市の導入事例については、
筆者が北九州市の業務で全て構築したものまたは構築にあたり詳細設計まで携わった
ものである。
2.4.1 GISの普及の流れ
 我が国における GISの普及の流れについて述べる。
2.4.1.1  GISの普及の契機
GIS普及の契機は、平成７年に発生した阪神・淡路大震災の際に、被災状況の把握や
復興計画の策定の際に GISが関係府省で活用されたことがきっかけとなった[37]。
2.4.1.2  業務に特化した個別 GISの普及
 平成 19年度の地理空間情報活用推進基本法の制定以前の GISは道路、河川、公園、
上下水道、都市計画などの土木分野や固定資産税などので主に利用されてきた。この時
代では主に台帳管理に GISを利用しており、道路、河川、公園、上下水道、都市計画な
どの分野ごとに業務に特化した個別 GIS が主流であった。個別 GIS は、台帳管理をパ
ソコン上で地図と連動して管理することができるようになったため、業務の効率化が進
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んだというメリットがある半面、費用が高い、業務ごとに GISが導入されていたため、
データの相互利用を行うためには、別途費用がかかるなどの課題があった。個別 GIS
の事例を以下の図 2.7に示す。
Fig.2.7 The example of GIS specializing in business 
2.4.1.3  統合型 GISの普及
 平成 19年度の地理空間情報活用推進基本法では、第 1条で「現在及び将来の国民が
安心して豊かな生活を営むことができる経済社会を実現する上で地理空間情報を高度
に活用することを推進することが極めて重要であることにかんがみ、地理空間情報の活
用の推進に関する施策に関し、基本理念を定め、並びに国及び地方公共団体の責務等を
明らかにするとともに、地理空間情報の活用の推進に関する施策の基本となる事項を定
めることにより、地理空間情報の活用の推進に関する施策を総合的かつ計画的に推進す
ること」を目的と定め [37]、GIS の普及、地理空間情報の活用を後押しした。さらに、
総務省が地方自治体向けに「統合型 GIS推進指針」を示した[38]ことにより、地方自治
体に統合型 GISが急速に普及した。総務省は、統合型 GISは、「地方公共団体が税務部
局、都市計画部局、防災部局など庁内の複数部局で GISを共用するもの」と定義してい
る[39]。以下の図 2.8に統合型 GISのイメージ図を示す。
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Fig.2.8 The Image of Integrated GIS 
総務省は、統合型 GIS 推進指針の中で、「統合型 GIS の導入に当たっては、検討会
や推進委員会等の庁内横断的な検討の枠組みを設置し、統合型 GIS の導入目的等を共
通に理解しておく必要がある。」などの導入時の体制にも言及した[40]が、地方自治体
では導入時に統合型 GIS（システム）と庁内でデータを共用する共用空間 DB（データ）
のハード部分に焦点があたり、庁内全体での運用を行う体制が整備されなかったため、
多くの自治体で統合型 GISを導入したが利用されないなどの課題が浮き彫りになった。
2.4.1.4  統合型 GISから全庁型 GISへ
北九州市では、平成 22年度までプライベートクラウドを利用した住民基本台帳、税、
福祉などの全庁的なシステムの更新を行っていたため、平成 23年度から統合型 GIS導
入に着手することになった。統合型 GIS導入に際して、筆者は、他自治体の導入状況や
北九州市の庁内での GIS導入状況、地図利用状況などの調査を行った上で、庁内横断的
な組織である庁内 GIS ワーキンググループを立ち上げ「北九州市全庁 GIS 企画書」を
作成して導入について庁内でオーソライズした。また、当企画書にはシステムは統合型
GIS専用のパーケージソフトではなく汎用的なシステムを導入すること、導入から運用
について庁内 GISワーキンググループで推進していくこと、北九州市単独ではなく周辺
自治体とのGISの共同利用などを盛り込んだ[41]。北九州市では、この企画書に基づき、
平成 25年 10月から周辺の直方市、行橋市、香春町、苅田町とともに全庁型 GISの共同
利用を開始した。この GIS共同利用は平成 28年度に鞍手町が加入し、平成 29年度から
は北海道室蘭市が加入した。これまでの統合型 GISでは、庁内での普及や利活用もなか
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なか進まなかった中、北九州市の GISは庁内だけでなく周辺自治体さらには、遠隔地の
自治体まで巻き込む取り組みに発展している。なぜ急速に発展したかについて、GISを
庁内や他の自治体で普及させるために必要な要素を以下の表 2.1のとおり纏めた[42]。
 表 2.1の中で重要なことは、組織・体制の整備と標準的な手順である。組織・体制の
整備は、統合型 GISがうまく普及しなかったデータ更新を含む運用を継続するために必
要な要素である[42]。庁内での GISを継続的な運用や GISを利用した業務改善は、庁内
横断的な組織である庁内 GISワーキンググループが担い、自治体間で良い取り組みを普
及する役割は、地域 GIO会議が担うという枠組みを構築した。この地域 GIO会議は、
米国をはじめとする GIS先進国では、組織に最低 1名いる GIO(Geographic Information 
Officer)を日本の組織・風土では、根付くことが難しいため、自治体間（地域）で担お
うとする取り組みである。実際に北九州市とその周辺自治体では、北九州市で普及した
業務用 GIS とその運用について地域 GIO 会議を介して苅田町など他自治体に展開して
いる。
 次に、標準的な手順についてであるが、1 つ目は COTS(Commercial-Off-The-Shelf)の
概念である。これは、広く普及している機能やサービスを目的に即してユーザ自らが応
用すること、自治体の業務フローを標準化することと併せて、一般に入手可能な既製品
を組み合せるという概念である[43]。この概念に基づき、筆者らは、北九州市および GIS
の共同利用自治体において、汎用的なソフトウェアである米国 ESRI 社の ArcGIS を利
用して運用を行うようシステムおよび業務運用を設計した。自治体職員は概ね 3年で人
事異動により部署を異動するが、汎用的なソフトウェアを使用しているため、異動先の
部署でも職員はWordや Excelなどと同じように利用できるというメリットにつながっ
た。これは、自治体に関わらず民間企業においても人事異動は発生するため、民間企業
においても同様メリットが存在すると考えられる。2つ目は、業務フローの標準化であ
る。筆者らは、既存業務の運用に GISを当てはめるのではなく、業務フローを一から見
直して必要であれば GISを業務フローに取り込むという流れで標準化を行った。北九州
市とその周辺自治体による地域 GIO 会議で調査した結果、自治体業務での GIS の活用
は、約 91%が台帳管理であることが分かった[44]。その結果を以下の表 2.2 に示す。業
務フローの標準化を行っているため、道路、河川などの土木分野の業務や固定資産税な
どの税分野の業務でも台帳管理業務で GISを利用する場合は、利用するデータは異なる
が、同じ機能を利用することになる。職員は一度機能を覚えると人事異動先でも GIS
を負担なく利用でき、人事異動で GISを利用し業務改善をする流れ、GIS普及に寄与し
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ている。これも民間企業でも同様の効果が得られると考えられる。本研究においてもこ
の点を考慮して研究を行った。
Table 2.1 The necessary elements for spreading GIS 
Table 2.2 The list of GIS usage in municipality business 
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以上のように、北九州市におけるGIS共同利用では、GISが庁内で普及するとともに、
効果的な業務での活用方法は自治体間でも共有されるという成果が生まれている。
また、3つ目に適用技術としては、北九州市のプライベートクラウドである「北九州
市クラウド」と民間企業が運営するパブリッククラウドを GIS上でマッシュアップさせ
ていることが大きな特徴である。この仕組みを「全庁型 GIS」と定義し、統合型 GISと
の違いを以下の図 2.9 のとおりに纏めた[44]。これらの成果が出ていることから、北九
州市には政令指定都市をはじめ、全国の自治体が GISに関する視察に訪れており、今後
GIS共同利用の広がりが予想される。この考え方は、自治体に関わらず民間企業におい
ても同様であると考えられる。本研究においてもこの点を考慮して研究を行う必要があ
る。北九州市の GISの事例の詳細は、付録に記載した。
Fig.2.9 Comparison diagram between integrated GIS and all-government type GIS  
2.5 GISの電力・エネルギー分野における適用シーンの提案
2.5.1 本研究の進め方
 前項の北九州市による GISの共同利用の事例から本研究における電力・エネルギー分
野への GISの適用については、以下の考え方に則り進めていく。
  ①防災・減災社会への貢献に向けた平常時から災害時へのシームレスな連続性の確  
   保
  ②サービス提供を見据えたコスト低減化に向けた COTS(Commercial Off-The-Shelf)
の概念の適用
  ③様々な媒体をサービスに取り込むためのクラウドコンピューティングの活用
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2.5.2 本研究における GISエンジンの選定
 上記の考え方に則って研究を進めるために GISエンジンを選定する必要がある。研究
成果から生まれるサービスの提供を考えた際には、コスト削減を図る必要がある。その
ためには、北九州市と同様に可能な限りカスタマイズせずにソフトウェアの機能を組み
合わせて研究を進めることが望ましい。また、同じようにサービス提供を考えると、ス
マートフォンやタブレット端末などのモバイル端末を想定するとともに国、自治体、民
間企業等が持つ他のサービスとの連携を想定しておく必要がある。次に、電力・エネル
ギー分野では、様々なセンサが活用されていることからインターネットに接続されたセ
ンサを利用することを想定する必要がある。そのため、これまで GISで主に利用されて
きた Desktop型 GIS、WebGISに加えクラウドコンピューティングへ対応した GISエン
ジンを選定する必要がある。
米国 ESRI社のArcGISは、機能が豊富であるとともに汎用的でかつ COTS(Commercial 
Off-The-Shelf)の概念に則った GISエンジンであるとともに、Desktop型 GIS、サーバ型
GIS、モバイル端末や異なるサービスのマッシュアップにも対応したクラウド型 GISの
全てのシステム形式に対応した GISエンジンである。さらに、システムのバージョンア
ップが技術の進歩に合わせて定期的に行われている。以上のことから本研究では、
ArcGISを使用することとする。
2.5.3 GISの電力・エネルギー分野への適用
 前述の 2.2で述べたとおり、GISは現実世界をパソコン上でモデル化できるソフトウ
ェアである。そのため、現実世界で起こっている事象については地図精度を高めること
で GISを適用して管理・加工し、視覚的に表示し、高度な分析などを行うことが可能で
ある。ArcGISでは、バージョン 9.2以降は、互いの距離を 10ナノメートルまでのデー
タを格納することが可能となっている[45]。つまり、互いの距離が 10 ナノメートル以
上の事象について、管理・加工し、視覚的に表示し、高度な分析などを行うことが可能
であり、ArcGIS を利用することで電力・エネルギー分野の多くの事象へ GIS を適用す
ることができることになる。
 本研究では、電力・エネルギー分野に幅広く適用可能な GISを、まず太陽光発電シス
テムと電気自動車の分野に適用した。
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2.5.3.1 太陽光発電システム分野への GISの適用
 太陽光発電システム分野への GIS の適用について述べる。太陽光発電システムは、
2012 年の FIT 導入により、急速に普及が進んできた。その中で、太陽光発電システム
には課題も多い。太陽光発電システムは天候の影響や建物や樹木の影の影響を受けるた
め、ユーザが導入前に想定していた発電量と比較して実際にはその想定より少ない発電
量しか得られないなどの課題がある。また、メンテナンスがなされていない太陽光発電
システムが今後急速に増え、それに伴って不具合や事故の増加が想定される。また、ユ
ーザが気付かないうちにホットスポット等が発生して、発電量が低下していることも考
えられる。そのために、点検をする必要があるが、その要素はパネルへのホットスポッ
ト発生、配線、分電盤など電力工学的な要素だけでなく、太陽光パネルを地面や住宅の
屋根などに設置する際のボルトの増し締めなど土木工学や建築工学的な要素があるた
め、単純にセンサの設置などの手法ではなく、人が点検することを想定して人件費を抑
制できる効率的な点検手法を検討する必要がある。また、導入量が増えたことにより、
天候変化に伴う太陽光発電の発電量が系統電力に影響を与えることが懸念されている。
 一方で、太陽光発電システムは大規模災害の復旧・復興における利用で期待されてい
る。近年わが国では、大規模災害が発生した場合は、災害救助法が適用され、被災者を
受け入れるために概ね建設から 2年を目安に応急仮設住宅が設置される。応急仮設住宅
のエネルギーは、水道や電気は配管や配電線を設置するのに対してガスはプロパンガス
のガスボンベを輸送して提供している。これは、概ね 2年という時限的な応急仮設住宅
の設置に対して新たなガス管の埋設にかかる費用と比較してガスボンベによるガスの
提供の方が費用を抑えられることが要因として考えられる。電力の提供に関しても配電
線の設置距離によっては、配電線の設置と比較して太陽光発電システムと蓄電池を組み
合わせることで費用を低減することが可能と考えられる。大規模災害が発生した際の復
旧・復興期に自治体が建設する応急仮設住宅は、その設置する場所を決定する際に地権
者等との交渉などに時間を要することがある。そのため、太陽光発電システムによる発
電に効率的な応急仮設住宅の設置予定地の検討や配電線を設置する場合と太陽光発電
システムと蓄電池を組み合わせた場合の費用比較を平常時から自治体や電力会社など
で行うことで、大規模な災害が発生した際に迅速に応急仮設住宅の設置場所の決定と建
設作業に着手することができる。
以上のことから太陽光発電システムに関して表 2.3に平常時および災害時の課題と適
用シーンを纏める。この表から分かるとおり、適用する機能は、平常時と災害時の課題
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を同時に解決できるように設計することが可能である。さらに、適用する GISのアプリ
ケーションは、Desktop 型、サーバ型に加えてスマートフォン等のモバイル端末でも効
率的に利用できるようにするためクラウド型の全てに対応する必要がある。本研究にお
ける太陽光発電システムへの GIS適用について、システムの概要図を図 2.10に示す。
Fig.2.10 System overview of applying GIS to photovoltaic power generation system 
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Table2.3 Application scene of GIS to solar power generation system 
項番 平常時の課題 災害時の課題 適用する機能
1 
ユーザが太陽光発電シス
テムを導入する前に天候
条件を加味して設置個所
のおおよその日射量を知
りたい。
太陽光発電システムと蓄
電池を組み合わせて応急
仮設住宅を建設した方が
コスト削減できるが太陽
光発電に効率的な場所を
知りたい。
GIS を適用して地域ごと
の天候条件を加味した日
射量マップ
2 
ユーザが利用しやすい効
率的で安価な太陽光発電
システムの点検手法が必
要である。
応急仮設住宅へ太陽光発
電システムを導入した場
合にも被災者の安全を考
慮すると定期的な効率的
で安価な点検手法が必要
である。
点検業務の効率化と費用
低減を図るため、ドロー
ンと赤外線カメラによる
撮影GISのモバイル端末
アプリと DBによる点検
履歴の管理を行える仕組
み
3 
太陽光発電システムが増
え、天候の変化による発
電量の変化が系統電力へ
影響を与えるため、天候
変化による日射量の変化
を予測したい。
天候変化により、太陽光
発電量が減るという予測
がある場合の対応の判断
に天候変化による日射量
の変化を予測したい。
センサと連携したGISに
よる日射量マップ
4 
海外等で電力の供給がで
きていない地域への給電
を検討する際に、配電線
を設置するか太陽光発電
システムを導入するかを
検討する際に地図を利用
して費用を比較したい。
応急仮設住宅への給電に
ついて配電線の設置と太
陽光発電システムおよび
蓄電池を組み合わせた給
電の地図を利用した費用
を比較したい。
GIS を利用して配電線の
設置費用と太陽光発電シ
ステムと蓄電池を設置及
び運用した場合の費用比
較を行う仕組み
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2.5.3.2 電気自動車分野への GISの適用
 次に電気自動車分野への GISの適用について述べる。電気自動車は、排出ガスを出さ
ない、走行コストや保守コストが低いなどという長所がある一方で、航続距離が短く充
電時間が長い、充電設備が少ない、車両価格が高価などの短所がある。
一方で、電気自動車はエンジン車と異なり、下り坂で電気エネルギーを貯めることが
できるという特徴を持つ。そこで本研究では、電気自動車が持つ回生エネルギーの効果
を考慮した電費的に効率の良いルートの検索や電気自動車でどこまで行けるかを出発
前にユーザが知ることを目的に電気自動車が走行で使用する消費電力量を地図上で表
現する機能を構築し、検証を行う。つまり、本研究では、電気自動車の短所の中で、地
図とのマッチングが良い航続距離が短いことと充電設備が少ないことにフォーカスを
当てて GISを適用してその短所を補う仕組みを検討する。
 また、災害発生後の電力復旧が概ね 72 時間として自治体等の業務継続計画 (BCP: 
Business Continuity Plan)は策定されている。2011年の東日本大震災では、地震直後の津
波により広範囲が浸水し、各施設の電力設備が水没するとともに、配電線が流された。
そのため、岩手県釜石市へのヒアリング調査から釜石市では、市庁舎の地下にある電力
設備が水没したため、別の建屋に災害対策本部を設置した。その際に、住民に情報を伝
達する防災行政無線は設置されている市庁舎でしか利用することができないため、小型
の発電機を調達してその電源を確保しながら、離れた建屋にある災害対策本部とやり取
りをしながら住民への情報発信をするなど災害対応業務に支障が出たことが分かった。
さらに、多くの避難所の電力は、配電線が流出したことにより復旧は約 1か月後になり、
被災者が情報を得るためのスマートフォン等の充電や夜間の電灯などに支障をきたす
こと等から避難所運営にも電力確保が必要であることが分かった。北九州市では、電気
自動車を 50台以上公用車として利用している。本研究では、災害時に電気自動車を「動
く蓄電池」に見立てて庁舎や避難所に電力を輸送する実証を行う。また、その際に輸送
先までの移動で利用する電力を除いた供給できる電力を事前に予測する仕組みを構築
して検証する。
 以上のことから、電気自動車に関して表 2.4に平常時および災害時の課題と適用シー
ンを纏める。また、本研究における電気自動車への GIS の適用の概要図を図 2.11 に示
す。
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Table2.4 Application scene of GIS to electric vehicle 
項番 平常時の課題 災害時の課題 適用する機能
1 
ユーザが航続距離の短
い電気自動車でどこま
で行けるかを出発前に
知りたい。
災害対策本部が電気自
動車で電力を輸送する
場合にどこにどれだけ
の電力を供給できるか
を把握する必要がある。
標高データを利用して電
気自動車の特徴である回
生エネルギーを考慮した
電気自動車の航続距離マ
ップ
2 
ユーザが目的地まで電
費的に効率的なルート
を知りたい。
災害対策本部が電気自
動車で電力を輸送する
場合にできるだけ多く
の電力を供給するため
電費的に効率的なルー
トを把握する必要があ
る。
標高データを利用した電
費的に効率的なルートを
検索する機能
Fig.2.11 Overview of applying GIS to Electric Vehicle 
2.6 まとめ
 第 2章では、GISの特徴、GISで利用するデータを紹介するとともに国や自治体、大
学での GISの活用事例を示すとともにその課題を明らかにした。その課題を解決するた
めに北九州市が取り組んでいる事例を示した。さらに、北九州市の事例を基に電力・エ
ネルギー分野への GISの適用について提案した。本研究の目的は太陽光発電に関わる日
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射量、電気自動車による貯蔵エネルギー輸送の観点から平常時から災害時までシームレ
スに活用可能な、地図とエネルギー情報を結合した新しい概念を提唱することである。
その目的を実現し、世の中で使われる仕組みとするために必要な要素について述べ、以
下の 3点を考慮して進めることを示した。
①防災・減災社会への貢献に向けた平常時から災害時へのシームレスな連続性の確   
 保
  ②サービス提供を見据えたコスト低減化に向けた業務フローの標準化と
COTS(Commercial Off-The-Shelf)の概念の適用
  ③様々な媒体をサービスに取り込むためのクラウドコンピューティングの活用
 また、本研究では、太陽光発電システムと電気自動車を対象とし、それぞれの分野に
おける平常時と災害時の課題を抽出して GISを適用する機能を示した。第 3章以降にそ
れぞれについて詳細に述べることとする。
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第 3 章 GIS を利用した日射量シミュレーションシステムと災害時
への適用
3.1 まえがき
第 2章では、電力・エネルギー分野への GISの適用シーンを提案した。本章において
は太陽光発電システムでの利用を想定した日射量シミュレーションシステムを提案す
る。
 太陽光発電システムは、建物や樹木などの影や雲の影の影響を受ける。建物は建て替
え、樹木については植え替えや成長することなどを除き、太陽光発電システムへの影響
の変化はない。一方で、雲は常に移動しておりその影響は常に変化している。太陽光発
電システムのユーザのニーズは、設置前に太陽光発電システムを設置しようとしている
場所で、どの程度日射量を確保することができ、どのくらいの発電量を得ることができ
るかを知ることである。また、電力会社のニーズは現状の日射量がどの程度あり、15
分後、30分後といった未来の日射量予測を知り、FIT以降大量に導入された太陽光発電
システムの系統電力への影響を最小限にとどめることへの活用である。
 一方、多くの地方自治体は、3年に 1回の固定資産税の評価替えに合わせて、航空写
真や数値表層モデル(DSM: Digital Surface Model)を作成している。航空写真と DSMを重
ね合わせることでパソコン上に 3次元モデルを作成することができる。また、3次元モ
デルが作成できれば、太陽軌道を GIS上で重ね合わせることで建物や樹木の影を考慮し
た日射量シミュレーションを構築することができることに本研究では着目した。加えて、
天候条件を GIS上に取り込む仕組みを構築し、現実世界で起こる日射量の変化について
地図を利用して表現できる日射量シミュレーションシステムを提案する。また、日射量
シミュレーションサービスの提供を見据えて、システム的に数値データを扱いやすくす
るため、日射量シミュレーション結果から日射量シミュレーション DBを構築する手法
を提案する。さらに、日射量シミュレーションシステムを平常時の利用だけでなく、大
規模災害が発生した場合の応急仮設住宅への太陽光発電システムを利用した給電を検
討する際の支援を行う仕組みへの活用についても提案する。
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3.2 ArcGISを用いた日射量解析の概要
 太陽光発電を考えた場合、解析すべき日射量は、全天日射量である。全天日射量につ
いて述べる。
宇宙空間から伝わってきた日射は大気圏に突入すると大気物質による吸収と散乱の
影響を受ける。また、一部は、地球の表面や大気中の物質によって反射されて宇宙空間
に戻される[46]。
大気中における日射収支の概念図を図 3.1に示す。
Fig.3.1  Conceptual diagram of solar radiation balance in atmosphere 
地表が受ける日射のうち、太陽から直接入射する成分を直達日射と呼ぶ。大気中で散
乱された成分や雲などによって反射された成分を散乱日射と呼び、これらを合わせた地
表が受けるすべての日射を全天日射と呼ぶ[46] 。
つまり、太陽光発電に影響のある全天日射量は、
全天日射量 ＝ 直達日射量 ＋ 散乱日射量（地面からの反射日射量を含む） (3.1) 
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と表すことができる。
次に、本研究では太陽光発電システムが受ける影響について ArcGISの Spatial Analyst
の日射量解析のエリアの日射量解析を用いる。ArcGISの Spatial Analystのエリアの日射
量解析の手法について述べる。
一般的に全天日射量は、式(3.1)で示したとおり、直達日射量と散乱日射量（地面から
の反射日射量を含む）の合計である。
直達日射量は全天日射量のうち最大の成分で、散乱日射量は 2 番目に大きい成分で
ある。反射日射は通常、雪面などの反射率が非常に高い表面に囲まれた場所を除いて、
総日射に占める割合はごくわずかである[47] 。
つまり、Spatial Analyst の日射量解析の全天日射量は、
全天日射量 ＝ 直達日射量 ＋ 散乱日射量（地面からの反射日射量は含まない） (3.2) 
で計算される。
ArcGIS Spatial Analystの日射量解析のエリアの日射量解析では、ポイント位置または
地理的エリア全体について計算を実行でき、以下の 4 つのステップで実行する[47] 。
①上半球の可視領域（全天可視領域）を標高モデルを利用して計算する。
②①で求めた全天可視領域を直接太陽軌道図に重ね合わせて、直達日射を推定する。
③①で求めた可視領域を拡散全天分割図に重ね合わせて、散乱日射を推定する。
④対象とする各位置について上記処理を繰り返して、日射量レイヤを作成する。
3.2.1 全天可視領域の計算
日射は地形と地表面の地物から受ける影響が大きいため、計算アルゴリズムの主要な
成分について、各位置の上半球の可視領域を標高モデル（DSM: Digital Surface Modelや
DEM: Digital Elevation Model）で生成する必要がある。半球の可視領域は、上半球の（魚
眼）写真に似ており、空全体を地表から見上げたものである。天空の可視領域の広さは、
その位置における日射量に重要な役割を果たす[47]。
例えば、遮るものがない草原に設置したセンサは、ビルの多い都市部に設置したセン
サよりも日射量が大きくなる。
魚眼レンズによる写真を以下の図 3.2に示す。
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Fig.3.2 Photo by fish-eye lens 
全天可視領域は全天のラスタライズで、特定の位置から見たときの可視領域と視界が
妨げられる領域を示す。全天可視領域の計算は、着目する位置の周囲の指定方向数につ
いて検索を行い、天空の障害物の最大角度、つまり地平の角度を決定して行う。その他
すべての未検索方向については、地平の角度は内挿される。次に地平の角度は、3 次元
の半球が 2 次元のラスタ画像として表される半球座標系に変換される。可視領域のラ
スタの各セルに、天空の方向が可視または不可視かを示す値を割り当てる。出力セルの
位置（行と列）は、方向を示す半球の天頂角θ（垂直線からの角度）と方位角α（北か
らの角度）に対応する[47] 。
以下の図 3.3に、DSM(Digital Surface Model) の 1 つのセルの可視領域の計算結果例
を示す。指定した数の方向に沿って地平の角度が計算され、天空の半球表現の作成に使
用される。得られた全天可視領域は、天空の方向が可視（白で表示）と不可視（灰色で
表示）の特性を示す。計算理論を示すために、可視領域を半球写真と重ね合わせる[47]。
Fig.3.3 Horizontal angle, the visible region obtained, the visible region diagram mapped in 
the sky view 
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ここで求めた全天可視領域を利用し、太陽の位置（太陽軌道図）と天空の方向（全天
分割図）の情報と組み合わせて、各位置の直達、散乱、および合計（直達+散乱）の日
射量を計算し、日射量図を生成する。
3.2.2 太陽軌道図の計算
天空の各方向から発生する直達日射量は、可視領域と同じ半球投影で太陽軌道図を使
用して計算する。太陽軌道図は太陽の軌道、つまり 1 日および 1 年間で変化する見か
けの太陽の位置を表すラスタ型データで表現する。太陽軌道図は、1 日の特定期間（単
位: 時間）および 1 年の特定期間（単位: 日または月）における太陽の位置を定義する
太陽軌道図の部分で構成される。太陽の軌道は、解析エリアの緯度および太陽軌道図の
部分を定義する時間設定に基づいて計算する。太陽軌道図の各部分について、一意の識
別値およびその重心の天頂角と方位角を指定する。直達日射量を計算するために、各部
分から発生する日射量を個別に計算し、全天可視領域が太陽軌道図に重ね合わせる
[47] 。
以下の図 3.4 に冬至（12 月 21 日）から夏至（6 月 21 日）の期間の太陽軌道図の
例を示す。
Fig.3.4 Solar orbit diagram 
太陽軌道図の個々の部分（色分けされた四角形）は 30 分間隔で 24 時間および 1 か
月間隔で 1 年間観測した太陽の位置を表す。この画像は、全天可視領域と同じ半球の
投影である。太陽の位置は、1 日および 1 年で太陽が天空を移動する状態で表される
[47] 。
第 3章 GISを利用した日射量シミュレーションシステムと
災害時への適用
九州工業大学大学院 工学府 工学専攻 電気電子工学領域
- 34 - 
3.2.3 全天分割図の計算
散乱日射は、大気中の成分（雲，粉じんなど）により散乱した結果として、天空の全
方向から発生する。特定位置の散乱日射を計算するために、全天の半球図を天頂角と方
位角により定義した一連の天空域に分割して表す全天分割図を作成する必要がある。各
部分について、一意の識別値およびその重心の天頂角と方位角を指定する。また、散乱
日射を方向（天頂と方位）に基づいて、天空域ごとに計算する。
以下の図 3.5に天頂分割 8，方位分割 16 で定義した天空域を持つ全天分割図の例を示
す。それぞれの色は、散乱日射が発生する固有の天空域を示す[47] 。
Fig.3.5 All sky division map 
3.2.4 全天可視領域の太陽軌道図および全天分割図との重ね合わせ
日射量計算では、全天可視領域ラスタが太陽軌道図と全天分割図のラスタに重ね合わ
せ、天空の各方向から受け取る散乱日射と直達日射を計算する。各天空域の可視領域の
割合は、その区域に属するセル総数で、可視のセルの数を除算することにより計算する。
以下の図 3.6に太陽軌道図と全天分割図に全天可視領域を重ね合わせた図を示す。灰
色部分は、天空の不可視の方向を表す。障害物のない天空の方向から発生する直達日射
量と散乱日射量を合計して日射量を計算する[47]。
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(a)全天可視領域と太陽軌道図    (b)全天可視領域と全天分割図
Fig.3.6 Overlay of all-sky visible region and solar orbit diagram and whole sky division 
3.2.5全天日射量の計算
全天日射量 (Globaltot) は、すべての太陽軌道図セクタと天空図セクタのそれぞれの
直達日射量 (Dirtot) と散乱日射量 (Diftot) の合計値として計算される。式(3.3)に全天日
射量と直達日射量と散乱日射量の関係を示す。
Globaltot = Dirtot + Diftot  (3.3) 
【直達日射量の計算】
指定の場所の総直達日射量 (Dirtot) は、すべての太陽軌道図セクタの直達日射量
(Dirθ,α) の合計値である。総直達日射量と直達日射量の関係を式(3.4)に示す。
 Dirtot = S Dirq,     (3.4) 
天頂角 (θ) と方位角 (α) で指定された重心を持つ太陽軌道図セクタの直達日射量
(Dirθ,α) を次の式(3.5)を使って計算する[47-52]。
 Dirq, = Const * m(q) * unDurq, * unGapq, * cos(AngInq,)   (3.5) 
Const - 地球と太陽間の平均距離における大気圏外の太陽エネルギー束。太陽定数
という。この解析で使用される太陽定数は 1367 W/m2 である。この値は、
世界放射センター (WRC: World Radiation Center) の太陽定数と一致して
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いる。
β - 最短距離 (天頂角の方向) での大気圏の透過率 (波長全体での平均値)。
m(θ) - 天頂角の光路長に対する比率として計測される相対光路長 (下記の式(3.6) 
を参照)。
unDurθ,α - 天空セクタが表す時間。大部分のセクタでは、日間隔 (1 か月など) 
に時間間隔 (30 分など) を乗算した値に等しくなる。部分的なセクタ(地
平線近く) では、この時間が球面幾何学を使用して計算される。
unGapθ,α - 太陽軌道図セクタのギャップ比率。
AngInθ,α - 天空セクタの重心とサーフェスに垂直な軸との間の入射角 (下記の
式(3.7) を参照)。
相対光路長 (m(θ)) は太陽天頂角と標高 (海抜) によって決まる。80 度未満の天頂
角については、次の式を使って計算する[47-52]。
 m(q) = EXP(-0.000118 * Elev - 1.638*10-9 * Elev2) / cos(q)                (3.6) 
θ - 太陽天頂角。
Elev - 標高 (単位: メートル)。
サーフェスの傾斜方向の影響は、入射角の余弦を乗算することにより考慮される。入
射面と、天頂角と方位角で指定された重心を持つ指定の天空セクタとの間の入射角
(AngInkyθ,α) は、次の式を使って計算される[47-52]。
 AngInq, = acos( Cos(q) * Cos(Gz) + in(q) * in(Gz) * Cos(-Ga) )   (3.7) 
Gz - サーフェスの天頂角。
Ga - サーフェスの方位角。
【散乱日射量の計算】
重心における散乱日射量 (Dif)を天空セクタごとに式(3.8)で計算する。また時間で積
分し、さらにギャップ比率と入射角で補正する[47-52]。
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 Difq, = Rglb * Pdif * Dur * kyGapq, * Weightq, * cos(AngInq,)        (3.8) 
Rglb - 全天標準日射量 (下記の式(3.9) を参照)。
Pdif - 全天標準日射量のうち散乱する比率。
Dur - 解析の時間間隔。
kyGapθ,α - 天空セクタのギャップ比率 (全天可視領域の割合)。
Weightθ,α - 指定した天空セクタを起点とする散乱日射の、すべてのセクタに対
する比率 (下記の式(3.10)および式(3.11) を参照)。
AngInθ,α - 天空セクタの重心と入射面との間の入射角。
全天標準日射量 (Rglb) は、各セクタ(不可視のセクタを含む) からの直達日射量を合
計してから、入射角を補正せずに、直達日射量の割合 (1-Pdif) を補正することで計算
する[47-52]。
 Rglb = (Const S(m(q))) / (1 - Pdif)             (3.9) 
均質な天空の散乱モデルでは、Weightθ,αを次の式で計算する。
 Weightq, = (cosq2- cosq1) / Divazi    (3.10) 
θ1 と θ2 - 天空セクタの境界の天頂角。
Divazi - 天空図の方位角方向の分割数。
標準的な曇り空のモデルでは、Weightθ,α を次の式で計算する。
 Weightq, = (2cosq2 + cos2q2 - 2cosq1 - cos2q1) / 4 * Divazi  (3.11) 
場所の総散乱日射量 (Diftot)を全天空図セクタからの散乱日射量 (Dif) の合計値とし
て計算する[47-52]。
 Diftot = S Difq,               (3.12) 
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3.3 天候条件を晴れとした日射量シミュレーションシステムの検討
ArcGI の日射量解析機能では、前項で示した計算によって解析する。そのために天
候条件を考慮するため散乱モデルタイプ、散乱率、透過性の 3つの要素を設定すること
ができる。それぞれの要素の説明を以下に述べる。
①散乱モデルタイプ
    散乱日射モデルのタイプを設定する。設定できるタイプは UNIFORM_KYと
TANDARD_OVERCAT_KYの 2対応である。
UNIFORM _SKY：均質な散乱モデル。天空の全ての方向から地球に到達する
散乱日射は、全て同じになるデフォルト設定である。
STANDARD_OVERCAST_SKY：標準的な曇り空の散乱モデル。地球に到達す
る散乱日射束は、天頂角によって異なる。
②散乱率
    全天標準日射量のうち散乱する比率。値の範囲は、0から 1である。デフォル
ト値は、一般的に晴れの場合で 0.3である。
③透過性
    大気を通過する日射量の（波長全体での平均値）。値の範囲は、0（不透過）か
ら 1（完全透過）である。デフォルト値は、一般的に晴れの場合で 0.5である。
本研究では、まず建物や樹木の影の影響を解析するため、天候条件を一般的な晴れと
する。そのため、各要素の設定は、全てデフォルト値とする。つまり、散乱モデルタイ
プは UNIFORM_KY、散乱率は 0.3、透過性は 0.5を用いる。
3.3.1 DSMを利用した日射量シミュレーションシステムの構築
ArcGIの日射量解析では、INPUTデータとして標高モデル（ラスタ型データ）を用
いる。そこで、まず標高モデルの種類について述べる。標高モデルとしてよく利用され
るモデルは、数値標高モデル（DEM：Digital Elevation Model）と数値表層モデル（DM：
Digital urface Model）がある。その違いは、DMは建物や樹木の高さを持った標高デ
ータであるのに対して、DEMは地表面の高さのみを持った標高データである。つまり、
DEMを利用する場合と比較して、DMを利用した ArcGIによる日射量解析を行った
場合のメリットとしては、DM は建物や樹木の高さを持った標高データであるため、
現実世界に近い 3次元モデルを利用するため、建物や樹木等の影を考慮した日射量解析
を行うことができるというメリットがある[53]。DMと DEMの違いの概要図を以下の
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図 3.7に示す。
Fig.3.7 Overview of DM and DEM 
 本研究では、建物や樹木の影の影響を考慮するため、標高モデルとして DMを利用
する。利用する DMは北九州市が保有する DMを利用する。この DMは、北九州市
が 3年に 1回の固定資産税の評価替えに合わせて撮影している航空写真とともに作成し
ているデータである。そのため、国土地理院に公共測量成果として登録している。その
仕様は、以下のとおりである。
   ①地図の精度：2500レベル（縮尺 1/2500）
   ②標高の持ち方：50cm×50cmのメッシュ(50cmメッシュ)の交点上に標高を保有
   ③座標系：平面直角座標系 JGD2000_JAPAN ZONE2（世界測地系）
   ④撮影年度：平成 23年度
 ここで、標高の持ち方の概要図を以下の図 3.8に示す。
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Fig.3.8 Outline drawing of storage method of elevation value of DM owned by Kitakyushucity 
 この例ではセル B3の標高は、
    セル B3の標高 ＝（112＋110＋108＋110）÷ 4 ＝ 110cm (3.13) 
    ※標高 0mは、東京湾平均海面を基準
となる[35]。
 次に、北九州市が保有する航空写真と DM を ArcGI の機能を利用して 3 次元モデ
ルを作成した。この 3次元モデルでは、太陽光発電パネルの方向と角度を確認すること
ができる[35]。以下の図 3.9に DMで航空写真を立ち上げた 3次元モデルを示す。
Fig.3.9 Three-dimensional model launching aerial photographs using DM 
図 3.9からも分かるとおり、太陽光パネルの向きと角度を表現することができる。な
お、図 3.9における方向は、（上，下，左，右）＝（北，南，西，東）となる。
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同様に作成した九州工業大学戸畑キャンパス 10号棟の 3次元モデルを以下の図 3.10
に示す。
Fig.3.10 Kyushu Institute of Technology Tobata Campus 3-dimensional model of building 10 
次に、ArcGI patial Analystの日射量解析のエリアの日射量解析の処理をかけて、影
の発生状況を 3次元モデル上に描いた結果を以下の図 3.11に示す。
Fig.3.11 Representation of shadow generation situation (2013.10.13 am 7:00) 
図 3.11 において、赤丸で囲んだ部分が影である。この日射量解析処理を 1 時間ごと
に 1日流すと、影が推移することを確認することができる[54]。
 次に、2013.10.13 の 8 時～16 時までの日射量の集計を行った結果を以下の図 3.12 に
示す。
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Fig.3.12 Total result of solar radiation from 8 o'clock to 16 o'clock in 2013.10.13 
ArcGIの日射量解析によって計算した 2013.10.13の 8時～16時の日射量は、
ArcGIの日射量解析による 8時～16時の日射量の合計 ＝ 4.75（kWh/㎡） (3.14) 
この結果と九州工業大学戸畑キャンパス 10 号棟に設置した全天日射量計で計測した
結果を比較する。比較にあたっては、2013年 10月 13日の 8時～16時の値を利用した。
2013年 10月 13日を選択した理由は、
  ①1日安定した晴れであること
  ②PM2.5などの浮遊物が少なく、1日安定して視程が 30km確保できていること
が挙げられる。
ここで、利用した全天日射量計の外観を以下の図 3.13 に示す。また、全天日射量計
の仕様を以下の表 3.1に示す。
Fig.3.13 Exterior view of all-sky insolation meter 
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Table3.1 pecification table of all-sky insolation meter 
本研究では、全天日射量計の値を 1 秒ごとに取得している。全天日射量計で取得した
2013年 10月 13日の日射量をグラフ化した結果を以下の図 3.14に示す。
Fig.3.14 Total solar radiation count result of 2013.10.13 
図 3.14 において、①部分は、10 号棟の東側に設置のエレベーター棟の影の影響を受
けた部分である。また、②部分は、10号棟の隣の建物の影の影響を受けた部分である。
そのため、8時～16時の値を使用した。その結果、
実測による 8時～16時の日射量の合計 ＝ 4.77（kWh/㎡）      (3.15) 
という結果を得た。
 前述の ArcGIによる日射量解析結果と実測結果を比較し、
???
[W/㎡]
時 間
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ArcGIによる結果：4.75（kWh/㎡）≒ 実測結果：4.77（kWh/㎡）  (3.16) 
というほぼ同様の結果を得ることができた[54]。
これにより、安定的な天候であれば、ArcGI の日射量解析は実測結果に近い値を導
き出すことを確認することができた。
3.3.2 クラウドコンピューティングを利用した日射量マップの公開
ArcGI patial Analystの日射量解析のエリアの日射量解析は、前項で安定した晴れの
天候であればある程度実測結果に近い値を計算することができることが確認できた。こ
れは、詳細な数値を求めるのではなく太陽光発電に適した屋根や土地を抽出することを
目的とした場合やエリアの日射量の予測に利用する場合には、十分に利用可能であると
言える。
北九州市全域（486.8 ㎢）について北九州市が保有する DM（50cm のメッシュで標
高データを保有）に対して、ArcGI patial Analystの日射量解析のエリアの日射量解析
を処理する場合、処理する PCに非常に高スペックを求められる。以下のスペックの PC
で処理したがメモリ不足で処理エラーが発生した[35]。
【PCスペック】
   ①CPU：Xeon 3.4GHz×8コア
   ②メモリ：20GB 
   ③HDD：D256GB、HDD2TB 
開発元の ERI ジャパン㈱に確認したところ、日射量解析では、50cm×50cm のメッ
シュで区切られたセルごとに前述の 3.2で示した処理を繰り返し行うため、大容量のメ
モリが必要になるとのことであった。以下の手順で日射量解析を行った。
【分割処理手順】
①区の境界面から 300mのバッファを取ったエリアを作成した。
  ⇒区の境界付近に高い建物があった場合に、影の影響を考慮するため
②①で作成したエリアで DMを分割した。
③分割した DMに対して日射量解析処理を実施した。
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 この分割処理を前述の PCで行った。面積の小さい小倉北区、八幡東区、戸畑区は処
理完了したが、面積の大きい門司区、小倉南区、若松区、八幡西区は、メモリ不足で処
理エラーとなった。そのため、小倉南区と八幡西区はさらに 2つに分割した。
 また、分割して処理した場合、3.2.1 の全天可視領域の計算を行う場合に、影響は小
さいが遠くにある山などを標高が高い地物を考慮できないという課題が挙がった。
 以上のことから、北九州市全域での日射量解析は、その目的が太陽光発電に適した屋
根や土地などを示すことであるため、メッシュを 50cm×50cmから 1m×1mに精度を落
とした上で処理を行うこととした。1m メッシュの DM で抽出した屋根や土地につい
て、より詳細な解析を必要とする場合に、エリアを絞って 50cm メッシュの DM や
UAV(Unmanned aerial vehicle)を利用したさらに高精度な DMを利用して処理を行うこ
と想定して実施した。
太陽光発電システムを導入しようとするユーザが導入する前に建物や樹木の影の影
響を考慮して設置予定地にどの程度の日射量を確保できるかを確認することができる
ようにするため、北九州市全域の日射量解析結果を地域情報ポータルサイト G-mottyか
ら住民に公開した。これによりユーザが太陽光発電に適した屋根や土地を知ることがで
き、太陽光発電の導入促進を図ることに繋げることができた。また、住民公開について
は、住民に興味を持って見てもらえるようにするため、ArcGI Online を利用したアプ
リケーションを構築した。そこで、ArcGI Online のアプリケーション、Map、データ
等の関係性について述べる。北九州市と周辺自治体が共同利用している GIで構築した
「地理空間情報プラットフォーム」の根幹となっている仕組みが ArcGI Onlineである。
ここでは、ArcGI Online を利用した場合のアプリケーション、Map、データ等の関係
性及び ArcGI Onlineでどのような制御がなされているかについて、日射量シミュレー
ション結果を例に考察する。
ArcGI Onlineが主に制御するものは、以下の 5つである。
    ①WebApplication 
    ②WebMap 
    ③layer 
    ④ervice 
    ⑤Dataource 
 これらの ArcGI Onlineでの関係性を以下の図 3.15に示す。
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Fig.3.15 Relationship among elements in ArcGI Online 
ArcGI OnlineではWeb ApplicationはWeb Mapだけをコントロールし、Web Mapは
erviceだけをコントロールし、erviceは Data ourceだけをコントロールするというア
ルゴリズムで構成されている。
通常、ユーザは Desktop型 GIを利用して主題図を作成する場合、必要な Layer（ら
レイヤ）とその Layer（レイヤ）に持たせる属性情報（Data）を設計することと同じよ
うに、Web上でWeb Map（主題図）を作成するために必要な ervice（Layer）をその ervice
に持たせる属性情報（Data ourceの一部）を設計することができるのである。
さらに、ArcGI Onlineでは、作成したWeb MapをWebの表現方法を駆使したWeb  
Applicationを利用して、Web Mapの目的に合った見せ方を調製することができる。
日射量シミュレーション結果を例にすると、
Data ource は日射量解析結果のラスタ型データのメッシュごとの日射量データが該
当する。
erviceは日射量ラスタ型データが該当する。
Layer は日射量ラスタのシンボルの青色（少）から赤色（多）を設定したデータが該
当する。
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Web Map はベースマップと日射量ラスタ型データを重ね合わせた地図データが該当
する。
Web Applicationはのぞき窓（スパイグラス）アプリが該当する。
次に、実際に ArcGI Onlineでの日射量シミュレーション結果の見せ方について検証
する。日射量シミュレーション結果は、GIのデータ形式で表現すると、ラスタ型デー
タである。ここでセルごとの値は、日射量の大小を表す。単純な見せ方であると、航空
写真をベースマップにして、日射量シミュレーション結果 Layerを透過してベースマッ
プ上に搭載するなどが考えられる。そのサンプル画像を以下の図 3.16に示す。
Fig.3.16 Representation of the usual GI of the amount of solar radiation simulation results 
この表現方法では、シミュレーション結果を見る住民等のユーザは、GIという概念
を意識する必要があり、GIに興味のない住民から見てもらえる可能性は低いと考えら
れる。そこで、付録の 1.2.2 で示すとおり、住民が興味を示す見せ方を調整する必要が
あるため、ArcGI OnlineのWeb Applicationであるのぞき窓（スパイグラス）という手
法を利用した。のぞき窓（スパイグラス）を利用した日射量シミュレーション結果を以
下の図 3.17に示す。
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Fig.3.17 Representation using spy grass of solar radiation amount simulation result 
住民は、図 3.17 の円を任意に動かして日射量の大小すなわち太陽光発電に適した屋
根や土地かどうかを見ることができる。
 次に、G-motty Mobileを利用した表現について述べる。G-motty Mobileは、付録の 1.2.2
で示すとおり、今いる周辺の事象や地物を検索することができるアプリケーションであ
る。G-motty Mobileは、平成 26年度の総務省「G空間シティ構築事業」で北九州市が
代表団体として提案し、採択され筆者らが構築したものである。
G-motty Mobileは ArcGI Onlineで作成したWeb Mapをインターネット経由でリンク
して表示することができる。G-motty Mobile で日射量シミュレーションマップを i-Pad
で表示した結果を図 3.18に示す。G-motty Mobileは、iOだけでなく、Androidにも対
応しており、スマートフォンやタブレット端末を保有する多くのユーザが日射量シミュ
レーションマップを見ることができる状況になっている。
ユーザが太陽光発電システムの設置や土地の購入や住宅を検討することに興味を持
っている場合、この G-motty Mobileを利用することで、GPで自分がいる位置を確認し
ながら、周辺の土地や屋根での日射量シミュレーション情報を確認することができるよ
うになった。
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Fig.3.18 G-motty Mobile (ver iO) 
3.4 天候条件を考慮した日射量シミュレーションシステムへの発展
 前項では、天候条件を晴れとして建物や樹木の影の影響を考慮することができる日射
量シミュレーションシステムの構築について検証した。全天日射量計と比較した検証の
結果、安定した晴れでは ArcGIのシミュレーション結果と全天日射量計の測定値はほ
ぼ一致したことを示した。本項では、この天候条件を晴れとした建物や樹木の影の影響
を考慮した日射量シミュレーション結果に天候条件を加味する手法について述べる。
3.4.1 NEDOの日射量 DBでの補正
 過去の天候条件を考慮した日射量 DBとして、国立研究開発法人新エネルギー・産業
技術総合開発機構（NEDO：New Energy and Industrial Technology Development Organization）
が作成した全国日射量マップがある。このマップは、NEDO が整備した全国 837 地点
について、以下の 3 種類の日射量データをマップ化し、月別、年平均の日射量の地理
的分布を把握することができるようにしたものである[55]。このデータは、1981~2009
年の測定結果から算出された 1日または 1ヶ月または 1年の平均日射量である。 つま
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り、このデータには天候条件の要素が含まれている。本研究では、九州工業大学戸畑キ
ャンパス周辺エリアについて、NEDOの全国日射量マップの年平均および月別ともに利
用して、建物と樹木の影の影響を考慮した日射量シミュレーションシステムに過去の天
候条件をさらに考慮した日射量シミュレーションシステムを構築した。
 その手法について述べる。NEDOの全国日射量マップの値は、水平面での日射量の値
である。補正する手法としては、以下の手順となる。
①天候条件を取り込むエリアに水平面を作成する。
②水平面上の日射量解析を行う。
③水平面上の日射量解析結果の値と NEDOの全国日射量マップの値の割合求める。
②求めた割合を 3次元の日射量解析結果に掛け算して、水平面から 3次元の日射量
シミュレーション結果を補正する。
この手法により、日射量の補正が可能となった。
本研究ではこれ以降は、シミュレーション結果を次項以降で述べる応急仮設住宅の電
力の供給を太陽光発電システムを用いて行う場合のシミュレーションに用いるため、厳
しめの日射量シミュレーション結果となるようGIを用いた日射量解析結果のMAX値
を NEDOの全国日射量マップの値で補正した。
 つまり、補正率は、
補正率＝
の全国日射量マップの値を用いた日射量解析結果の	
値   (3.17) 
とした。実際に九州工業大学戸畑キャンパス周辺の年間日射量を補正した際の計算につ
いて述べる。NEDOの全国日射量マップによると九州工業大学戸畑キャンパス周辺の年
間日射量は、13MJ/m2・dayとなる。
単位の変換を行うと、
13 MJ/m2×365 day ×0.2778 ＝ 1318.161 kWh/m2    (3.18) 
となる。次に GIを用いた日射量解析結果のMAX値は、1474.9 kWh/m2である。その
ため、補正率は、
補正率 ＝ ././  ≒ 0.893729   (3.19) 
となる。この値を GIのラスタ演算機能を利用して乗算する。補正前を補正後の比較を
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図 3.19に示す[56]。
(a) Analysis results thus far   (b) As a result of correcting the value of NEDO 
Fig.3.19 Comparison of the amount of solar radiation analysis results and the corrected results 
by the value of NEDO (Annual amount of solar radiation)
図 3.19において日射量が大きいエリアが赤色で小さいエリアが青色を示している。
次に、月別に同様の手法を用いて GIを用いた日射量解析結果を NEDOの全国日射量
マップを補正した結果を図 3.20に示す。
Fig.3.20 Comparison of the amount of solar radiation analysis results and the corrected results 
by the value of NEDO (Monthly amount of solar radiation) 
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図 3.20における色は図 3.19と同様である。また、1月から 12月について全て同じス
ケールで表現している。補正前と補正後の月別日射量を比較した結果を図 3.21に示す。
Fig.3.21 Max value of solar radiation of NEDO, Max value of solar radiation of GI calculation 
and Correction factor 
図 3.21 において、折れ線グラフは補正率を示す。補正率の大小は、天候の影響を受け
やすい月であるかどうかを示している。九州工業大学戸畑キャンパスがある北九州市で
は、地形の特徴として玄界灘（日本海側）に面しており冬場は厚い雲に覆われやすい天
気であり、12 月から 3 月までの補正率が 90％を下回っている。また、6 月および 7 月
は梅雨前線の影響を受けるため補正率が低くなっている。式(3.5)から式(3.10)から日射
量は緯度が低いほど日射量は多くなる。以上のことから日本国内では比較的緯度が低い
エリアに属する北九州市であるが、天候条件まで考慮すると冬場は太陽光発電システム
に不向きなエリアと考えられる。
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3.4.2 天候条件を考慮した日射量シミュレーションシステムの課題
 前項までの日射量シミュレーションシステムでは、北九州市が保有する 50cmメッシ
ュの DM (Digital urface Model)を入力データに利用している。ArcGIの日射量解析で
は 50cmメッシュごとに処理を実行する。
本研究で構築した日射量シミュレーションシステムは建物や樹木などの影が太陽光
発電パネルの一部にかかる部分影の影響シミュレーションや系統電力への影響シミュ
レーションなど様々な利用用途に対応する必要がある。部分影の影響シミュレーション
では、パネル内のセル 1 つにかかる影の影響を考慮する必要があるため、50cmメッシ
ュの DM では精度が足りない。そのため、さらなる高精度の DM を用いる必要があ
る。また、系統電力への影響のシミュレーションでは、全天日射量計などのセンサと連
携したリアルタイムの日射量や 15分、30分後等の近い未来の日射量予測が求められる。
 そのため、これまでの日射量シミュレーションシステムと同様に建物や樹木の影の影
響を考慮し、NEDOの全国日射量マップと連携した天候条件を考慮する仕組みを維持し
ながら高精度な DMを利用した解析処理やリアルタイムに日射量を表示する高速処理
に対応することができる仕組みが必要である。次項にその解決策を示す。
3.5 日射量シミュレーション DBの構築
 前項までに示した日射量シミュレーションシステムは、建物や樹木の影を考慮するこ
とや NEDO などの天候条件を考慮することはできる仕組みで構築できたが、さらに高
精度の DMを入力データとして利用する必要があり、またリアルタイムに日射量を表
示する高速処理に対応できないという課題があった。そこで、本項ではこれらの課題を
解決する手法として日射量シミュレーション DBを用いたモデルについて述べる。
 本研究で構築した日射量シミュレーション DBを用いた提案モデルは、以下の 3つの
機能で構成されている。
①日射量シミュレーションのラスタ型データをベクトル型データに変換する機能
②ベクトル型データとベクトル型データの属性情報を位置情報をキーにしてデー
タベース（DB）を構築する機能
③NEDOの値や日射量計で DBの値を補正する機能
このモデルのフローチャートを図 3.22に示す[57]。
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Fig.3.22 Function of the model and flowchart diagram 
3.5.1 日射量シミュレーション結果のラスタ型データをベクトル型データに変換する
機能（機能 1）
3.4 項までに示した日射量シミュレーションシステムで処理された結果は、ラスタ型
データである。ラスタ型データでは「その場所」の年間、月ごと等の日射量について、
データを重ねて串刺し検索をする必要があり、地図上での表現は分かりやすいが数値デ
ータをシステム的に扱うことには向いておらず、この点においてラスタ型データの限界
が存在する。そこで、機能 1では、GIのデータ種類に着目して、日射量シミュレーシ
ョン結果であるラスタ型データを GIのラスタ・ベクタ変換機能を利用してベクトル型
データに変換する。ラスタ型データでは、メッシュごとに日射量値を保有している。こ
れをラスタ・ベクタ変換でベクトル型データに変換するとラスタ型データのメッシュの
重心にポイントが作成され、その重心ポイントに属性情報として日射量値を持たせるこ
とになる。この場合の属性情報の日射量値はラスタ型データのメッシュ値となる。図
3.23は、変換前のラスタ型データと、変換後のベクトル型データと、属性情報（ポイン
第 3章 GISを利用した日射量シミュレーションシステムと
災害時への適用
九州工業大学大学院 工学府 工学専攻 電気電子工学領域
- 55 - 
トデータ）とを示している。 赤枠は、ポイントデータの属性情報に搭載されている日
射量である [57]。 さらに、本研究ではこのポイントデータを ArcGIS の FGDB 
(File-Geo-DataBase)に格納する。
(a) Raster type data                        (b) Vector type data 
Fig.3.23. Before and after the conversion and attributes information. 
次に、ArcGISの FGDBについて述べる。ArcGISの FGDBはディスク上の 1 つのフ
ォルダに格納されたファイルの集合であり、空間データと非空間データの両方を格納、
検索、管理できる。FGDB は、7 つのシステムテーブルとユーザ データから構成され
る。ユーザデータは次のタイプのデータセットに格納できる[58]。
①フィーチャクラス
②フィーチャデータセット
③モザイクデータセット
④ラスタカタログ
⑤ラスタ型データセット
⑥スケマティックデータセット
⑦テーブル（非空間）
⑧ツールボックス
フィーチャデータセットには、フィーチャクラスに加え、次のタイプのデータセット
を格納できる。
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①アタッチメント
②フィーチャリンクアノテーション
③ジオメトリックネットワーク
④ネットワークデータセット
⑤パーセルファブリック
⑥リレーションシップクラス
⑦テレイン
⑧トポロジ
FGDB内のデータセットのデフォルトの最大サイズは 1 TB である。大規模データセ
ット （通常はラスタ）の場合、最大サイズを 256 TB まで増加することができる。ま
た FGDBには、複数のユーザが同時にアクセスできる。
 日射量シミュレーション結果は、エリアの広さや DSMの精度により、データ量が非
常に大きくなる。また日射量シミュレーションシステムで利用するデータは、フィーチ
ャクラス、フィーチャデータセット、モザイクデータセット、ラスタ型データセット、
テーブル（非空間）、アタッチメントであり全て FGDBに格納できるデータである。日
射量シミュレーション結果は、インターネットを介して複数のユーザからアクセスされ
ることを想定しておく必要がある。以上のことから、本研究の太陽光発電システムでは、
ArcGISで取り扱うデータは全て FGDBに格納する。
3.5.2 ベクトル型データとベクトル型データをテーブルに結合してデータベースを構
築する機能（機能 2）
 前項で本研究の太陽光発電システムに関する研究で利用するデータは FGDB に格納
することとした。FGDB に格納されたデータは、ArcGIS のデーブル結合機能を使用し
てデータ同士を結合することができる。結合しようとする両方のテーブルに共通した属
性項目を使用して、あるテーブルの属性情報をもう 1つのテーブルの属性情報に追加す
る。テーブル結合のイメージ図を図 3.24に示す。
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Fig.3.24 The image diagram of joined table 
Fig.3.25 DB value of combining the annual solar radiation amount and the solar radiation 
amount of each month 
この機能を利用して毎月の日射量と日射量を DBに結合した結果を図 3.25に示す。図
3.25の赤い枠は、年間日射量と月ごとの日射量を示している。テーブル結合は、テーブ
ル間で共通した属性項目である OBJECTID（本研究では同じ位置情報のデータは、
OBJECTIDが同じ値となる）を使用して年間日射量データに 1月から 12月の月ごとの
日射量データを結合して作成した。つまり、位置情報で年間や月ごとの日射量テーブル
をリンクした。本研究で構築した日射量シミュレーション DBの属性情報を表 3.2に示
す。
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Table3.2 The attributed information of the amount of solar radiation DB 
No Item Name Data Type 
1 OBJECTID Double 
2 Yearly Double 
3 January Double 
4 February Double 
5 March Double 
6 April Double 
7 May Double 
8 June Double 
9 July Double 
10 August Double 
11 September Double 
12 October Double 
13 November Double 
14 December Double 
Fig.3.26 Outline diagram of service deployment model 
 以上の手法により 1つのポイントに対する年間日射量や月ごとの日射量は、属性情報
で管理することができるようになった。この属性情報は、位置情報とともに ArcGISか
ら CSV ファイルで出力することができる。つまり、建物と樹木の影の影響を考慮した
日射量シミュレーション結果を Oracle や SQL Server などの DBMS (DataBase 
Management System)に搭載して高速処理を行うことが可能となり、大容量データを取り
扱うサービスやリアルタイム処理を必要とするサービスを展開することが可能となっ
た。そのイメージ図を図 3.26に示す。
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3.5.3 必要なエリアを抽出し気象状況を考慮する機能（機能 3）
 抽出する解析エリアは、GISのベクトル型データと呼ばれるポリゴンデータ（面デー
タ）で描画される。本研究では九州工業大学戸畑キャンパス 10 号館に設置された太陽
光発電パネルを対象とする。 図 3.27 の青い枠は、本研究の対象エリアを示している。
当該面積は GISによって測定され、24.970003m2である。
Fig.3.27 The image of analysis area 
次に、日射量 DBから対象領域のデータを抽出する方法として、GISの CLIP処理（任
意のエリアを切り取る処理）を利用する。 CLIP処理を行うことで、対象エリアを絞る
ことが可能となり、さらに処理速度を向上することが可能となる。また、GISは地図上
で DB から特定地域のデータを抽出するのに適している。図 3.28 は、日射量 DB から
CLIP処理を用いて対象領域のデータを抽出した結果を示す。
(a) Before extraction    (b) After extraction 
Fig.3.28 A result of using CLIP function 
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 次に、日射量シミュレーション DB の属性情報の 1 つである年間日射量について式
(3.19)を利用して NEDOの全国日射量マップの値で補正する手法を示す。
3.4.1項では、補正する元データがラスタ型データであったため、GISのラスタ演算機
能を利用して補正した。ここでは、補正する元データはポイントデータの属性情報に格
納されている。補正に利用する GISの機能はフィールド演算機能を利用する。フィール
ド演算の結果を図 3.29に示す。
Fig.3.29 The result of field calculation 
次に、対象エリアにおける日射量の平均値を求める手法を示す。平均値を求める方法
として、GISの統計処理を用いた。図 3.30の処理結果から、年間日射量は 1142779.615kWh 
/ m2である。 パネルの面積に 24.970003 m2を掛け合わせることにより、太陽光発電パ
ネルに入る日射量は年間 28535210.29 kWhになる。
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Fig.3.30 The average value of annual solar radiation 
本項では、3.4 項で構築した日射量シミュレーション結果のラスタ型データをベクト
ル型データに変換し、FGDB (File-Geo-DataBase)に格納した上で、ArcGISのテーブル結
合機能を利用して年間日射量データと月別日射量データを DB化する手法を示した。こ
の DB からは位置情報付きで日射量データを CSV ファイルでデータを出力することが
できる。またこのデータから日射量を解析するためのエリアを抽出してそのエリアの日
射量を NEDOの日射量データベースを用いて補正する方法を示した。
本項では、年間日射量、月別日射量を DBとして構築し、NEDOの全国日射量マップ
の値で補正したが、日ごとの日射量や時間ごとの日射量を DBとして構築することが可
能なモデルである。また、付録の 1.2.2 で示す筆者らが構築した北九州市の雨量計や河
川水位計の値を GIS上に取り込む仕組みを利用することで、全天日射量計などのセンサ
の値を利用して天候条件を取り込むことも可能なモデルである。さらに、このモデルを
利用すると、ArcGISから DBのテーブルを CSVファイルで出力してOracleなどの高速・
大容量データ処理を得意とする DBMS (DataBase Management System)に格納してリアル
タイム処理や大容量データを取り扱うサービスを構築することが可能である。
3.6 日射量シミュレーション DBを用いた今後の発展
 前項では、建物や樹木の影の影響を考慮した日射量シミュレーション DBの構築手法
を示した。さらに、日射量シミュレーション DB に天候条件を考慮した NEDO の全国
日射量マップの値で補正する手法を示した。この補正手法は、NEDOの全国日射量マッ
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プだけでなく、インプットデータを全天日射量計などのセンサの値に変えることも可能
であり、様々なデータで補正することができる。
 つまり、このモデルは構築するサービスの目的に合わせて日射量シミュレーション
DBに搭載するデータや日射量シミュレーション DBの値を補正するために入力データ
を自在に変更できるように設計している。
 そこで、本項ではこの日射量シミュレーション DBを利用した今後の展望について述
べる。事例としては、我々の研究チームで行っている
①太陽光発電パネルへの部分影の影響シミュレーション
②魚眼レンズを用いた日射量予測との連動
を対象とする。
3.6.1 太陽光発電パネルへの部分影の影響シミュレーション
 太陽光発電システムは一般家庭やビルの屋上や駅のホームの屋根の上など様々な場
所に導入されている。また、太陽光発電システムはこれまで示したとおり、設置箇所の
周辺の建物、樹木等による影が太陽光パネルの一部に入り込む（部分影の発生する）と、
システムの発電量が著しく低下することが分かっている[59,60]。
そこで、太陽光発電パネル同士を直列接続、並列接続することを組み合わせて部分影
の影響を最小化する必要があり、既存の手法は定点カメラで対象の太陽光パネルにかか
る部分影の映像を記録することで、影の影響を最小化するものである[59]。
この手法では、新たに周辺に高層ビルなどが建築された場合、その影響を考慮して太
陽光発電パネルの接続方法を変更し部分影の影響を最小化するために、最長で 1年間か
けて定点カメラを設置して新築されたビルの影響を検証する必要があるため、時間がか
かってしまう。
 そのため、我々の研究チームでは、GISによる部分影の影響を解析する手法を構築し
ている。
 ここで GISを利用した部分影の影響を解析する手法について述べる。
 解析処理は、九州工業大学戸畑キャンパスの図書館屋上の太陽光パネルについて行っ
た。図 3.31 は左から航空写真、太陽光パネルの位置、日射量解析の一例を示す。いず
れの図においても上が北を示す。
①GIS 上で現実世界の位置情報と関連を持たせて、太陽光パネル一枚一枚の範囲、
位置を指定する。
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②指定したパネル平面が受ける日射量の平均値を計算する。
③GIS上で時間ごとにシステム全体の解析結果を一枚のレイヤとして出力する。
Fig.3.31 Picture of library roof 
なお、この解析で得た日射量の単位は[Wh/m2]であり、積算の時間間隔の最小値は 30
分である。
 次に、部分影の解析結果について述べる。ここでは、九州工業大学戸畑キャンパスの
図書館屋上の一部（図 3.31の中図の青枠内）を切り出して考える。図 3.32に示したよ
うに色の濃い部分ほど日射量の値が低く、色が淡いほど日射量の値は高い[61]。また、
解析を 2015/5/2の 8時から 16時の間について行った。図 3.32中の緑色の線は影になり
うる要因（高さのある建物および段差）を示している。図 3.32 より午前から午後にか
けて影が西から東に移り変わっていくことが分かる。なお、図 3.32では上が北を示す。
Fig.3.32 Analysis result of the partial shadow 
 次に、部分影の影響の 1 日の時間変化を検証した結果を示す。図 3.33 のように障害
物の左右に対称に配置されたパネルグループ[Red]、[Blue]からそれぞれ図 3.33のように
それぞれ 3 枚選択し一日の日射量の変化をみる。図 3.34 に選択したパネルの日射量を
グラフ化したものを示す。
第 3章 GISを利用した日射量シミュレーションシステムと
災害時への適用
九州工業大学大学院 工学府 工学専攻 電気電子工学領域
- 64 - 
Fig.3.33 Position of the obstacle and panels 
Fig.3.34 Solar radiation of group[Red] and group[Blue] 
まず、障害物西側にあるパネルグループ[Blue]に着目して検証する。午前中は東から
の日光が図 3.33 の緑線で示している障害物にさえぎられる。南中するにつれて徐々に
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障害物から遠いエリアから順に日光が当たり始める（Far→Middle→Near）。午後には障
害物にさえぎられない西からの日光が当たる。以上のプロセスをたどることが分かる。
次に障害物東側にあるパネルグループ[Red]に着目する。午前中は東からの日光が障
害物にあたることなくあたり、南中するまで日光が当たり続ける。午後になると西から
の日光が障害物にさえぎられ、徐々に影が東のへ伸びていく(Near→middle→Far)。以上
のプロセスをたどることが分かる。
 このことから当該解析方法で部分影の一日の変化が正しく表現できていることが確
認できた。
 次に、部分影の季節による太陽高度の変化を検証した結果を示す。ここでは、太陽高
度の高い 5月 2日とその比較対象として 11月 5日を選択し解析した結果を示す。図 3.35
の 3D画像は図書館の西側から見た画像であり、黄色の部分は段差を示している。図 3.36
は 13：00～13：30までの解析結果を示している。図 3.36では、11月は太陽高度が低い
ため、太陽高度の高い 5月に比べて、昼時でも障害物である段差の影が、図中赤丸で示
したところまで太陽光パネルに入り込んでいることが分かる。なお、図 3.36 では上が
北を示している。このことからこの解析手法では季節による太陽高度の変化を捉えられ
ているといえる。
Fig.3.35 3D image of library roof 
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Fig.3.36 Analysis result of season with different solar orbit 
 以上のことから、GISを利用した部分影の影響解析が 1日における時間変化および季
節変化について部分影の影響を正しく評価できていることが分かる。そのため、部分影
の解析ができることで任意の時間のパネルの状況が確認できるようになった。これによ
り、定点カメラで観測するなどの手間が省くことで、通年の陰の影響評価を机上で実現
できる。一方で課題としては、50cmメッシュの DSM (Digital Surface Model)では精度が
足りず、パネルにかかる影が実際とずれることが挙げられる。この課題に対しては、九
州工業大学戸畑キャンパスおいてドローンを利用して 65m という低空での撮影により
地上解像度 1.6cmの撮影成果を利用して超高精度 DSMを作成した。現在は、この DSM
を利用して日射量解析を行っている途中である。今後九州工業大学戸畑キャンパスのみ
超高精度 DSMを利用した日射量シミュレーション DBを構築する予定であり、当該 DB
を利用することで上記課題を解決することができると考えられる。
この部分影の評価手法と日射量シミュレーションDBを組み合わせたモデルについて
述べる。モデルのフロー図を図 3.37に示す。図 3.37で色付けをした部分が本研究の要
素である。このモデルにより、建物等の影の影響を最小限にとどめるようにするために
太陽光発電パネルの接続方法の繋ぎ変えを検証する際、定点カメラでの影の影響を撮影
することをせず、机上で部分影の影響を検証することができるようになり、当作業の効
率化を実現することができた。
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Fig.3.37 Application flow diagram of the amount of solar radiation simulation DB to the 
evaluation of partial shadow 
3.6.2 魚眼レンズを用いた日射量予測との連動
FITの導入後の太陽光発電システムの急速な普及により、太陽光発電システムが系統
電力に与える影響を検証する場合には、現在の刻々と変わる日射量の変化と 15 分後や
30 分後等の近い未来の日射量の状況を予測することが必要になる。刻々と変わる日射
量の変化は、全天日射量計を用いるなどの方法が取られているが、予測データについて
は、衛星画像から雲の状況を考慮して 1km メッシュのデータとして作成されている。
現在の手法については、以下のような課題がある。
  ①予測データを衛星画像から作成しているため実際の地上の状態と異なることが
ある。
  ②予測データの 1kmメッシュ精度は精度不足である。
  ③提供する日射量について建物や樹木の影の影響を考慮することができない。
  ④現在の日射量データを集めるための全天日射量計は高価（20 万円～30 万円/台）
であるため、広いエリアを把握する場合に膨大なコストがかかる。
 これらの課題を解決するために、我々の研究チームでは、魚眼レンズの画像で雲の動
きを捉えて、現在から 15分後や 30分後などの近い未来の日射量を予測し、建物や樹木
の影の影響を考慮できる日射量シミュレーションシステムを構築中である。
魚眼レンズを用いた日射量の予測の詳細について述べる。
3.2で示したとおり、GISによる日射量の計算では、まず全天可視領域の計算を行う。
その際にメッシュごとに魚眼レンズで全天を見た場合に影になりえる建物や樹木など
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を把握（全天可視領域）する。その後の直達日射および散乱日射の計算では、この全天
可視領域と太陽軌道等を重ね合わせて計算を行う。つまり、GISによる日射量シミュレ
ーションと連携することを想定すると、魚眼レンズによる空や雲の状況を把握すること
は効率的である。そのため、我々の研究チームでは、魚眼レンズを利用することとした。
図 3.38に魚眼レンズによる全天の撮影イメージを示す。
Fig.3.38 The image taken by fisheye lens 
次に、地上から全天をみたとき
①太陽の影響を強く受けるエリア
②太陽の影響を受けるエリア
③それ以外のエリア
に分類する。さらに、①の中の暗雲とそれ以外、②の中の明雲をそれぞれの色と明るさ
から分類して、全天日射（直達と散乱の合計）を把握し計算する。①～③のエリアの分
類は、理科年表を用いて日時ごとに全天画像上で太陽の位置を把握し、その周辺の①お
よび②を決定する。表 3.3に分類の手法を示す。また、図 3.39に①の暗雲とそれ以外を
色と明るさで抽出した結果を示す。図 3.40に②の明雲を抽出した結果を示す。
Table3.3 The classification method 
空の分類 分類基準(明度:0～255) 
①内の暗雲 明度 236 以下 
①内の明るいエリア 暗雲を除いた部分 
②内の明雲 赤色スケールにおける明度 250 以上 
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(a) The dark clouds in ①       (b) Other areas of ①
Fig.3.39 Result of extracting the dark cloud of ① and others except by color and brightness 
Fig.3.40 Result of extracting bright cloud of ② by color and brightness 
このようにして求めた①内の明るいエリア＋②内の明雲と①内の暗雲の面積割合を
a11, a12とする。一方、日射量計を用いてこの時の日射量を計測し、その値を b1とする。
また、GISを用いてこの時刻の太陽位置に対して快晴時の日射量は計算によって求めた
値を g1とする。
以上の計測値について時刻を変えて求め、a21, a22, b2, g2とする。このようにしていくつ
かの計測値を求めると
    		
 = // ただし、n>2  (3.20) 
が得られ、疑似逆行列計算によって、
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		
 =   
 //   (3.21) 
となり、係数 y1, y2の値が決まる。一旦これらの値が決まれば、①内の明るいエリア＋
②内の明雲と①内の暗雲の面積割合 a1, a2が得られば、
    		
    (3.22)
によって日射量 bが計算によって求められる。
以上の手法を快晴であった 2017/2/3 12:02から 12:31と 2017/2/6 12:02から 12:31に適用
した。結果を図 3.41、図 3.42に示す。
Fig.3.41 Comparison of the measured values and the estimated values of the amount of solar 
radiation (2017/2/3 12:02 to 12:31 Fine Weather) 
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Fig.3.42 Comparison of the measured values and the estimated values of the amount of solar 
radiation (2017/2/6 12:02 to 12:31 Sunny) 
同様に両日の 11:01から 11:30にも適用した。結果を図 3.43、図 3.44に示す。
Fig.3.43 Comparison of the measured values and the estimated values of the amount of solar 
radiation (2017/2/3 11:01 to 11:30 Fine Weather) 
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Fig.3.44 Comparison of the measured values and the estimated values of the amount of solar 
radiation (2017/2/6 11:01 to 11:30 Sunny) 
以上の図から分かるとおり、計測値と実測値がおおよそ一致しており、この考え方で
雲画像から日射量を推定できることがわかる。特に、快晴時よりも太陽周辺に明雲が適
度に散りばめられている状態の時の方が雲からの反射光が加算されるために日射量は
大きく、その効果が本手法によって表現されていることが大きな特徴である。
 次に魚眼レンズの射影方法について述べる。画角が 180°の魚眼レンズにおいて、魚
眼レンズは視界から飛び込む光を球状の画面で受けるが、球面のままでは写真として写
し出せないので、なんらかの方法で平面に投影し直す必要がある。ここでは球状の画面
を「球画面」とする[62]。図 3.45に魚眼レンズの概要図を示す。
Fig.3.45 Outline drawing of fisheye lens 
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また、絵の描かれている部分を北半球であるとすると、南極を視点とする透視投影に
より画面に投影する。この方式では南極を除くすべての点を投影できるが、南極付近を
投影するには無限の広さを持った画面が必要となる。画角は 360°未満である。今回使
用する魚眼レンズは、この立体射影方式で撮影される。立体射影方式は、中心からの方
位と角度が等しい射影方式である[62]。図 3.46に立体射影の概要図を示す。
Fig.3.46 Outline drawing of stereographic projection 
 この立体射影を GIS 上で表現するためには、画像を GIS 上の図法に変換する必要が
ある。立体射影は、GIS上の図法では平射図法と呼ばれ、立体射影と同様に方位と上下
方向の角度が等しい。そこで、平射図法からメルカトル図法等に変換することで、ベク
トルを求めることが可能になる。図 3.47に図法の変換イメージを示す。
 この手法を利用して今後、15分後や 30分後等の近い未来の日射量を予測する仕組み
を構築する予定である。
 日射量シミュレーションDBとの連携を含めた魚眼レンズを用いた現在の日射量の推
定と近い未来の日射量予測のフロー図を図 3.48に示す。図 3.48で色付けをした部分が
本研究の要素である。
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(a) Stereographic projection                 (b) Mercator projection 
Fig.3.47 Transformation image diagram 
Fig.3.48 Schematic outline of solution that cooperates with fisheye lens and solar radiation 
simulation DB 
 この仕組みは、現在の日射量から 15分後から 30分後などの近い未来の日射量を推定
する仕組みであり、太陽光発電システムへの適用だけでなく農業法人等からのニーズに
も対応しており、今後、民間気象会社とサービス化に向けて共同研究を行っていく予定
である。
3.7 日射量シミュレーションシステムの災害時への適用
 日本では、大規模災害が発生した際には、その復旧・復興期に自治体は災害救助法に
基づき応急仮設住宅を建設し、住家が全壊又は流失し、居住する住家がなく、自らの資
力では住宅を得ることができない被災者に対して供与しなければならない。また、応急
仮設住宅は、被災者が生活をするため、水道・ガス・電力などのライフラインを確保す
る必要がある。
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この応急仮設住宅は、供与期間は建築工事が完了した日から 2年以内と定められてい
る[63]。そのため、水道及び電力は、給水管や配電線などを設置しているが、ガスは、
ガス管を設置するよりも費用対効果があるため、プロパンガスボンベを各戸に設置する
仕組みを取っている。最大で死者約 32万人、経済被害約 200兆円が発生すると想定さ
れている[5]南海トラフ巨大地震は広範囲に被害が及ぶことが予測され、被害発生後の
復旧・復興期には、広範囲に配電線を設置しなければならないことが予想され、被災者
が応急仮設住宅へ入居するまでに時間がかかることが想定される。
 一方、太陽光発電パネルの費用は、毎年低下してきている。経済産業省の調査による
と 2010年度、2011年度及び 2012年度の間に平均すると年間約 38,000（円/kW）低下し
ており、今後もこの傾向が続くことが予想されている。また、蓄電池も経済産業省では
2020年までに 1kWh当たり 2万円代を目指して様々な事業を実施しており、蓄電池の
費用も低下することが予想される[56]。このように、太陽光発電パネルと蓄電池の価格
が低下することで応急仮設住宅への電力供給を太陽光発電パネルと蓄電池を設置する
ことで配電線を設置するよりも費用を低減するとともに応急仮設住宅への電力供給ま
での時間を短縮することが可能になる。
我々の研究チームでは、これまで地理空間情報システム（GIS）と数値表層モデル
(DSM: Digital Surface Model)を利用して気象条件を晴れとした年間日射量解析を行って
きた。さらに、この年間日射量解析結果を NEDOの 1981年から 2009年の気象情報を
考慮した日射量データベースの値で補正した結果を導き出した。この年間日射量解析結
果を利用して、太陽光発電システムと蓄電池を設置した場合の年間発電量を算出し、電
力を賄える応急仮設住宅戸数を算出する設備計画を支援するシステムを構築した。この
システムでは、さらに、GIS上で配電線や電柱の設置箇所の管理及び設置にかかる費用
を算出する機能を搭載している。
本研究では、より詳細な設備計画のために、GISと DSMを利用して解析した月間日
射量シミュレーション結果を過去の気象情報を考慮した NEDOの日射量データベース
で補正した月間日射量を算出する。なお、月間より短い期間に対しては本研究の結果に
基づき運用でカバーすることを前提としている。これまで構築したシステムで算出した
年間日射量から導き出した電力量で賄える応急仮設住宅の戸数を月別に見た場合に電
力を確保できるか検討する支援ができる機能を組み込んだ。この機能について、導き出
した解析結果について考察する。
本研究では、将来発生すると予想される南海トラフ巨大地震や津波による被害の際に
活用できるモデルの構築を目指している。したがって、海から 3km離れたエリアまで
が浸水し、電柱や電線が破壊されて電力供給が不可能になることが想定する。電力配電
所からの電柱と電線を設置するコストと太陽光発電システムと蓄電池を使用して電力
を供給する場合のコストとの比較が行う。具体的には、海から約 2.6km離れている九州
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工業大学・戸畑キャンパスが津波で浸水し、北九州市が九州工業大学戸畑キャンパス内
のグラウンドに仮設住宅の設置を決めたという想定で検証する。
 本研究で構築した GISを用いたモデルは、以下の 3つの機能で構成されている。
①太陽光発電システム設置予定場所の太陽光発電シミュレーション機能
②太陽光発電システムと蓄電池の設置コストを計算する機能
③電柱と電線の設置ルート管理とコスト計算機能
 図 3.49にモデルフロー図を示す。
Fig.3.49 Function of the model and flow diagram 
3.7.1 太陽光発電システム設置予定場所の太陽光発電シミュレーション機能（機能 1）
 この機能は、3.4.1で述べた DSMを利用した日射量シミュレーション結果を NEDO
の全国日射量マップの値で補正した結果をベースとなっているため、その部分の説明は
省略する。その後の太陽光発電パネルを設置する場所の管理とその場所における日射量
と太陽光発電量の計算手法について述べる。
 まず、太陽光発電パネルを設置する場所の日射量の平均値および予想される電力量を
計算する機能について述べる。太陽光発電パネルを設置する場所は、GISのベクトル型
データのポリゴン（面）を描画して指定する。太陽光発電パネルの設置予定箇所のポリ
ゴンで管理する属性情報を表 3.4に示す。本研究では、太陽光発電パネルの設置予定箇
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所を九州工業大学戸畑キャンパスの体育館の屋根と仮定した。太陽光発電パネルの設置
場所を指定する方法を図 3.50に示す。
Table3.4 Attribute information of the PV installation place 
No 項目 データ形式
1 設置箇所の面積 Double 
2 NEDO補正後の年間日射量の平均値 Double 
3 年間発電量予測値 Double 
4 太陽光発電パネルおよび周辺機器の単価 Double 
5 工事にかかる費用 Double 
6 太陽光発電システムを導入するためにかかる総費用 Double 
7 太陽光発電システムのメーカー Text 
8 太陽光発電システムの型番 Text 
Fig.3.50 Specifying the planned installation location of the PV 
 太陽光発電パネルの設置予定場所の面積は、GISで描画することで計算され、属性情
報に格納される。この研究での太陽光発電パネル設置予定地面積は 636.161784 m2であ
る。同様に、表 3.5は GISにより計算された日量の日射量の結果を NEDOの値で補正し
た結果を示している。次に、太陽光発電で発電予測量の計算を行う。これは、太陽光発
電パネルの設置予定箇所の面積と年間日射量の平均値および太陽光発電パネルの変換
効率によって計算する。変換効率は PVのメーカーごとに異なる。計算結果は太陽光発
電システム設置計画場所ポリゴンの属性情報に格納される。本研究では、九州工業大学
戸畑キャンパス 10棟の屋上に設置された太陽光発電パネルの効率を用いて計算し、計
算結果は 99854.54546kWhとなった。これは、1世帯あたりの電力使用量を 1日あたり
10kWhと仮定すると、約 27世帯の年間使用電力量をカバーすることができる。その結
果、仮住宅の単位数が決まる。次に、月ごとの日射量シミュレーション結果から、太陽
光発電の発電量を計算すると、発電量が最小の月は 12月であることが分かる。表 3.5
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から、月ごとでは太陽光発電システムによって 12家庭の電力供給が可能であることを
示している。この結果を東日本大震災で被災した岩手県釜石市の応急仮設住宅団地に適
用すると、総数は 65団地あり 12戸以下の団地数は 15であり、約 23％を占める[56]。
Table3.5. Monthly amount of solar radiation, PV generation and the number of households that 
can be supplied by PV and battery 
月
天候条件を考
慮した日射量
(kWh/㎡) 
PV発電量
(kwh) 月の日数
月ごとの家庭における
消費電力量【福岡県】
(kWh) 
太陽光発電システ
ムと蓄電池でカバ
ー可能な戸数
1月 47.6326 3779.9 31 267 14
2月 68.9973 5475.3 29 279 19
3月 102.342 8121.3 31 265 30
4月 127.631 10128.1 30 247 41
5月 144.398 11458.7 31 255 44
6月 121.411 9634.5 30 320 30
7月 135.052 10717 31 371 28
8月 143.358 11376.1 31 363 31
9月 111.584 8854.7 30 304 29
10月 95.0329 7541.3 31 255 29
11月 61.1988 4856.4 30 265 18
12月 46.6714 3703.6 31 288 12
3.7.2 太陽光発電システムと蓄電池の設置コストを計算する機能（機能 2）
 この機能は、太陽光発電システムおよび蓄電池の設置コストを管理するとともに設置
後のメンテナンスや管理について地図を利用して行うことができる。
まず、太陽光発電システムの設置予定位置のポリゴンの属性情報は前述の表 3.4に示
す通りである。ユーザは、太陽光発電パネルおよび周辺機器の単価、工事にかかる費用、
太陽光発電システムのメーカーと太陽光発電システムの型番と入力する。この属性情報
の項目は、必要に応じて自由に変更できるように設計、構築している。
次に、蓄電池の設置予定地点の属性情報を表 3.6に示す。ユーザは、蓄電池の単価、
工事にかかる費用、蓄電池メーカー、蓄電池のモデル番号、蓄電池の種類と容量を入力
する。この属性情報の項目は、必要に応じて自由に変更できるように設計、構築してい
る。本研究では、蓄電池の容量を 5kWhと仮定している。 PVと蓄電池の設置場所の管
理図を図 3.51に示す。ピンク色のポリゴンは PV設置予定箇所を示し、青色のポイント
は蓄電池の設置予定箇所を示す。その結果、応急仮設住宅団地建設予定地ごとに PVや
蓄電池による電力確保に必要なコストが算出される。
3.7.1項から応急仮設住宅団地の戸数を 12戸と想定すると、総費用は表 3.7から
21,288,000円となった。次項の機能 3で、配電線を設置する際のコスト比較機能を述べ
る。
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Table3.6 Attribute information of point of the Storage Battery installation plans place 
No 項目 データ形式
1 蓄電池の単価 Double 
2 工事にかかる費用 Double 
3 蓄電池を導入するためにかかる総費用 Double 
4 蓄電池のメーカー Text 
5 蓄電池の型番 Text 
6 蓄電池の種類 Text 
7 蓄電池の容量 Double 
Table3.7 Cost of solar power generation system and storage battery 
Fig.3.51 The management view of planning installation location of the PV and the storage 
batteries 
3.7.3 電柱と電線の設置ルート管理とコスト計算機能（機能 3）
 この機能は、電柱や配電線の設置コストを管理し、電柱や配電線を設置した後の管理
を行うための機能である。電柱の設置予定箇所の属性情報を表 3.8に示す。ユーザは、
電柱の単価、工事にかかる費用、電柱の種類、変圧器の単価、変圧器の種類、電柱等を
設置するために必要な総費用を入力できる。この属性情報の項目は、必要に応じて自由
に変更できるように設計、構築している。
No 項目名 単価（円） 備考 戸数 費用（円）
1
太陽光発電
システム 1,480,000 
1kWhあたり 37万円（資源エネ
ルギー庁調べ：2014年 10月～12
月）、容量 4kwhを想定
12 17,760,000 
2
蓄電池（レン
タル） 294,000 
5kWh：4900円/月、5年間設置、
既存の民間サービス利用を想定 12 3,528,000 
合計費用（円） 21,288,000 
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配電線の設置予定位置の属性情報を表 3.9に示す。ユーザは、配電線の単価、配電線
の種類、工事にかかる費用を入力し、配電線の長さはユーザが GISで配電線を描画すれ
ば GISで計算して属性情報に格納される。設置にかかる総費用もこれらから算出して属
性情報に格納される。この属性情報の項目は、必要に応じて自由に変更できるように設
計、構築している。
Table3.8 Attribute information of point of the utility poles installation plans place 
No 項目 データ形式
1 電柱の単価 Double 
2 工事にかかる費用 Double 
3 電柱の種類 Text 
4 変圧器の単価 Double 
5 変圧器の種類 Text 
6 電柱を設置するためにかかる総費用 Double 
Table3.9 Attribute information of line of the distribution lines installation plans place 
No 項目 データ形式
1 配電線の単価 Double 
2 工事にかかる費用 Double 
3 配電線の種類 Text 
4 配電線の長さ Double 
5 配電線を設置するためにかかる総費用 Double 
変電所から 6600Vの電柱と配電線を設置する場合の電柱と配電線を GISで設置管理
する機能を用いた入力結果を図 3.52に示す。電柱間の距離は最大で約 40mに制限され
ているため、電柱の設置箇所を検討する際に補助する機能として、電柱から 40mの距
離を測る円を表示する機能を搭載した。図 3.52の赤丸は、40mの電柱からの距離を示
している。円の半径は様々な電力会社の要望等に応じて自由に変更できるように設計、
構築している。また、配電線の全長を表示する機能も搭載している。この機能によって
測定された配電線の長さは 994.108768mであった。また、その際の GISで計算された配
電線、電柱の費用を図 3.53に示す。
第 3章 GISを利用した日射量シミュレーションシステムと
災害時への適用
九州工業大学大学院 工学府 工学専攻 電気電子工学領域
- 81 - 
Fig.3.52 Schematic diagram of a utility poles and wires management features 
Fig.3.53 Calculation result of cost of utility pole and electric wire by GIS 
 図 3.53の合計から電柱と配電線の総設置費は 12,439,000円となった。太陽光発電シ
ステムと蓄電池の総設置コストは 21,288,000円である。2つの金額を比較すると、電柱
と配電線を設置した方がコストを抑制することができるように見える。しかし、電柱・
配電線の設置の場合、電気料金を電力会社が応急仮設住宅に入る被災者から徴収する。
これを考慮する必要があり、総務省の家計調査によると 2人以上の世帯の平均の 1か月
の電力料金は、11,407円であり、年間に換算すると 136,884円となる[64]。
東日本大震災による暫定住宅の設置期間は 2015年の 5年間から 7年間となっており、
仮設住宅の設置期間は 5年間とする。蓄電池は、リースを想定し実際の民間サービスに
おけるリース金額（5kWh：4900円/月、5年間設置）から算出した。1戸当たり 4kWh
太陽光発電パネルを設置することとし、パネルの費用は、1kWhあたり 37万円（資源
エネルギー庁調べ：2014年 10月～12月）を用いた。さらに太陽光発電パネルの耐用年
第 3章 GISを利用した日射量シミュレーションシステムと
災害時への適用
九州工業大学大学院 工学府 工学専攻 電気電子工学領域
- 82 - 
数は約 20年であるため、他の災害で 1回再使用されると想定する。当条件において、
コスト効果は表 3.10に示すとおりである。
Table3.10 Comparison table cost-effectiveness 
(a)Unit cost 
of PV 
(b)Constructio
n cost of PV 
(c)Initial cost of  
storage battery 
(d)Electricity 
charges 
(e)Installation costs of 
distribution line 
7,880,000 2,000,000 3,528,000 8,213,040 12,439,000
Effect amount (a)+(b)+(c)-(d)-(e) ▲7,244,040 
応急仮設住宅への給電を太陽光発電パネルと蓄電池の方法を示した。大きな応急仮設
住宅団地への給電には現状では費用対効果を見出すことは難しい。本研究では、12戸
以内の仮設住宅への給電を太陽光発電パネルと蓄電池を利用することで費用対効果を
出す可能性を示した。大きな応急仮設住宅団地へは、これまでどおり電柱と配電線を利
用した給電を行うことで、電柱や配電線の設置エリアを絞ることが可能になる。その結
果、南海トラフ巨大地震などの大規模災害発生後の復旧・復興期に被災者が応急仮設住
宅へ入居するまでの時間を短縮することが可能となる。
3.7.4 日射量シミュレーションシステムの災害時への適用のまとめ
当項で示したモデルは、NEDOの全国日射量マップの値で補正することで天候条件を
考慮した年間または月間の日射量と太陽光発電量を地図を利用して表現することを目
的に開発した。今後は、我々の研究チームでは、対象とする時間を短くし、全天日射量
計や魚眼レンズなどのセンサを利用しリアルタイムの日射量の推定や近い未来の日射
量の推定行うシステムを構築中である。電力不足が予想される場合には、電気自動車を
用いた電力輸送システムを組み合わせる手法も考えられる。
本研究では、前述のとおり GISと DSM (Digital Surface Model)を利用して作成した日
射量解析結果を NEDOデータで補正した日射量シミュレーションシステムを構築し、
太陽光発電の発電効率から年間発電量または月発電量の目安を導き出すことが可能と
なった。この機能では、様々な種類の太陽光発電パネルの発電効率に対応することが可
能な仕組みとしている。  
さらに、太陽光発電パネルや蓄電池の設置コストを算出する機能も構築した。また、
太陽光発電パネルおよび蓄電池の効率的な設置箇所の検討を支援し、設置した太陽光発
電パネルや蓄電池を管理する方法を提案した。次に設置管理や電柱・配電線の設置コス
トの算出機能も搭載した。最後に、電柱・配電線の設置コストと太陽光発電パネルおよ
び蓄電池の設置コストを比較する機能について提案した。
南海トラフ巨大地震などの大規模災害発生後の復旧・復興期には、広範囲が被災する
ため、広いエリアでの電柱・配電線が被災することが想定される。被災者が応急仮設住
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宅へ入居に必要になる電力の供給について、電柱および配電線を利用した給電と太陽光
発電パネルと蓄電池を利用した給電を併用することが可能になる。これにより被災者が
応急仮設住宅への入居までにかかる時間を短縮することが可能になると考えられる。応
急仮設住宅団地への太陽光発電システムと蓄電池を用いた給電シミュレーションサー
ビスは、海外などで電気が普及していないエリアへの給電方法を検討する際にも利用す
ることができる。
3.8 まとめ
 第 3章では、GISと DSMを利用した建物や樹木などの影の影響を考慮した日射量シ
ミュレーションシステムと災害時への適用について提案を行った。当章で行った提案と
今後の展開の概要図を図 3.54に示す。
Fig.3.54 Outline drawing of solar radiation quantity simulation system 
 図 3.54において、クリーム色は GISによる解析処理、薄い青色は同じ研究チームで
行っている GISを利用した研究で現在実施中のものを示す。また、太枠は、GISを利用
したサービスを示す。図 3.54から分かるとおり、日射量シミュレーションシステムの
根幹的な要素は、日射量シミュレーション DBである。この DBは ArcGIS上の稼働だ
けでなく、ArcGISから位置情報を保有した CSVファイルで出力することで、高速処理
に対応した Oracleなどの DBMSへの搭載が可能で、クラウドコンピューティングとイ
ンターネット上でセンサ等と連携したリアルタイム処理を実現することが可能な仕組
みとして構築している。これらの仕組みは、電力・エネルギー分野だけでなく、農業分
野など日射の影響を考慮する分野への展開の可能性がある。また、部分影の影響シミュ
レーションサービスなど都市部に設置した太陽光発電システムの効率的な運用を支援
する仕組みへの活用も近い将来、実現する予定である。さらに、魚眼レンズを用いた日
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射量予測サービスついても今後、気象会社等と連携してサービス化をしていく予定であ
る。
 また、日射量シミュレーションシステムを活用して、災害発生後の復興・復旧期の応
急仮設住宅への給電を従来の電柱と配電線の設置に加えて、太陽光発電システムと蓄電
池による給電を行うかどうかを検討するための支援を行うモデルを構築した。これによ
り、自治体が応急仮設住宅団地の設置箇所を平常時から検討するための支援を行い、南
海トラフ地震など広範囲に被害を受けることが想定されている大規模災害発生時に太
陽光発電システムと蓄電池による給電を追加することで電柱・配電線が広範囲に流出し
た場合に給電が迅速に開始できるようになることで被災者が早期に応急仮設住宅に入
居ができるようになる支援を行うことが可能となった。さらに、応急仮設住宅団地への
太陽光発電システムと蓄電池を用いた給電シミュレーションサービスは、海外などで電
気が普及していないエリアへの給電方法を検討する際にも DSMがあれば利用すること
は可能である。なお、DSMは無い場合でも UAV (Unmanned Aerial Vehicle)に搭載したカ
メラで撮影した画像から作成することが可能であり、実現可能である。
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第 4章 GISを利用した太陽光発電所の点検システムの構築
4.1 まえがき
第 3章では、GISを利用して建物や樹木の影の影響を考慮した日射量シミュレーショ
ンシステム、さらに、天候条件をその日射量シミュレーションシステムに取り込む手法
とクラウドコンピューティングに対応するため、高速処理を可能とするよう日射量シミ
ュレーションシステム結果から日射量シミュレーション DB を構築する手法を示した。
また、そのシミュレーションシステムを利用した発展形として災害時の応急仮設住宅団
地の設置箇所の選定を支援し、太陽光発電システムと蓄電池を利用した給電を検討する
際に費用を比較できる支援ツールを構築手法について述べた。さらに、将来の展望とし
て、日射量シミュレーション DBと連携した部分影の影響シミュレーションシステムや
魚眼レンズを利用した現在の日射量の推定と 15分後や 30分後などの近い将来日射量予
測システムについて述べた。本章では、急速に普及している太陽光発電システム、中で
も多くの太陽光パネルを利用する太陽光発電所にフォーカスを当てた点検システムに
ついて述べる。
 日本では、2012 年の FIT 導入以降、太陽光発電システムの導入が増えてきており、
2012 年から 2014 年までの伸び率は約 33％と急速な伸びを示している[15]。そのため、
将来的に PV導入の増加に伴った太陽光発電の保守点検の実施が大幅に増加することが
予想される。日本では、太陽光発電の出力が 50kW以上の太陽光発電所は法定検査の対
象となっている。その検査とメンテナンスは電気主任技術者の資格を持った者が行う必
要がある。しかし、有資格者の数は限られているため、太陽光発電システムの保守点検
作業の効率化が急務である。また、太陽電池パネルの寿命は平均 20 年以上といわれて
おり、基本的な太陽光発電システムの構成は図 4.1 のとおりである[65]。しかし、継続
的に使用される太陽光発電システムでは、パネルが故障する可能性があり、故障により
発電効率が低下することがある。場合によってはホットスポットが発生し、火災の原因
となることが報告されている[66]。メガソーラーなどの大規模発電設備のモジュール数
は数万個以上に及ぶため、簡単かつ迅速な故障検出方法が強く望まれている。現在行わ
れている点検では、点検作業者は現地で点検した結果を紙の帳票に記入し、事務所に戻
って報告書等に纏める作業を行っている。この方法では、現地での帳票への記載と事務
所での報告書の作成時に 2重で情報の入力を行っており、非効率的な状況である。次に
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メガソーラーなどでのホットスポットの検出では、赤外線カメラを利用して太陽電池パ
ネルの表面または裏面の温度を測定する方法がある。しかし、この手法では、メガソー
ラー発電所の場合、赤外線カメラを使用して現場ですべてのパネルを撮影する必要があ
る。それには膨大な時間と労力がかかる[67]。そのため、UAV (Unmanned aerial vehicle)
に赤外線カメラを搭載して撮影を行う手法が報告されている[68]。
次にUAVに搭載されたカメラによって撮影された画像情報とUAVの位置および向き
を組み合わせて計算して UAV の機体の位置姿勢情報を補正する技術が確立されている
[69]。しかし、UAVと赤外線カメラを組み合わせた手法では、赤外線カメラでホットス
ポットを発見した際に、作業員がその場でホットスポットがあるパネルに印を付け、修
理業者が修理を行い、その後撮影を続けるという作業フローで点検を行う必要がある。
したがって、本研究の目的は、UAV による撮影業務とホットスポットの発生位置の管
理業務、点検業と補修業務などの作業を分解して作業効率を高めることとする。
本研究では、点検結果を現地で入力できるようにするためにモバイル端末アプリを構
築した。また、モバイル端末アプリで入力された情報は、作業の進捗管理や情報共有、
調査結果の蓄積のため、クラウドコンピューティングを利用して Web アプリケーショ
ンやクライアントサーバ型のシステムが連携して管理できる仕組みを構築した。この手
法は、付録の 1.2.1や 1.2.2で示す筆者らが北九州市における災害時の現地調査や土木イ
ンフラのアセットマネジメントを行うために構築した手法を太陽光発電所の点検管理
に応用したものである。分野は異なるが現地調査の効率化、台帳等の管理にクラウドコ
ンピューティングを活用して費用対効果を出す実績のある手法である。さらに、ホット
スポットの抽出では、GPS、UAVおよび赤外線カメラによって撮影される画像を利用す
る。この画像を GISに取り込む際に位置情報を付与することで、太陽光発電パネル上に
発生したホットスポットを GISで検出するためのモデルを構築した。これらのシステム
について述べるとともにその考察を行う。
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Fig.4.1 Configuration diagram of basic photovoltaic power generation system 
4.2 GISを利用した太陽光発電所の点検システムの概要
 本研究で構築した GISを用いたモデルは、以下の 4つの機能で構成されている。
①GIS、GPS、UAV、赤外線カメラを使用してホットスポットを検出する機能（機
能 1）
②GISのモバイル端末アプリケーションによる検査結果を登録する機能（機能 2）
③建築図面やパネル仕様、検査台帳などをフォルダ内に格納して管理する機能（機
能 3）
④GISとクラウドコンピューティングを用いたデータの表現と管理の機能（機能 4）
このモデルの流れ図を図 4.2に示す。
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Fig.4.2 Function of the model and flow diagram 
4.3 GIS、GPS、UAV、赤外線カメラによるホットスポットを検出する機能
 太陽光発電パネルの一部に落ち葉が落ち、鳥の糞などが付着すると、その部分に影が
発生し発電できなくなる。その部分には逆電圧がかかるため、太陽光発電パネルの一部
のセルの温度が上昇する。場合によっては、パネルの表面に変形や変色を引き起こすこ
とがある。ひどい場合には、火災が発生するなどセルを完全に破壊する可能性がある
[70]。 この現象をホットスポット現象という。 ホットスポット現象は周囲の温度より
も高くなるため、赤外線カメラを用いて太陽光発電パネルの画像を撮影することで太陽
光発電パネルの表面や裏面の温度を測定する方法が可能である。赤外線カメラで測定さ
れたホットスポット現象を示す図を図 4.3に示す。紫色の部分は低温の部分を表し、黄
色部分は高温を表す。図 4.3はパネルの一部を使い捨てカイロで温めてホットスポット
を再現したものを赤外線カメラで撮影した画像である。
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Fig.4.3 Reproduction view of the hot spot 
この機能では、まず GPS、UAV、赤外線カメラで撮影した画像に位置情報を付与して
GIS に取り込み ホットスポットを抽出する機能である。赤外線カメラによって撮影さ
れた画像は、温度現象の連続的なデータ表現である。つまり、UAV と赤外線カメラで
撮影した画像は、GIS のデータの種類で分類すると温度のラスタ型データである[71]。
赤外線カメラの画像を位置情報付きラスタ型データとして取り込む手法を検証中であ
るため、本研究では赤外線カメラの画像は仮想的に作成されたラスタ型データを使用す
る。この仮想のラスタ型データは、現在検証中の赤外線カメラを GISに取り込む結果と
して想定している形式のデータである。ホットスポットを検出するラスタ型データは、
次の順序で処理する。
①GIS上で赤外線カメラ画像（ラスタ型データ）の位置を調整する。
②太陽光発電パネルの位置をポリゴンで描画する。
③太陽光発電パネル上の赤外線カメラ画像から温度の閾値を決定してホットスポ
ットを抽出する。
プロセス 1では、赤外線カメラ画像を GIS取り込む際に位置情報を付与する必要があ
る。UAVに GPSが付いているため、赤外線カメラ画像にはおおよその位置情報はつい
ているが、赤外線カメラの画像は真上からの画像ではなく、斜め画像になるため、通常
の航空写真と異なり航空写真測量を行うことができないため、正確な位置情報を持った
画像を作成することができない。そのため、正しい位置に補正する必要がある。そこで
本研究では、ArcGIS のジオリファレンス機能（ラスタ型データを GIS 上に取り込む機
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能）を利用して赤外線カメラ画像（ラスタ型データ）の位置を修正する手法を構築した。
通常、オルソ画像（真上から見た画像）であれば 3点のポイントで位置合わせできるが、
赤外線カメラ画像は斜め画像であるため、3点では位置合わせができない。ポイント数
を多くすれば正確な位置合わせをすることができるが、その分、時間を要することにな
る。どのパネルにホットスポットがあるかを判断する精度であれば、5点程度のポイン
ト（パネルまたはパネル群の頂点の 4点と斜め画像であるため、間延びした方向を修正
するために 1点）で位置合わせが効率的である。図 4.4に 5点のポイントでジオリファ
レンス処理を行った結果を示す。
(a) Images taken by infrared camera               (b) The result of positioning 
Fig. 4.4 Result of georeference processing 
プロセス 2では、太陽光発電パネルの位置は、衛星写真や航空写真画像を見て人が判
断してポリゴンデータとして描く必要がある。UAV で撮影する赤外線カメラ画像は太
陽光発電パネルだけでなく、その周辺の画像も一緒に撮影するため、太陽光発電パネル
の位置を明確にする必要がある。
プロセス 3は、ArcGIS空間分析の Con機能（入力ラスタのそれぞれの入力セルに対
して if/else 条件の評価を行う機能）利用してホットスポットの閾値温度を決めて、閾
値温度以上のエリアを抽出するプロセスである。本研究では、閾値を 50℃以上で設定
した。この閾値は、ユーザが自由に変更できるように構築している。図 4.5では、50℃
以上のエリアが黒色で示している。修理業者は、機能 2で説明したモバイル端末アプリ
ケーションによってこのデータをチェックしながら検査し、ホットスポットが発生して
いるパネルを交換するなど修理を行うことができる[30]。
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Fig.4.5 Image of extracting Hotspots 
UAV と赤外線カメラに GIS を適用したより、ホットスポットの位置情報を管理する
ことが可能になった。そこで、これまでに UAV と赤外線カメラのみの手法における業
務フローと本研究での業務フローを比較した図を図 4.6に示す。本研究での業務フロー
では、第 2 章 2.4.1.4 で示した筆者らが北九州市において実施している業務フローの標
準化手法に基づき作成した。また、付録の 1.2.3 で示すとおり、作業ごとに作業者の専
門性を活かすことができる体制で行うことができる業務フローとした。
Fig.4.6 The comparison of business flows 
4.4 GISのモバイル端末アプリケーションによる検査結果を登録する機能
 機能 2では、まず機能 1で作成されたホットスポットマップをスマートフォン等のモ
バイル端末で確認できる機能を構築した。また、点検作業者が太陽光発電システムにお
ける太陽光発電パネル以外の機器類などの検査項目を点検して検査結果を入力する機
能も構築した。これまでの作業フローでは、点検者業者は現場で点検を行い、紙の調査
票に検査結果を記述し、事務所に戻ってシステム上の点検台帳に調査票の内容を入力し
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ていた。モバイル端末アプリを導入することで、現場で入力をすれば点検台帳に調査結
果を登録することができるため、検査作業の効率化を図ることが可能となった。モバイ
ル端末アプリの点検項目は、一般社団法人太陽光発電協会が作成した「太陽光発電シス
テム保守点検ガイドライン（10kW以上の一般用電気工作物）」[72]の検査項目を使用し
ており、
①工事中の点検、
  ②竣工時点検
  ③日常巡視
  ④定期点検
の 4種類の点検に対応している。また、現場状況を分かりやすく保存するため、現地で
撮影した写真を投稿できる機能も有している。さらに、本研究で構築したモバイル端末
アプリで使用する項目は、ユーザのニーズに応じて自由に変更できるように設計・構築
している。点検作業用モバイル端末アプリ実際の画面を図 4.7に示す。図 4.7（a）の赤
丸内の黄色のポイントは点検した位置情報を示し、（B）は点検項目を示し、（c）は付随
する点検箇所の写真を示す。さらに、本研究のモデルでは、Web GISアプリケーション
を構築して、事務所でパソコンを使って Web GIS アプリケーションから現地で入力し
た情報を見ることができるとともに現地での入力誤りを事務所でも修正できるように
した。Web GISは、事務所で関係者間での情報共有に利用することができる。Web GIS
アプリケーションの画面を図 4.8に示す。
(a) map           (b) Attribute information     (c) Pictures 
Fig.4.7 Screen of inspection app 
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Fig.4.8 Screen of inspection Web GIS app 
4.5 建築図面やパネル仕様、検査台帳などをフォルダ内に格納して管理する機能
 この機能では、建設図面や太陽光発電パネル、点検台帳などのさまざまなアプリケー
ションで作られたデータを Windows のフォルダと連携して管理するデータ管理用の
Desktop GISを構築した。太陽光発電パネルのポリゴンとWindowsフォルダをリンクす
ることで管理できる機能としている。 PCS (Power Conditioning System)、ジャンクショ
ンボックス、スイッチ、ソーラーパネルなどの周辺機器を管理できるように設計してい
る。Desktop GIS画面を図 4.9に示す。また太陽光発電パネルの属性情報を表 4.1に示す。
太陽光発電パネルの属性情報の項目はユーザが自由に変更できるように設計している。
ポリゴンとフォルダのリンクは、フォルダ名と属性情報の「PV_ID」を一致させること
で関係付けを行っている。図 4.7の任意の太陽光発電パネルのポリゴンをクリックして
目的のフォルダを開いて、フォルダ内のファイルにアクセスすることができる。
Windowsフォルダの機能を使用するため、Windows上で実行されているアプリケーショ
ンで作成されたすべてのファイルにアクセスすることが可能としており、汎用性が高い
仕組みとした。本研究では、COTS(Commercial-Off-The-Shelf)の考え方を適用し、コス
トを削減するために、Windowsとの連携機能を構築した[30]。
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Table 4.1 Attribute information of PV 
Fig.4.9 Screen of Desktop GIS for Folder management 
項目名称 データ形式
PV_ID Text 
PV_Maker Text 
PCS_ID Text 
PCS_Maker Text 
Collector_box_ID Text 
Collector_box_Maker Text 
Switch_ID Text 
Switch_Maker Text 
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4.6 GISとクラウドコンピューティングを用いたデータの表現と管理の機能
 機能 4は、機能 1、機能 2、機能 3で作成されたデータを GIS上で重ね合わせる機能
である。機能 1および機能 2はインターネット上にあるデータを利用することを想定し
ている。また機能 3は、インターネット上のデータおよびローカル環境に存在するデー
タを利用することを想定している。つまり、この機能は、モバイル端末アプリケーショ
ン等によってインターネットを介して入力・管理されている情報と事務所の内部ネット
ワーク上で管理されるフォルダ内の情報を重ね合わせるために必要な機能といえる。本
研究では、この機能を実現するためにクラウドコンピューティング技術を用いた。また、
インターネット上にあるデータは北九州市のクラウド基盤で管理され、アプリケーショ
ンは ArcGIS Onlineのクラウド基盤で管理している。
北九州市のクラウド基盤は、クラウド環境の信頼性の高い自治体によって開発された
サービス(HaaS: Hardware as a Service)である[6]。東日本大震災により被災地であった岩
手県釜石市の住民基本台帳などのバックアップデータがこのクラウド基盤に受け入れ
られている[6]。
構築したシステムの概念図を図 4.10 に示す。さらに、機能 1 から機能 3 の結果を重
ね合わせた画像を図 4.11 に示す。黄色の点は、移動端末によって入力された点検した
ポイントを表す。別ウィンドウに表示される写真は、点検業者が現地でモバイル端末ア
プリによって登録された写真である。フォルダの別のウィンドウは、太陽光発電パネル
の点検台帳等を管理するためのフォルダである。パネル上の黒い点は、温度が高い（本
研究では 50℃以上）のエリアでホットスポットの可能性がある場所を表す[30]。今後、
このシステムでの点検管理を行い、データが蓄積されることで故障発生の予測など太陽
光発電システムのアセットマネジメントに利用できるように検討していく予定である。
さらに、GISを利用しているメリットとして太陽光発電システムの設置場所の環境（海
岸の近くや森の近くなど）を考慮できる。今後は、太陽光発電パネルが設置されている
環境を考慮したアセットマネジメントに繋げる予定である。
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Fig.4.10 The conceptual diagram of the constructed system 
Fig.4.11 Result of superposition of all 
4.7 まとめ
 第 4章では、以下の 4つの機能を持つ GISを利用した太陽光発電システムの継続的な
保守点検を行うシステムを構築した。
①GIS、GPS、UAV (Unmanned Aerial Vehicle)、赤外線カメラを使用してホットスポ
ットを検出する機能
②GISのモバイル端末アプリケーションによる検査結果を登録する機能
③建築図面やパネル仕様、検査台帳などをフォルダ内に格納して管理する機能
④GISとクラウドコンピューティングを用いたデータの表現と管理の機能
 これらの機能を持ったシステムにより、点検作業の効率化を図ることが可能になるこ
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とを示した。中でも GIS、GPS、UAV、赤外線カメラを使用してホットスポットを検出
する機能は GIS を利用したことでホットスポットに位置情報を付与して管理する新し
い手法の提案である。
今後は、点検データを蓄積し、GISを利用し太陽光発電システムが設置されている環
境が太陽光発電システムに与える影響を考慮しながら、太陽光発電システムのアセット
マネジメントに寄与する仕組みを構築する。それによりリスクを最小化する保守作業の
スケジュールを組み、点検作業を支援する仕組みの構築を目指す。これにより、更なる
点検費用の低減が可能になると考えられる。さらに、研究チームは、自動的に事前決定
された計画に従い UAV が自動運行して、太陽光発電パネル上に発生するホットスポッ
トの撮影を行い、それを GISと組み合わせてさらに効率的な太陽光発電システムの点検
システムの研究を進めていく予定である。
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第 5章 GISと電気自動車を利用した電力輸送システム
5.1 まえがき
日本の自治体では、災害発生時に監視カメラや河川水位などのセンサ等を利用し迅速
な情報収集を行い、住民等から連絡があった被害状況を管理するため防災情報システム
を導入するなど、災害対応業務に ICT(Information and Communication Technology)を積極
的に利活用してきた。しかし、2011年 3月 11日に発生した東日本大震災では津波によ
り多くの自治体庁舎の電気設備が浸水したため、多数の自治体の庁舎では電力を喪失し
ICTの活用に支障が出た。岩手県釜石市では、庁舎が浸水して電源を喪失したため、庁
舎とは別の場所に災害対策本部をおいて災害対応業務を行った。しかしながら防災行政
無線などの機器類は災害対策本部と離れた庁舎に設置していたため、防災行政無線を利
用した住民への情報発信は庁舎で行うなど、応急復旧・復興に少なからず支障が出た。
また、東日本大震災では津波により電柱や配電線が流されたため、避難所への電力供給
も停止した。そのため、被災者は電力が復旧する約 1か月間は夜間の電灯もない状況で
避難生活を過ごすことになった。避難所での電力喪失は被災者が情報収集や連絡を取り
合うために利用する携帯電話やスマートフォンの充電にも影響が出た。このような状況
に対応するため、災害等の停電時に電力を必要とする施設において、系統電力に依存せ
ずに電力を確保する手法が求められている[73]。
一方、エネルギーセキュリティの向上や環境制約への対応を目指すべく、我が国では
「日本再興戦略改訂 2015（2015年 6月閣議決定）」において、「2030年までに新車販売
に占める次世代自動車の割合を 5~7割とすることを目指す」としている。次世代自動車
の中でも EV・PHVは、CO2 排出削減効果が高く、また災害時に非常用電源として活躍
するなど、これまでの自動車にはなかった新たな価値が期待できることから、2020 年
時での保有台数目標を 100万台と定め、更なる導入が期待されている[74]。
完全電力駆動であるEVは外部から供給された電力を大容量の蓄電池に貯蔵できるこ
とが特徴の 1つである。EVの蓄電池としての価値に着目し、既設の太陽光発電システ
ムに双方向 DC/DCコンバータを介して接続し、変動分吸収やピーク負荷軽減、停電時
の電力確保などの機能を付加できるような系統連系及び自立型の電力供給システムを
構築する研究も行われている[75]。ナノ・グリッド構想では EV を住宅の負荷を監視す
るスマートメーターと連携し、昼夜間の電力消費の平準化を図るなど、EV は走行だけ
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ではなく電力の需給のコントロール役としても注目されている[76]。
近年では積極的な ICTの活用により、多様な情報が取得可能である。自動車業界でも
各種センサを自動車に搭載し、自動車自体を 1つのセンサとして情報収集を行う「プロ
ーブカーシステム」に関する研究が行われている[77]。
しかし、電気自動車は内燃機関車と比べて航続可能距離が短い、充電時間が長い、充
電インフラが少ないなどの課題があり、EV を購入する人の懸念となっている。また、
出発時の充電量の把握や充電スポットの経由など、運転者は計画的な運転が求められる。
さらに、電気自動車は、エンジンがかかっている間は常にエネルギーを消費する内燃機
関車と異なり、平たんな道路や上り坂ではエネルギーを消費するが、下り坂では回生エ
ネルギーによりエネルギーを蓄える特性を持っている。
本研究では、これらの情報を地理情報と組み合わせて電気自動車の走行に関係する電
気エネルギーを地図で表現した消費電力量マップを構築するとともにその応用例とし
て、災害等の停電時の自治体庁舎や避難所における給電を想定した電力輸送システムを
検討する。
5.2 消費電力量マップによる電気自動車の航続可能距離の表現
 本研究では、電気自動車を走行させて走行データを取得して、走行距離と標高差から
走行によって消費する電力量と回生エネルギーによって蓄える電力量が一次関数で近
似できることに着目し、消費電力近似関数を求めた。電気自動車が走行するために、ど
の程度電力を消費するかを可視化する消費電力量マップを消費電力近似関数、地表面の
高さ情報である DEMおよび道路ネットワークデータを利用して構築した。
 消費電力量マップを作成する手法は、走行距離とスタート地点とゴール地点の標高差
および消費電力近似関数から走行に使用する電力量を、GISを利用して地図上に表現す
る PTMM (Power Transport Mapping Method)として確立した[73]。
PTMM では、消費電力近似関数を自由に変更できるようにしており、この関数を変
更することで様々な車種に対応できる仕組みとした。つまり、近似関数を変更すること
で、EVだけでなく、PHEVや FCV、ガソリン車などの内燃機関の自動車にも対応する
ことが可能である[73]。
PTMMで使用する地理空間データは、DEM (Digital Elevation Model)と道路ネットワー
クである。また使用する GISの機能は、ネットワーク解析および 3次元解析である。そ
の概要図を以下の図 5.1に示す。
第 5章 GISと電気自動車を利用した電力輸送システム
九州工業大学大学院 工学府 工学専攻 電気電子工学領域
- 100 - 
Fig.5.1 Overview Figure of PTMM 
本研究で使用した電気自動車は、三菱自動車製の i-MiEV TypeGである。以下の図 5.2
に使用した i-MiEVの外観を示す。
Fig.5.2 Mitsubishi motors: i-MiEV TypeG
電費に影響する主な要素としては、
   ①登り坂、下り坂などの標高差
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   ②アクセル開度の大小
   ③エアコン、ライト、オーディオ等補機類の ON-OFF 
   ④パワーステアリング稼働の多少
が挙げられる。
 本研究では、①にフォーカスを当て GISを利用して走行後にルートの標高差を計測し
た。②は、運転の方法により異なるため、他の車の流れに合わせた運転を行った。③は
全て OFF（ただし、ライトは道路交通法上必要なトンネル走行時などは点灯した）の状
況で計測した。④は、②と同様運転の方法により異なり、速度が小さい時に影響が大き
くなるものであるため、一般道路では他の車の流れに合わせた運転を行い、車庫入れな
どは一般ドライバーと同様にスムーズな駐車を行った（初心者等に多い何度も切り返し
ての駐車などは行っていない）。
 電費の計測は、i-MiEV に電流計を設置して電流を計測し、電圧は定格（330V）を使
用し、積分をして使用電力量を求める手法を用いた。使用した電流計の外観と設置状況
を以下の図 5.3に示す。
Fig.5.3 Appearance and instaalation status of ammeter 
国道 3号線戸畑バイパスの登り坂（下り路線：小倉⇒黒崎）を 4回走行し、消費電力
量を計測した。数値表層モデル(DSM: Digital Surface Model)を利用した戸畑バイパスの
登り坂（下り路線）の標高断面図を以下の図 5.4に示す。
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Fig.5.4 Elevation cross section of Tobata bypass descending line 
ここで、赤丸で囲んだ部分は、横断歩道橋の高さをトレースしたものである。
以上のことから分かった戸畑バイパスの概要を以下の表 5.1に示す。
Table5.1 Outline of Tobata bypass descending line 
移動距離（m） 871
標高差（m） 42
平均斜度（%） 4.8
戸畑バイパス登り坂（下り路線）で計測した消費電力量及び平均消費電力量を以下の
表 5.2に示す。
Table5.2 Power consumption measurement result of Tobata bypass descending line 
回数（回目） 消費電力量（kWh）
1 0.2997
2 0.2979
3 0.3088
4 0.3088
平 均 0.3039
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電費を計算すると、
  電費（登り坂） ＝ 0.871（km）／ 0.3039（kWh）
＝ 2.866 （km/kWh）              (5.1) 
となる。
 次に、国道 3号線戸畑バイパスの下り坂（上り路線：黒崎⇒小倉）を 4回走行し、消
費電力量を計測した。計測した消費電力量及び平均消費電力量を以下の表 5.3に示す。
Table5.3 Power consumption measurement result of Tobata bypass uplink line 
回数（回目） 消費電力量（kWh）
1 -0.0264
2 -0.0264
3 -0.0812
4 -0.0761
平 均 -0.0595
電費を計算すると、
  電費（下り坂）＝ 0.871（km）／ （-0.0595）（kWh）
         ≒ -14.638（km/kWh）              (5.2) 
となる。
以上の結果から、国道 3号線戸畑バイパスの登り坂⇒下り坂を連続的に行った場合を想
定すると、1回目から 4回目の消費電力量及び平均消費電力量は、以下の表 5.4のとお
りである。
Table5.4 Power consumption measurement result of Tobata bypass 
回数（回目） 消費電力量（kWh）
1 0.2733
2 0.2733
3 0.2276
4 0.2330
平 均 0.2444
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 電費を計算すると、
   電費（登り坂⇒下り坂） ＝ 1.742（km）／ 0.2444（kWh）
               ≒ 7.128（km/kWh）         (5.3) 
となる。これは、中部電力㈱の「三菱 i-MiEVの性能評価と効果的な活用策」で示され
た平均電費の 7.3（km/kWh）[78]に近い値となる。ここで、スタート地点とゴール地点
の標高差がない場合は、中部電力㈱が示した i-MiEVの平均電費 7.3（km/kWh）となる
と仮定し、次にスタート地点とゴール地点の標高差と電費の関係を調査した。
ここでは、標高差と電費の関係の調査を以下の手順で行った[35]。
    ①電気自動車が走行に使用した電力量を求める。
    ②平地の電費を 7.3 km/kWhとし、走行距離を 7.3 kWhで除算し、平地走行時
に使用する電力量を計算する。
    ③①で求めた走行に使用した消費電力量から②で求めた平地走行時に使用す
る消費電力量を引算し、垂直方法の移動に消費（または回生）した電力量を
求める。
④走行ルートのスタート地点とゴール地点の標高差を計測し、これを横軸に、
③で求めた電力量を縦軸とするグラフを描く。
 この手順で、北九州市内の様々なルートを走行した結果を以下の図 5.5に示す。
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Fig.5.5 Changes in power consumption with respect to altitude differences 
垂直移動消費電力量：Q（kWh）、標高差：h（m）とすると、図 5.5 のグラフの近似
関数は、
Q ＝ 0.0035h (5.4) 
で表すことができる。
 消費電力量の標高差に関係する係数 0.0035（kWh/m）の逆数をとると、
1 ／ 0.0035 ＝ 285.71（m/kWh）             (5.5) 
 つまり、標高を考慮した走行消費電力量の近似関数は、
走行消費電力：W（kWh）、走行距離：x（m）、標高差：h（m）とすると
W=  x/7300  +  h/285.71   (5.6) 
中部電力㈱が算出した三菱 i-MiEVの平均電費 7.3km/kWhを利用した消費電力マップ
を作成するために用いたデータは、道路ネットワークデータのみである。使用した道路
Ph = 0.0035h
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ネットワークデータは、北九州市がライセンスを保有する ESRIジャパン㈱「ArcGISデ
ータコレクション 道路網 2012」を使用した。
平均電費から作成した消費電力量マップを作成するアルゴリズムでは、他のデータを
利用する場合を想定して、使用する道路ネットワークデータに依存しない形式を用いた。
作成は、ArcGIS for Desktopのネットワーク解析を利用した。また本研究では、北九
州市環境日明工場をスタート地点とする消費電力量マップを作成した。
 作成手法は、以下のとおりである。
   ①スタート地点の設定を行う。（北九州市環境局日明工場をスタート地点）
   ②道路ネットワークの各線分（交差点等で分割された線分）の属性情報の長さ
をスタート地点から全方向に向けて計算を行う。
   ③計算されたネットワークデータの長さを三菱 i-MiEVが 1kWh使用する走行
距離 7.3kmごとにネットワークデータに対するブレークを設定する。
   ④設定したブレークに沿ってネットワークデータにブレーク処理を行う。
   ⑤ブレーク処理したネットワークデータのシンボルの設定を行う。
平均電費から作成した EV消費電力量マップを以下の図 5.6に示す。
Fig.5.6 Consumed electric power amount map of Mitsubishi Motors i-MiEV TypeG 
この消費電力量マップでは、消費電力量を道路ネットワークのシンボルの色分けで表
現している。シンボルの色分けは、走行による消費電力量が少ない青色から消費電力量
が多い赤色とした。シンボルは、消費電力量が小さい青色（消費電力量：1kWh 以下）
日明工場
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から消費電力量が大きい赤色（消費電力量：13~14kWh以下）としている。
日明工場から 7~8kWh以下のエリアまでが、三菱 i-MiEVが途中での充電なしで往復
できるエリアとなる。
次に、式(5.6)に基づき標高差を考慮した消費電力量マップの作成についてであるが、
使用したデータは以下のとおりである。
   ①道路ネットワークデータ【ESRIジャパン㈱「ArcGISデータコレクション 道
路網 2012」】
   ②数値標高モデル（DEM: Digital Elevation Model）【ESRIジャパン㈱「ArcGISデ
ータコレクション」】
 ①は、上記の平均電費から作成した消費電力量マップで使用した道路ネットワークデ
ータと同様である。②は、ESRIジャパン㈱のデータを使用しているが、このデータは、
国土地理院の DEM を ArcGIS で使用しやすいように加工されたデータあり、測量精度
に基づいたデータを利用している。
 また、前項と同様、北九州市環境局日明工場をスタート地点とする消費電力量マップ
を作成した。作成方法は、以下のとおりである。
   ①標高を考慮した計算を行うにあたり処理時間の短縮のためエリアを絞る処理
として北九州市、直方市、行橋市、香春町、苅田町の行政界から 50kmのバッ
ファ面を作成する。
   ②①で作成したバッファ面で道路ネットワークデータ及び数値標高モデル
（DEM）を GISの CLIP機能（任意のエリアを切り取る機能）で切り取り処理
を実施する。
   ③国土地理院の DEMは、データがない箇所（海など）の標高データには、”null”
が入っており、ArcGIS で処理する際にエラーになるため、”null”を一律で処
理に影響のない”0(zero)”に変換する。
   ④”null”を”0”に変換した DEMが保有する標高データを道路ネットワークデ
ータに持たせるため、ArcGIS の「内挿」処理を実施する。道路ネットワーク
データは、始点、終点および頂点から作成されている。その構成を以下の図
5.7に示す。
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Fig.5.7 Configuration diagram of line segment data of road network 
⑤ジオメトリ演算処理で、この始点、終点及び頂点に対して、DEM の標高デー
タを演算することになる。その概要を以下の図 5.8に示す。
Fig.5.8 Outline of interpolation processing from DEM to road network data 
ジオメトリ演算では、道路ネットワークデータの各線分の属性情報に始点およ
び終点の標高データを持たせ、その項目に DEMの標高を受け渡す。本研究で
は、スタート地点とゴール地点の標高差を考慮した消費電力量マップを作成す
ることが目的であるため、途中の頂点の標高は持たせない。
   ⑥式(5.6)を利用して道路ネットワークの各線分の
      ●始点から終点へ移動した場合の消費電力量
      ●終点から始点へ移動した場合の消費電力量
を計算し、それぞれの消費電力量を道路ネットワークの各線分の属性情報に持
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たせる。始点から終点へ移動した場合の消費電力量及び終点から始点へ移動し
た場合の消費電力量をそれぞれ計算する理由は、スタート地点によって、線分
上を進む向きが変わるためである。また、各線分にそれぞれの線分を移動する
際に消費する電力量を持たせたのは、ArcGIS のネットワーク解析処理が負荷
量（燃費、走行距離、走行時間など）を利用して解析を行うが、負荷量には常
に正の値である必要がある。電気自動車の場合、回生エネルギーが発生した場
合、負荷量が負の値となるため、消費電力量を負荷量に設定することができな
かったため、負荷量に走行距離を利用して消費電力量は各線分の属性情報に持
たせた。これは、解析処理速度を速くするためである。
⑦道路ネットワークの各線分の属性情報に持たせた始点から終点へ移動した場
合の消費電力量及び終点から始点へ移動した場合の消費電力量をスタート地
点から全方向に向けて足し算を行う。道路ネットワークの計算時では、始点か
ら終点又は終点から始点の判定を自動でできるように ArcGIS 上で設定を行う。
⑧計算された道路ネットワークデータの消費電力量を 1kWh ごとにネットワー 
クデータに対するブレーク（データを切り分ける点）を設定する。
   ⑨設定したブレークに沿ってネットワークデータにブレーク処理を行う。
   ⑩ブレーク処理したネットワークデータのシンボルの設定を行う。
作成した標高を考慮した消費電力量マップを以下の図 5.9に示す。
Fig.5.9 Power consumption map considering altitude 
日明工場
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シンボルは、消費電力量が小さい青色（消費電力量：1kWh以下）から消費電力量が
大きい赤色（消費電力量：13~14kWh以下）としている。日明工場から 7~8kWh以下の
エリアまでが、三菱 i-MiEVが途中での充電なしで往復できるエリアとなる。この標高
を考慮した消費電力量マップの作成アルゴリズムでは、式(5.6)の関数を変更することを
考慮して作成しており、更なる精度向上や他の電気自動車などへの対応も可能な仕組み
としている。
 次に、平均電費から作成した消費電力量マップと標高を考慮した消費電力量マップの
比較を行う。
 【検証箇所 1（北九州市八幡東区皿倉山付近）】
  図 5.10に北九州市八幡東区皿倉山付近の消費電力量マップを示す。
  (a) Map not considering elevation                (b) Map considering elevation 
Fig.5.10 Comparison of Map considering elevation and Map not considering elevation ①
図 5.10で①は、北九州市八幡東区にある標高 622.2mの皿倉山付近である。スタート
地点は、標高 2.7mの日明工場である。標高を考慮していない(a)では、消費電力量は 2kWh
～3kWh以下であるが、標高を考慮した(b)では、3kWh～4kWh以下となった。
同様に図 5.7の②において(a)では特に変化はないが、(b)では皿倉山から下ったため消
費電力量が 3kWh～4kWh以下から 2kWh～3kWh以下へ減少したことを表現できた。つ
まり、電気自動車特有の回生エネルギーの影響を地図上に表現できたのである。
 【検証箇所 2（福岡県東部及び大分県北部）】
  図 5.11に福岡県東部及び大分県北部の消費電力量マップを示す。
次に、検証箇所 2では検証箇所 1より広域の状況を比較する。検証箇所 2では、
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①福岡県東部（行橋市、豊前市、上毛町、吉富町付近）
②大分県北部（中津市、日田市付近）
を比較する。
(a) Map not considering elevation                (b) Map considering elevation 
Fig.5.11 Comparison of Map considering elevation and Map not considering elevation ②
①福岡県東部は、日明工場からほぼ一定の標高のエリアを通るルートになるため、平
均電費から作成した消費電力量マップと標高を考慮した消費電力量マップを比較する
とほぼ変わらないことが分かる。
 ②大分県北部は、山地に囲まれたエリアである。山地を抜けていくことになるため、
(b)の標高を考慮した消費電力量マップでは、このエリアに移動するために三菱 i-MiEV
の電池容量の 87.5%となる 14kWh 程度を消費していることが分かる。これに対して(a)
平均電費から作成した消費電力量マップでは、三菱 i-MiEV の電池容量の 75%となる
12kWh程度の消費となることが分かる。
以上のことから、標高差による消費電力量の差を示すことができた。
5.3 GISと電気自動車を利用した電力輸送システムの構築
電気自動車と何かを繋いで電気自動車から電力を供給するという Vehicle to Xという
仕組みがある。仕組みとしては、利用可能な技術であるが、その目的が明確ではないた
め、普及が進んでいない。
一方で、東日本大震災や熊本地震、九州北部豪雨などの大規模災害が近年頻発してい
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る。大規模災害発生後の停電により、避難所で被災者がスマートフォンの充電ができな
いことにより、安否確認に困難をきたすなど避難所の運営への影響や自治体庁舎が電力
を喪失することで災害対応業務に支障をきたした。
そこで、本研究では、電気自動車を「動く蓄電池」に見立てて電力を輸送するシステム
を構築することで、Vehicle to Xの活用事例を示すとともに災害に強いまちづくりへの
提案を行う。その概要図を以下の図 5.12に示す。
Fig.5.12 Outline of electric power securing method without relying on grid power at the time of 
power outage such as disaster 
5.3.1 GISと電気自動車を利用した電力輸送システムの概要
使用した電気自動車は、三菱自動車製の i-MiEV TypeGである。i-MiEV を選択した理
由は、電気自動車積載し、持ち運び可能なインバータ（後述のMiEV Power BOX）が市
販されていることである。
以下の図 5.13 に使用した i-MiEV の外観を示す。i-MiEV から電力を取り出すために
三菱自動車製MiEV Power BOXを使用した。MiEV Power BOXの主要諸元は以下の表
5.5 のとおりである。表 5.5 の外形寸法及び重量（本体）から、持ち運び可能なことが
分かる。
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Fig.5.13 Outline drawing of i-MiEV used for demonstration 
Table5.5 Main specifications of MiEV Power BOX 
外形寸法（凸部含まず） 395mm×334mm×194mm 
接続ケーブル長 1.7m 
重量 11.5kg（本体 9.5kg、ケーブル部 2kg）
出力電圧 AC100V 
公称最大出力 1500W (15A) 
出力端子（AC 100Vコンセント） 1個
本研究では、電気自動車の充電に北九州市環境局日明工場及び皇后崎工場でごみ焼却
熱を利用して発電した電力を使用することを想定する。
北九州市では、日明・皇后崎・新門司の 3か所の環境工場を保有している。3か所の
環境工場は、それぞれにごみ焼却熱を利用した蒸気タービン発電機で発電している。
発電した電力は、平常時は、環境工場及び近隣の市有施設の電力に充てられ、余剰電力
を系統電力網に経由で九州電力に売電している。停電等、系統電力網に異常が発生した
場合などは。系統電力網から切り離して発電することができ、発電した電力は環境工場
及び近隣の市有施設の電力に充てることで、当該施設は系統電力網に頼らずに電力を確
保することができるという特徴を持つ。
つまり、北九州市の環境工場は災害等による停電時に系統電力網に依存することなく
発電でき、電力供給施設として活用することが可能である。
本研究では、北九州市環境局の協力により、日明工場、皇后崎工場を実証に使用した。
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次に各環境工場の発電能力及び実績値を以下の表 5.6に示す。
Table5.6 Garbage incineration plant in Kitakyushu city used in this research Power generation 
capacity and power generation performance list 
項番 環境工場名 発電能力 発電実績 
（平成 25年度）
1 日明工場 蒸気タービン（出力：6,000kW）
年間発電量：
34,200MWh 
年間売電量：  
5,700MWh 
2 皇后崎工場
スーパーごみ発電システム（出力：36,340kW）
 ガスタービン（出力：7,040kW）
蒸気タービン（出力：29,300kW）
年間発電量：
76,800MWh 
年間売電量：
41,000MWh 
5.3.2 避難所への電力輸送の実証
本研究では、北九州市、直方市、行橋市、香春町、苅田町の協力を得て、日明工場ま
たは皇后崎工場から避難所を想定した各自治体の施設へ三菱 i-MiEVを利用して電力を
輸送し、移動に使用した電力量及び避難所で利用した電力量を計測し、三菱 i-MiEVを
1台利用し、避難所を想定して
  ①必要とされる電化製品を
  ②どの程度同時に稼働可能で
  ③どの程度の時間稼働可能か
という視点で検証を行い、避難所の規模に応じて必要な三菱 i-MiEVの台数を割り出し
た。
日明工場から行橋市役所までのルートを以下の図 5.14に示す。
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Fig.5.14 Route map from the Hiagari Plant to Yukuhashi City Hall 
日明工場から行橋市役所までの往復の距離及び移動に使用した電力量の計測結果は、以
下の表 5.7のとおりである。
Table5.7 Measurement result of the round trip distance from the Hiagari Plant to Yukuhashi City 
Hall and the amount of electricity used for the movement 
日明工場から行橋市役所までの往路距離（km）(A) 29.4
行橋市役所から日明工場までの復路距離（km）(B) 29.4
往路消費電力量（kWh）(C) 3.24
復路消費電力量（kWh）(D) 3.08
行橋市で給電に使用可能な電力量（kWh）(E) 
(E)  = 16（kWh）（i-MiEV の電池容量）‐｛(C) + (D)｝ 9.68
次に、行橋市役所で i-MiEVから給電した検証項目は、
    ①携帯電話 30台（スマートフォン 15台、フィーチャーフォン 15台）の充電
    ②電気ケトルによる湯沸し
    ③電気ケトルによる湯沸しとハロゲンヒーターの同時稼働
を検証項目ごとに使用電力量を計測した。
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以下の表 5.8に検証結果を示す。また、使用電力量の計測結果を以下の図 5.15に示す。
Table5.8 Result of power supply verification at Yukuhashi City Hall 
項番 検証項目 検証結果 検証風景
1 
携帯電話（30台）の
充電
スマートフォン：15
台
フィーチャーフォン：
15台
●携帯電話 30 台がフル充電になる
まで充電（4時間 6分 20秒）
※スマートフォン4台がフルに充
電されなかった（それぞれ 90％
93％ 93％ 99％まで充電）
 ※携帯電話もしくは充電器の故
障が考えられる
2 
電気ケトルでの湯沸
し
●電気ケトル：450mℓ 800W（定格
出力）
・4回煮沸：1.8ℓの湯を確保
   ⇒カップ麺：約 6個分
   ⇒粉ミルク：約 7.5本分
3 
電気ケトルでの湯沸
し
ハロゲンヒーター稼
働
●ハロゲンヒーター：800W（定格
出力）
 ・25分 3秒稼働
●電気ケトル：同上
 ・1回煮沸：0.45ℓの湯を確保
   ⇒カップ麺：約 1.5個分
   ⇒粉ミルク：約 1.9本分
※同時稼働すると、MiEV Power BOX
の過負荷警告灯が点灯した
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Fig.5.15 Measurement result of electric energy used at Yukuhashi City Hall 
次に、日明工場から苅田町（小波瀬コミュニティセンター）までのルートを図 5.16
に示す。
Fig.5.16 Route map from the Hiagari Plant to Kanda Town Obase Community Center 
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日明工場から苅田町小波瀬コミュニティセンターまでの往復の距離及び移動に使用
した電力量の計測結果は、以下の表 5.9のとおりである。
Table5.9 Measurement result of the round trip distance from the Hiagari Plant to Kanda Town 
Obase Community Center and the amount of electricity used for the movement 
日明工場から苅田町までの往路距離（km）(A) 26.2 
苅田町から日明工場までの復路距離（km）(B) 26.2 
往路消費電力量（kWh）(C) 3.38 
復路消費電力量（kWh）(D) －
苅田町で給電に使用可能な電力量（kWh）(E) 
(E)  = 16（kWh）（i-MiEVの電池容量）‐｛(C) + (C)※｝
9.24 
※往路は計測器の故障により計測ができなかったため(E)の計算は、(C)の値を利用した。
次に、苅田町小波瀬コミュニティセンターで i-MiEVから給電した検証項目は、
    ①携帯電話 30台（スマートフォン 15台、フィーチャーフォン 15台）の充電
    ②電気ケトルによる湯沸し
    ③電気ヒーターの単独稼働と 2台同時稼働
を検証項目ごとに使用電力量を計測した。
以下の表 5.10に検証結果を示す。
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Table5.10 Result of power supply verification at Obase Community Center 
項番 検証項目 検証結果 検証風景
1 
携帯電話（30 台）
の充電
スマートフォン：15
台
フィーチャーフォ
ン：15台
●携帯電話 30 台がフル充電にな
るまで充電
※スマートフォン 4 台がフルに充
電されなかった（それぞれ 35％
94％ 95％ 96％まで充電）
 ※携帯電話もしくは充電器の故
障が考えられる
2 
電気ケトルでの湯
沸し
●電気ケトル：450mℓ 800W（定
格出力）
・4回煮沸：1.8ℓの湯を確保
   ⇒カップ麺：約 6個分
   ⇒粉ミルク：約 7.5本分
3 
電気ケトルでの湯
沸し
ハロゲンヒーター
稼働
●電気ヒータ ：ー700W（定格出力）
●電気ヒータ ：ー800W（定格出力）
 ・約 8分稼働
※同時稼働すると、MiEV Power 
BOXの過負荷警告灯が点灯した
使用電力量の計測結果を以下の図 5.17に示す。
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Fig.5.17 Measurement result of electric energy used at Obase Community Center 
皇后崎工場から直方市役所までのルートを以下の図 5.18に示す。
Fig.5.18 Route map from the Hiagari Plant to Nogata City Hall 
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皇后崎工場から直方市役所までの往復の距離及び移動に使用した電力量の計測結果
は、以下の表 5.11のとおりである。
Table5.11 Measurement result of the round trip distance from the Hiagari Plant to Nogata City 
Hall and the amount of electricity used for the movement 
皇后崎工場から直方市役所までの往路距離（km）(A) 18.3 
直方市役所から皇后崎工場までの復路距離（km）(B) 18.1 
往路消費電力量（kWh）(C) 1.93 
復路消費電力量（kWh）(D) 1.76 
直方市役所で給電に使用可能な電力量（kWh）(E) 
(E)  = 16（kWh）（i-MiEVの電池容量）‐｛(C) + (D)｝
12.31 
次に、直方市役所で i-MiEVから給電した検証項目は、
    ①携帯電話 30台（スマートフォン 15台、フィーチャーフォン 15台）の充電
    ②電気ケトルによる湯沸し
を検証項目ごとに使用電力量を計測した。
以下の表 5.12に検証結果を示す。
Table5.12 Result of power supply verification at Nogata City Hall 
項番 検証項目 検証結果 検証風景
1 
携帯電話（30台）
の充電
スマートフォン：
15台
フィーチャーフォ
ン：15台
●携帯電話 30 台がフル充電になる
まで充電
※スマートフォン3台がフルに充電
されなかった（それぞれ 48％ 61％
92％まで充電）※携帯電話もしくは
充電器の故障が考えられる
2 
電気ケトルでの湯
沸し
●電気ケトル：450mℓ 800W（定格
出力）
・8回煮沸：3.6ℓの湯を確保
   ⇒カップ麺：約 12個分
   ⇒粉ミルク：約 15本分
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 使用電力量の計測結果を以下の図 5.19に示す。
Fig.5.19 Measurement result of electric energy used at Nogata City Hall 
日明工場から香春町役場までのルートを以下の図 5.20に示す。
Fig.5.20 Route map from the Hiagari Plant to Kawara Town Office 
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日明工場から香春町役場までの往復の距離及び移動に使用した電力量の計測結果は、
以下の表 5.13のとおりである。
Table5.13 Measurement result of the round trip distance from the Hiagari Plant to Kawara Town 
Office and the amount of electricity used for the movement 
日明工場から香春町役場までの往路距離（km）(A) 32.5 
香春町役場から日明工場までの復路距離（km）(B) 32.4 
往路消費電力量（kWh）(C) 4.15 
復路消費電力量（kWh）(D) 3.24 
香春町役場で給電に使用可能な電力量（kWh）(E) 
(E)  = 16（kWh）（i-MiEVの電池容量）‐｛(C) + (D)｝
8.64 
次に、香春町役場で i-MiEVから給電した検証項目は、
    ①携帯電話 30台（スマートフォン 15台、フィーチャーフォン 15台）の充電
    ②電気ケトルによる湯沸し
    ③電気ケトルによる湯沸しとパネルヒーターの同時稼働
を検証項目ごとに使用電力量を計測した。
以下の表 5.14に検証結果を示す。
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Table5.14 Result of power supply verification at Kawara Town Office 
項番 検証項目 検証結果 検証風景
1 
携帯電話（30台）
の充電
スマートフォン：
15台
フィーチャーフォ
ン：15台
●携帯電話 30 台がフル充電になる
まで充電
※スマートフォン1台がフルに充電
されなかった（98％まで充電）
※携帯電話もしくは充電器の故障
が考えられる
2 
電気ケトルでの湯
沸し
●電気ケトル：450mℓ 800W（定格
出力）
・4回煮沸：1.8ℓの湯を確保
   ⇒カップ麺：約 6個分
   ⇒粉ミルク：約 7.5本分
3 
電気ケトルでの湯
沸し
パネルヒーター稼
働
●パネルヒーター：150W（定格出
力）
 ・約 30分間稼働
●電気ケトル：同上
 ・4回煮沸：1.8ℓの湯を確保
   ⇒カップ麺：約 6個分
   ⇒粉ミルク：約 7.5本分
※同時稼働すると、MiEV Power 
BOXの過負荷警告灯が点灯した
使用電力量の計測結果を以下の図 5.21に示す。
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Fig.5.21 Measurement result of electric energy used at Kawara Town Office 
日明工場から北九州市小倉北区役所までのルートを以下の図 5.22に示す。
Fig.5.22 Route map from the Hiagari Plant to Kokurakita Ward Office 
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日明工場から小倉北区役所までの往復の距離及び移動に使用した電力量の計測結果
は、以下の表 5.15のとおりである。
Table5.15 Measurement result of the round trip distance from the Hiagari Plant to Kokurakita 
Ward Office and the amount of electricity used for the movement 
日明工場から小倉北区役所までの往路距離（km）(A) 6.3 
小倉北区役所から日明工場までの復路距離（km）(B) 6.3 
往路消費電力量（kWh）(C) 1.20 
復路消費電力量（kWh）(D) 1.20 
小倉北区役所で給電に使用可能な電力量（kWh）(E) 
(E)  = 16（kWh）（i-MiEVの電池容量）‐｛(C) + (D)｝
13.6 
次に、小倉北区役所で i-MiEVから給電した検証項目は、
    ①携帯電話 100台（スマートフォン 50台、フィーチャーフォン 50台）の充電
    ②電気ケトルによる湯沸し
    ③テレビとビデオデッキによる映像出力
    ④電灯（白熱電球、LED）点灯による明かりの確保
を検証項目ごとに使用電力量を計測した。
以下の表 5.16に検証結果を示す。また、使用電力量の計測結果を以下の図 5.23に示
す。
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Table5.16 Result of power supply verification at Kokurakita Ward Office 
項番 検証項目 検証結果 検証風景
1 
携帯電話（100
台）の充電
スマートフォ
ン：50台
フィーチャー
フォン：50台
●携帯電話 100 台がフル充電になるまで充
電
※スマートフォン 4 台がフルに充電されな
かった（それぞれ 90％ 93％ 93％ 99％まで
充電）
※携帯電話もしくは充電器の故障が考えら
れる
※100台を同時に充電を開始した際、瞬間的
に 40Aの電流が流れ、MiEV Power BOXの過
負荷警告灯が点灯した
2 
電気ケトルで
の湯沸し
●電気ケトル：1200mℓ 900W（定格出力）
・3回煮沸：3.6ℓの湯を確保
   ⇒カップ麺：約 12個分
   ⇒粉ミルク：約 15本分
3 
テレビとビデ
オデッキによ
る映像出力
●テレビ＆ビデオデッキ 定格出力 112W 
 ・26分 15秒稼働
 ・実験場所までアンテナ線が伸ばせなかっ
たため DVDを再生
4 
電灯 白熱電
球と LED の
点灯
●白熱電球 定格出力 80W 2台、LED 定格出
力 6W 2台
 ・白熱電球 2台を先に点灯し、その後 LED2
台を点灯した
・合計で 17分 33秒点灯
5 
LEDとテレビ
とビデオデッ
キと電気ケト
ルの同時稼働
●電気ケトル：1200mℓ 900W（定格出力）
●テレビ＆ビデオデッキ 定格出力 112W 
●LED 定格出力 6W 2台
 ※同時に稼働させると MiEV Power BOX
の過負荷警告灯が点灯した
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Fig.5.23 Measurement result of electric energy used at Kokurakita Wad Office 
北九州市小倉北区の予定避難所（大規模避難所：メディアドームを除く）では、受け
入れ可能人員が 6名～680名となっており、中でも最も件数が多いのは小中学校の体育
館でその受け入れ人員は概ね 200名～400名となっている。そこで 400名の避難所を想
定した場合、携帯電話の充電は全員分を充電することで 4.5kWhを利用するので、携帯
電話の充電のみの場合、3日分給電可能である。災害時に避難者が情報収集のために必
要であるテレビは、単独で 138時間の視聴できる。規模が大きいことを想定し、1日で
あれば 5台のテレビを約 26時間視聴することが可能であり現実的である。電灯は白熱
電球と LEDをそれぞれ利用したが、このような使用の場合でも約 196 時間点灯するこ
とができる。避難所の規模を想定して、20 台の電灯を利用する場合でも 19.6 時間点灯
することができ、夜間のみの使用であれば、2日分使用可能であり現実的である。湯沸
しは 113 分を行うことが可能である。ただし、湯沸しは電力を最も必要とするため、
電気でのみ稼働できる機器への給電を考えた場合、電気以外にもガス・灯油・焚火など
で行うことと組み合せて行う必要がある。
以上の全てを i-MiEVからの給電をする場合、小倉北区内の受け入れ可能人員 400名の
避難所であれば、概ね 3台の三菱 i-MiEV を利用すると、2 日分の避難所の必要最低限
の給電することができる。
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5.3.3 自治体庁舎への電力輸送の実証
 自治体庁舎への電力輸送の実証は、小倉北区役所まちづくり整備課の協力を得てまち
づくり整備課の事務室で行った。また、日明工場で充電して小倉北区役所まで輸送する
ことを想定して実証を行った。以下の図 5.24 に日明工場から小倉北区役所までのルー
ト図を示す。
Fig.5.24 Route map from the Hiagari Plant to Kokurakita Ward Office 
小倉北区役所庁舎では、職員が業務で利用するイントラネット環境や業務システムの
災害時の電力供給の想定としては、サーバやネットワーク環境については庁舎の自家発
電機からの給電を行い、軽油が続く限りネットワークやシステムは止まらない想定とな
っているが、パソコンについては災害対応のために小倉北区役所総務企画課およびまち
づくり整備課の必要最低限の 3台のイントラ PCのみを想定した設計となっている。こ
のイントラ PCの台数では、停電が発生するような大規模災害の場合、災害対応業務で
使用するイントラ PCが不足して災害対応業務を十分に行うことができないことが予想
される。そこで、本研究の実証では、通常業務で利用しているパソコン 10 台、プリン
タ 1台、HUB2台を庁舎から i-MiEVからの給電に接続しなおして、まちづくり整備課
の職員には通常業務と同じように使えるため意識せずに利用してもらう旨伝えて、通常
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業務と同様に利用してもらった。その中で i-MiEVからの給電で上記機器類が問題なく
利用できるかを検証した。検証した概要図を図 5.25に示す。
Fig.5.25 Schematic diagram of power supply to municipal government building 
i-MiEV からイントラ PC10 台、プリンタ 1 台、HUB2 台の機器への給電を 2 時間 20
分行った結果であるが、プリンタの稼働中が最も電力の消費（約 1200W で、アラート
が出る場合、出ない場合があった。）が大きいものの、この構成であれば瞬間消費電力
も i-MiEV からの給電に耐えうるものであった。また、2 時間 20 分の実証から i-MiEV
を充電するために日明工場までの移動に利用する電力を考慮して、これらの機器の利用
であれば約 38 時間給電することが可能であることが分かった。電力会社が災害時等で
発生する停電の復旧を概ね 72時間としていることに当てはめた場合、2台の i-MiEVで
乗り切ることが可能になる。公用車で電気自動車を 50台以上保有する北九州市の場合、
災害対応業務の拠点となる区役所（7か所）への同様の機器を稼働するために必要な給
電についても十分対応できることが分かった。
5.4 まとめ
 本章では、三菱自動車工業㈱の i-MiEVで実際に走行してその消費電力量を計測し、
走行距離と標高差から消費電力量近似関数を導き出した。さらに、GIS、DEM、道路ネ
ットワークと導き出した消費電力量近似関数を利用して電気自動車が走行中に使用す
る消費電力量をマップ化する技術を構築し、北九州市小倉北区の日明工場から北九州市
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八幡東区の皿倉山頂上をとおり八幡西区へ抜けるルートで標高差の大きいエリアにお
ける消費電力量について標高差を用いないマップと比較検証した。検証した結果、皿倉
山の頂上付近では電力量が多く消費され、八幡西区に抜けるルートでは下りが続くため、
電気自動車特有の回生エネルギーにより、蓄電される（消費電力量がマイナス）ことを
マップ上に表現できることを確認した。また、同じく日明工場から福岡県東部の行橋市、
豊前市へ抜けるルートでは、標高差が少ないため、標高差を用いたマップと標高差を用
いないマップを比較検証すると、双方にほとんど差がないことを確認した。さらに、日
明工場から大分県中津市を抜けて大分県北部の山間部を抜けるルートでは、山間部の頂
上付近では標高差を考慮しないマップは、まだ走行可能な電力量が残っているが、標高
差を考慮したマップでは、ほぼ電力を使い切った状態になることを確認できた。
 この技術は、我々の研究チームがさらに走行データを取得して消費電力量近似関数を
変更して精度を向上している。また、i-MiEV だけでなく、日産自動車の LEAF の消費
電力量マップの作成も行っているなど車種の展開にも繋がっている。
 また、電気自動車の Vehicle to Xの活用事例として消費電力量マップを活用し、災害
時の避難所や自治体庁舎への給電について実証を行った。避難所への給電については、
北九州市周辺の直方市、行橋市、苅田町、香春町への給電を日明工場または皇后崎工場
から充電することを想定して実証を行った。携帯電話 30台（スマートフォン 15台、フ
ィーチャーフォン 15台）、電気ケトル、電気ヒータ （ー直方市を除く）への給電を行い、
i-MiEV を充電するために移動で利用する電力を考慮しても、これらの自治体規模の避
難所で必要になる電力の供給は十分に可能であることが分かった。さらに、北九州市の
小倉北区の大規模な避難所（収容人数 400名）を想定した実証では、携帯電話 400台（ス
マートフォン 200 台、フィーチャーフォン 200 台）への給電であれば i-MiEV1 台で 3
日間可能であることや TV5 台と携帯電話 400 台であれば、i-MiEV1 台で 1 日の給電が
可能であることも確認でき、大規模な避難所への給電も対応できることが分かった。最
後に自治体庁舎への給電では、イントラ PC10台、プリンタ 1台、HUB2台への給電を
実証したが、i-MiEVを充電するために移動で利用する電力を考慮した場合にも i-MiEV1
台で約 38時間給電できることを確認した。これは、公用車で電気自動車を 50台以上保
有する北九州市では、災害対応拠点となる区役所（7か所）への給電も可能であること
が分かった。これらのことから Vehicle to Xの新しい活用事例を示すことができた。
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第 6章 クラウドコンピューティング技術を利用した GISと防災・
減災への活用
6.1 クラウドコンピューティング技術を利用した GISと防災減災への活用
 筆者らが北九州市の業務で構築したクラウドコンピューティング技術を利用した
GISと防災減災への活用可能な以下に示す 3つの新しい仕組みについて述べる。これは、
SNSや TVといったメディアと地図をクラウドコンピュ―ティングで連携する仕組み
である。
①Twitterの投稿情報から被害状況把握に役立つ投稿の抽出と投稿内容のPOIから
の位置情報付与による被害状況把握支援システム
  ②TVのデジタル放送と地理空間情報プラットフォームをインターネット経由で連
携した G空間放送基盤
  ③電力会社が公開した停電エリア情報から作成した停電エリアマップ
Twitterとの連携は、Twitterで投稿された情報を収集するために Twitterが用意す
る APIを利用する必要がある。利用については、検索条件を APIに入力して APIから
該当する検索結果を出力される結果を取得する流れで行うが、この一連の流れをサーバ
上の自動処理で行うためには、インターネット上に存在するサーバを利用する必要があ
る。また、APIからの検索結果を地図で表現するためには、ArcGIS Onlineのクラウド
環境を利用する必要があり、こちらもインターネット上に存在するサーバ間でのデータ
のやり取りが必要になる。つまり、個々のサーバで保有される情報をリンクするマッシ
ュアップなどのクラウドコンピューティング技術を活用する必要がある。次に、TV局
とのデータ連携についても費用を抑制しながら実施するためには、専用環境を準備する
のではなく、TV局側のインターネット上に存在するサーバとのやり取りが必要になる。
その点においてもクラウドコンピューティング技術を利用する必要がある。これらの処
理の流れを利用するために必要なクラウドコンピューティング技術は、HaaS 
(Hardware as a Service)である。
これまで北九州市では、業務の効率化と情報システムの再編計画を策定し、政令指定
都市としては初めて大規模なプライベートクラウドを構築した。庁内および関係機関の
情報システムの全体最適化を図る目的にとどまらず北九州地区電子自治体推進協議会
を母体として平成 25 年 1 月から共同データバックアップ事業を開始し、東日本大震
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災の被災自治体である岩手県釜石市等の住民基本台帳等の住民情報のバックアップ機
能を果たしている。この取り組みは、基礎自治体が整備した高信頼性のクラウド環境を
利用したHaaS (Hardware as a Service)である。この環境を利用して北九州市では、
周辺自治体との GISの共同利用を行っている。つまり、自治体が利用するデータのセ
キュリティ面を考慮して、パブリッククラウドの環境に蓄積することは困難であること
を踏まえ、自治体が作成するデータは北九州市のプライベートクラウドに蓄積され、最
新の様々な機能、サービスは民間企業が提供しているパブリッククラウドを利用すると
いうハイブリッドクラウドを構築している[6]。本研究では、この北九州市が準備した
HaaSの機能を持ったハイブリッドクラウドを利用することで、Twitter、TV局および
電力会社の発信する電子メールとの連携で生み出したサービスと自治体が保有するデ
ータをサーバ上でマッシュアップすることが可能となり、民間企業が保有するデータと
自治体が保有するデータを同じアプリケーション上で双方が持つデータから分析処理
を行い、表現することができるようになった。
6.1.1 Twitterの投稿情報から被害状況把握に役立つ投稿の抽出と投稿内容の POIから
の位置情報付与による被害状況把握支援システム
これまでの Twitterを利用した投稿情報からユーザの要求する情報を抽出する手法
は、国立研究開発法人情報通信研究機構(NICT: National Institute of Information and 
Communications Technology)が構築した手法でユーザが要求する情報に関連するキー
ワードを登録してそのキーワードが入った投稿情報を抽出する手法や前後の投稿情報
の文章を使って文章が示す意味を解析した上で抽出する手法であった。また、位置情報
付きで投稿された投稿情報だけを地図へプロットする方法が存在している。しかし、こ
の手法では、キーワードが入っていない投稿は抽出されない。また、前後の投稿情報の
文章を使って抽出する手法は、処理に時間がかかりリアルタイムの抽出に適してないや
文章の解析を行う専門性が必要になるという課題があった。さらに Twitterにおける位
置情報付きの投稿は、約 0.2%と言われており[79]、地図上で投稿情報をプロットする
ことを想定するとほとんどの投稿を地図にプロットできないことになる。また、投稿情
報からGoogle MapsのAPI (Application Programming Interface)を利用して市町村や
ランドマークなどに位置情報を付与する仕組みもあったが、ピンポイントに位置情報を
付与する手法としては不完全な手法であった。
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そこで、本研究では Twitterの投稿情報から災害時の被害状況把握に役立たない情報
を排除し、地理空間情報プラットフォームに集約して活用する仕組みを構築した。
Ⅰ Twitterの一般公開 APIを用いて自動的に投稿情報を収集する。
Ⅱ 地理空間情報プラットフォーム上に構築した災害時の投稿情報を格納するデ
ータベースに以下の処理を実施後に格納する。
    ①投稿内容に POI (Point of Interest)を含むものについては、SNS (Social 
Networking Service)ジオコーダーから位置情報を付与する。
    ②災害に関係のない Twitterユーザ及びキーワードを含む投稿を排除する。
③取得・格納したデータはインターネット上または閉じられた環境でも
WebGISで参照できるインターフェイスを構築する。
 まず、Twitterの情報を地理空間情報プラットフォームに自動的に取り込むための手
法としては、公開されている Twitterの APIを利用した。
 次に、投稿内容に POIを含むものに位置情報を付与する手法としては、㈱ゼンリン
の POI情報を利用して SNSジオコーダーを作成する手法を構築した。㈱ゼンリンの
POI情報は、Google Mapsでは保有していない位置情報を持っており、これまでより
も位置情報の付与精度が向上する。また、㈱ゼンリンの POI情報は SNSジオコーダー
としてDB化する際に、地名＋コンビニ名称などを検索することを想定するなどGoogle
の APIと比較して自由度が増すことが挙げられる。これにより、「〇〇駅前の△△コン
ビニ」や「■■町の●●スーパー」などの投稿内容にもピンポイントで位置情報を付与
することができるようになった。図 6.1に位置情報を付与する手法の概要図を示す。
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Fig.6.1 Schematic diagram of a method for imparting the position information 
 次に、これまでの手法では、ユーザが必要とする情報を抽出する際に、キーワードや
前後に投稿した内容から関連性を判断していたが、本研究ではユーザが必要する情報に
関係のない Twitterユーザやキーワードを排除する手法を用いた。また、本研究では、
平成 27年 8月 25日の台風 15号の被害状況を把握することを目的として被害把握に関
係のない Twitterユーザを NGユーザ、同じくキーワードを NGキーワードとして DB
化して排除する手法を構築して実証した。ここで、Twitterユーザを排除する目的は、
地域のニュース、天気や特定の店舗情報を投稿している Twitterユーザが存在するため
である。次にキーワードを排除する目的は、Twitterユーザとして排除する必要はない
もののユーザが抽出したい情報と異なる内容の投稿を排除するためである。これらの手
法を用いて以下のとおり実証を行った。
【実施エリア】
■北九州市範囲
   中心緯度：33.7633 
   中心経度：130.7616 
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   半径：40km 
Fig.6.2 Demonstration area map 
■対象とする災害
2015年 8月 25日の台風 15号
■結果
2015年 8月 24日 21時～2015年 8月 25日 21時までに投稿された Twitterの投
稿 532,103件に対してNGユーザ、NGキーワードを登録して削除した結果、143件
の投稿を抽出することができた。そのうち、災害の被害状況把握に役立つ投稿が 45
件存在した。つまり、抽出したデータの約 31.5%のデータが役立つデータとなった。
これは 2014年に実施した G空間シティ構築事業で抽出した結果である約 5%と比較
して約 6倍の精度向上を実現することができた。表 6.1に実証結果一覧表を示す。
Table6.1 Demonstration result list 
中心点
緯度：33.7633
経度：130.7616
半径：40km
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  また、時系列ごとに雨量と抽出した投稿件数と被害状況把握に役立つ投稿件数の関
係性を表すグラフを図 6.2に示す。
  図 6.2の①については、「台風こわい」などの台風への心情を語った投稿が多いも
のの中には被害状況の詳細な写真を投稿が含まれており、被害状況把握に役立つ投稿
の割合が低くなっている。続いて②については、風雨が収まり、自宅等の周辺を見て
回った結果を投稿したものが多く、被害状況把握に役立つ投稿の割合が高くなってい
る。最後に③については、大規模商業施設およびその周辺で停電が発生したため、大
規模商業施設にいた Twitterユーザからの投稿が多かった。また、他の時間帯におい
ても停電情報は投稿されており、停電への不安を発信しているものが多くあったこと
から停電への関心が高いことが分かった。電力・エネルギー分野においても Twitter
による停電情報を把握したサービスの構築が可能となるため、今後研究を進めてサー
ビス構築に取り組みたい。
  図 6.3に被害状況把握に役立つ投稿の位置情報付与の状況を示す。災害の被害を発
信した投稿であるため、位置情報付きで発信された投稿が 10件と全体の約 22.2%と
高くなっていることが分かる。また、45件中 35件が SNSジオコーダーで位置情報
を付与することができた。図 6.4に被害状況把握に役立つ投稿に添付されていた写真
を示す。いずれも被害状況が分かるとともに通行止め等の判断に有効である。
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Fig.6.2 Number of posts per time series chart 
Fig.6.3 Breakdown of granting position information on posts useful for grasping 
damage situation 
① ②
③
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Fig.6.4 Pictures attached to posts useful for grasping the damage situation 
 この抽出結果と件数を実際に災害対応業務にあたる部署に確認したところ時間ごと
の件数から被害状況把握に十分利用可能であるとの検証結果を得ることができた。
 本研究の実証では、災害時の被害状況把握で検証を行ったが、当モデルは、災害時の
被害状況把握以外にも様々な分野で活用することが可能な仕組みにしている。他の分野
で利用する場合に修正するのは、NGユーザと NGキーワードを修正する必要がある。
これまでのように前後の投稿情報の文面から判断する仕組みの場合は、心理学や文学等
の専門的知識が必要であった。必要とする情報に関係がないと思われるユーザとキーワ
ードを事前に登録するのみであるため、技術的な専門性は必要がない。本研究では、専
門知識を持たない自治体職員が NGユーザ、NGキーワードを設定して成果を出すこと
ができた。つまり NGユーザと NGキーワードを設定することは、情報を得ようとす
るユーザが簡単に設定できる。
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6.1.2 TVのデジタル放送と地理空間情報プラットフォームをインターネット経由で
連携した G空間放送基盤
筆者は、地理空間情報プラットフォームと TVのデジタル放送を連携した仕組みであ
る「G-motty TV」を TV局等と共同で構築した。この仕組みは、平成 27年度に実施さ
れた総務省「G空間防災システムと Lアラート連携推進事業」の実証実験で構築した
ものである。この機能で利用できる TVはインターネットに接続している TVのみであ
る。G-motty TVの構築の背景として、自治体が避難勧告・避難指示を発令した場合に
実際に避難する住民が少ないという課題がある。平成 25年の台風 18号の際の民間企
業の調査によると約 9割の人が避難勧告の発令があったにも関わらず、避難行動をとら
なかったことが分かった。理由は、「どこに逃げていいか分からなかった」が最も多く
47%を占め、「大丈夫だろうと安易に予測した」などが多かったことも分かった。この
対応として、地理空間情報と TVなどのメディアが連携した効果的な住民への情報伝達
手段が必要である。さらに、このような情報伝達手段は、付録の 1.2.1で示すとおり、
平常時から利用しておかなければ災害時には利用できない。そこで、実証実験では、平
常時に地域情報ポータルサイト G-mottyのコンテンツであるイベント情報、季節の情
報を配信した。さらに、TV局が保有する番組で紹介したお店情報を G-motty側に提供
することで詳細な地図表現が難しい TVの弱点を地図での表現が得意な G-mottyが補
完する仕組みを構築した。
G-motty TVの概要を図 6.5に示す。
Fig.6.5 Overview of G-motty TV 
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図 6.5の X（避難情報配信機能）について述べる。Ｇ空間放送の特徴としては、あら
かじめ G-motty のホームページで住所等の個人の基本情報と受像機の B-CAS 番号を登
録することで、受信者の位置を識別した個別・具体的な避難情報等の提供を行うもので
ある。これまでの手法では、ユーザに IC カードおよびカードリーダーを配布して、IC
カードにユーザの住所、氏名などの情報を登録し、TV がその情報を取得して個別具体
的な情報を配信するものであったが、この手法の実現により、IC カードおよびカード
リーダーを廃止することが可能となった。Xを実現するために必要な機能フロー図を図
6.6に示す。
Fig.6.6 Function flow diagram of evacuation information distribution 
 図 6.6に示すとおり、Xは 3つの機能から構成される。
●機能①
  機能①では以下の項目を地域情報ポータルサイトG-mottyから登録できる機能を
構築した。図 6.7に登録画面を示す。
・B-CASID 
・生年月日
・表示名
・現住所
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Fig.6.7 B-CAS card registration screen 
   次に、登録した B-CAS カード情報をインターネットに接続した TV から認証を
行う機能である。この機能では、TVに挿入されている B-CASカードの情報と地域
情報ポータルサイト G-mottyで登録した生年月日を TVで入力することで認証を行
う。
 ●機能②
   避難発令エリアにある TVを抽出し、放送局へ避難発令情報を送信するアプリケ
ーションを作成した。図 6.8 の青い点が B-CAS カードを登録している人の場所、
赤色（避難指示）、黄色（避難勧告）、青色（避難準備情報）のポリゴンは避難情報
が発令されているエリアを表している。「G 空間放送への発報」ツールを実行する
と、ポリゴンに含まれる B-CAS カードを登録している TV を抽出し、その避難発
令情報データを TV局へインターネット経由で送信する。
TVの位置情報と自治体が発令する避難発令情報を GIS上で重ね合わせて抽出す
ることで避難情報を個別の TVに送付することができるのである。この機能により、
これまでの仕組みで必要だった IC カードとカードリーダーを廃止することができ
るようになった。
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Fig.6.8 Web application that sends evacuation issuance information to TV station 
 ●機能③
   機能②のデータが放送局に送信されると、通常のデジタル放送波に B-CAS カー
ド情報と避難発令情報を埋め込んで流すことで、B-CAS カードの情報から特定の
TV が上記放送波を受信すると、図 6.9 のように TV のデジタル放送の文字情報表
示エリアに避難発令情報が表示される。
Fig.6.9 TV screen displaying evacuation issuance information 
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   図 6.9から分かるとおり、B-CASカードを登録した TVに対して TVのあるエリ
アに発令されている避難発令情報を個別具体的（登録した氏名と避難発令情報に合
わせた避難誘導方法など）に表示することができる。これは、前述の避難発令がさ
れたにもかかわらず避難しなかった理由の「大丈夫だろうと安易に予測した」に対
して氏名を表示することで危機意識を持ってもらうためである。
図 6.10 に異なるエリアにある TV を想定した実証中の画面を示す。図 6.10 の左
側は北九州市小倉北区大手町にある TVで、右側は直方市殿町にある TVとして登
録をしたものである。図 6.10 は、災害による避難勧告を直方市殿町にのみ発令し
た時の実証結果であり、右側の TVのみ黄色の災害時の避難勧告発令モードになっ
ていることが分かる。
Fig.6.10 Comparison of screen display of TVs in different areas 
次に、図 6.5の Yについて述べる。TVでは電波で送信できるデータ容量の技術的な
制約のため、TV 画面に詳細な地図情報を掲載することが難しい。そのため、放送後に
視聴者が番組で紹介したお店等の場所などの情報を TV 局に問い合わせることが多い。
そこで、この実証では、TV が紹介したお店等の情報を TV 局が自社のホームページに
掲載すると自動でデータ連携を行い、地域情報ポータルサイト G-mottyにマップ情報と
して掲載する仕組みを構築した。これにより、視聴者は詳細な地図情報を地域情報ポー
タルサイト G-mottyから見ることができるようになる。また、作成したマップは、付録
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の 1.2.2で示すアプリケーションである G-motty Mobileからも見ることができるように
なっている。なお、作成したマップは、番組が終了したため、現在は見ることができな
いようにしている。図 6.11に作成したマップ等のイメージを示す。
Fig.6.11 Image map of cooperation with TV station 
このTVから地理空間情報プラットフォームへのデータの連携機能を利用することで、
TVを視聴中に dボタンを押して表示するデジタル放送画面に TV番組で紹介された店
舗等を掲載してここへ行くボタンを準備する。このボタンを視聴者が押すとインターネ
ットを介して、地理空間情報プラットフォームに作成した自分専用の地図（マイマップ）
に当該店舗の情報が登録され、詳細情報を見るとともに G-motty Mobileを利用するとナ
ビゲーション機能で当該店舗までのルート表示を行うことができるようになる。今後、
このサービスをTV局と共同で構築する予定である。サービスの概要図を図6.12に示す。
Fig.6.12 Outline of service in which G-motty TV and G-motty mobile cooperate 
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以上のことから、取材を重ねて大量な情報を持っている TV局と地理空間情報プラッ
トフォームが連携した G空間放送基盤を構築することができた。TV局の取り扱う情報
は位置情報とのマッチングが良いものが多く、同じく位置情報とのマッチングの良い自
治体が保有する情報とマッシュアップすることで住民にとってより便利な情報を配信
することが可能になる。
次に、平常時の G-mottyと TVの連携について述べる。災害時に有効な TVを利用し
た仕組みも平常時から利用していないものは、災害時には利用することはできないとい
う考え方に則り、G-motty TVでは、平常時に利用するコンテンツとして、
①イベント情報
②季節情報
を配信できるようにした。
 ①イベント情報
  地域情報ポータルサイト G-mottyで自治体、民間企業、大学及び地域住民から収集
しているイベント情報のうち本日のイベントのみ TVへ連携した。また、地域情報ポ
ータルサイト G-mottyで管理しているイベントジャンルごとの検索機能も構築した。
さらに、データ放送の帯域を考えて、視聴者が詳細を知りたい場合は、2次元バー
コードから G-mottyにアクセスして見られる環境を準備した。以下の図 6.13にイベン
ト情報表示画面を示す。また、連携する地域情報ポータルサイト G-mottyのイベント
情報画面を図 6.14に示す。
 ②季節情報
  地域情報ポータルサイト G-motty では、付録の 1.2.2 で示すみんなで作る地図で住
民から収集した情報で紅葉スポット、お花見スポット、ホタルを見られる場所など季
節情報を保有している。これらの情報をイベント情報と同様に TVに表示される 2次
元バーコードで連携してユーザが詳細な情報をG-mottyにアクセスして見ることがで
きる環境を準備した。
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Fig.6.13 TV screen displaying event information 
Fig.6.14 Regional information portal site G-motty event information screen
6.1.3 電力会社が公開した停電エリア情報から作成した停電エリアマップ
6.1.1で示した Twitterの投稿でも分かるように停電に関する市民の関心は非常に高い。
また、インターネットや情報システムが普及した近年では、停電が発生すると多くの住
民生活に影響が出る。そのため、本研究では、第 5章で示したとおり、避難所や自治体
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庁舎が大規模災害等で停電した場合に電気自動車を利用して電力を輸送するシステム
を構築した。この電力輸送を判断するためには、停電エリアの情報を迅速に把握する必
要がある。各エリアの電力会社は、災害等で発生する停電エリアの情報をテキストデー
タでホームページ上に掲載し、必要なユーザには電子メールで停電の発生を知らせるサ
ービスを展開している。図 6.15に九州電力の停電エリアの携帯メールサービスから送
信されるメール例を示す。本研究では、電力会社が電子メールで送信する停電エリア情
報（テキスト情報）地図へ展開する仕組みを構築して、災害等で発生している停電情報
をマップ化する手法を構築した。
Fig.6.15 Example mail sent from mobile mail service 
 図 6.15のメールの本文は電力会社が定型化している。赤枠で囲んだ部分が停電エリ
アをテキスト情報で表示した部分になる。この停電エリアの情報は、町ごとになってい
るため、停電エリア用ジオコーダーを DBとして構築する必要がある。本研究では、ゼ
ンリン住宅地図の町丁目ポリゴンを町ごとにマージして町ポリゴンを作成した。住所
（町まで）と町ポリゴンを結び付けるため以下の項目の停電エリア用ジオコーダーDB
を構築した。
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Table6.2 Geocoder item list for power failure area 
項番 項目名 データ型
1 住所コード Double 
2 住所（テキスト） Text 
3 座標 Double 
 次にメールサーバで電力会社からの上記メールを受信した場合に、Windowsのバッチ
処理でメールのテキスト情報からエリア情報と停電の発生または復旧の情報を取得す
る。その情報から停電エリア用ジオコーダーDBを利用して地理空間情報に変換して
GISに取り込むことで該当するエリアのポリゴンに色付けして停電エリアを可視化す
ることができる。図 6.15のメールから停電エリアを表示した地図を図 6.16に示す。こ
れにより、リアルタイムに停電情報を地図上で把握することが可能になった。
Fig.6.16 The map showing power outage area 
6.2 まとめ
 第 6章では、クラウドコンピューティング技術を利用した GISと防災・減災への活用
について構築した新しい仕組みと検証結果を示した。Twitterの投稿情報から被害状況把
握に役立つ投稿の抽出と投稿内容の POIからの位置情報付与による被害状況把握支援
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システムでは、これまでのユーザが抽出したい情報に関係するキーワードを登録して関
係する投稿情報を抽出する方法ではなく、関係のないユーザとキーワードを NGユーザ
と NGキーワードとして登録して抽出する仕組みを構築した。実証では約 53万件の投
稿情報から災害時の被害状況把握に利用可能なデータを抽出して、143件の投稿を抽出
し、そのうち 45件が実際に利用可能なデータであった。つまり、抽出した投稿の約 31.5%
が利用可能なものであり、2014年に実施した G空間シティ構築事業で構築した仕組み
の約 5%から 6倍の精度向上を実現した。また投稿の時系列ごとに投稿件数をグラフ化
して実際に災害対応業務に従事する部署に検証を依頼した結果、時間ごとに見た場合十
分に業務に利用できることが確認できた。この仕組みはクラウドコンピューティングが
利用できる仕組みを保有していれば、電力・エネルギー分野においても活用可能である。
実証結果から停電に関する市民の関心の高さが分かったため、今後電力・エネルギー分
野のサービスにおいても Twitterを活用したサービスに繋がる研究を進めていきたい。
次に、デジタル放送と地理空間情報プラットフォームが連携した G空間放送基盤の
構築では、地理空間情報プラットフォームから TVへのデータ連携と TVから地理空間
情報プラットフォームへのデータ連携の仕組みを構築した。地理空間情報プラットフォ
ームから TVへのデータ連携では、これまで個別具体的な避難情報を TVに表示するた
めに必要であった ICカードとカードリーダーを廃止することができるようになった。
また平常時のデータ連携として地理空間情報プラットフォーム上で管理しているイベ
ント情報を TVのデジタル放送画面に表示させることを可能にした。これにより、パソ
コンやタブレット端末を利用しない高齢者等にもテキスト情報でTVを通じてイベント
情報を配信することが可能になった。次に TVから地理空間情報プラットフォームへの
データ連携では、TV番組で紹介した店舗の情報を地理空間情報プラットフォームへ連
携して視聴者が地図を利用してその情報を見ることができるようにした。この仕組みを
利用することで今後、視聴者が TVのデジタル放送画面から気になった情報を地理空間
情報プラットフォームへデータを連携して、番組が終了した後に実際に店舗等に行ける
ようにするサービスを構築する予定である。このように TVと地理空間情報プラットフ
ォームの相互データ連携により、相互に得意な分野を活かしてお互いの苦手とする分野
を相互補完する情報発信の基盤となる G空間放送基盤を構築することができた。この
仕組みもまたクラウドコンピューティングを利用できることが前提であるが、電力・エ
ネルギー分野においても活用可能である。例えば、翌日の天気予報と連動した日射量予
測などの仕組みなどは実現可能なサービスといえる。今後、日射量シミュレーション
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DBのクラウドコンピューティング上でのサービス開始後に更なる研究を進めて実現し
ていきたい。
最後に電力会社の携帯メールサービスを利用した停電エリアマップを構築した。これ
まで、テキスト情報で公開されていた停電エリアの情報について視覚的に地図を利用し
て確認できるようになった。電力・エネルギー分野での活用としては、第 5章で述べた
電気自動車を利用した電力輸送システムで電力を輸送する際の判断支援に利用できる
と考えられる。今後、自治体等と実証して実用化に向けて研究を進めていきたい。
以上のように、クラウドコンピューティング技術を活用することで様々な分野の既存
サービスと地理空間情報プラットフォームを接続して位置情報を付きの新たなサービ
スを構築することが可能であることを示した。特に災害時には速やかな対応が求められ
るため、位置情報を活用して迅速な判断を支援することは重要である。電力・エネルギ
ー分野のサービスもクラウドコンピューティング技術を活用して他の分野のサービス
と連携して新たなサービスを構築することが可能と考える。今後も研究を進めて、他分
野と連携したサービスの構築に繋げていく予定である。
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第 7章 結論
 本研究は、太陽光発電に関わる日射量、電気自動車による貯蔵エネルギー輸送の観点
から平常時から災害時までシームレスに活用可能な、地図とエネルギー情報を結合した
新しい概念を提唱することを目的として研究を進めてきた。
太陽光発電に関わる日射量解析においては、
1. 地理空間情報を作成、管理、表現、検索、分析および共有することができる GIS
の特徴を活かして、建物、樹木などの高さ情報と太陽軌道をリンクさせて天候条件
を晴れとした建物や樹木等の影の影響を考慮した日射量をマッピングする日射量
シミュレーションシステムおよび日射量シミュレーションDBを構築する手法を提
案した。
2. 過去の気象条件を考慮したNEDOの全国日射量マップとGIS上でリンクすること
で日射量シミュレーションシステムとDBに過去の気象条件を取り込む手法を確立
した。この手法を応用すれば、設置した全天日射量計などのセンサと連動すること
でリアルタイムに GIS上で建物や樹木の影を表現することができる。
3. 災害時の応用として、電源供給を配電線敷設と太陽光発電システムと蓄電池で行
った場合の費用を地図上で比較することが可能なツールを開発した。この手法によ
り、自治体が災害の復旧復興時に建設する応急仮設住宅への給電方法を検討する支
援を行うことができるようになった。
4. GIS、UAV および赤外線カメラを用いて、ホットスポットや点検箇所の位置情報
とリンクした太陽光発電システムの点検システムを開発した。これにより、点検業
務と修繕業務を分けることができるようになり、点検業務の効率化を図るとともに
点検にかかるコストを低減すること可能にした。
次に、電気自動車の走行に関するエネルギー解析について
5. 土地表面の標高データと道路ネットワークをリンクさせて道路面の標高データ
を作成し、走行距離と標高差から電気自動車の走行に関わるエネルギー解析を行う
消費電力量マップを構築する手法を提案した。これにより、電気自動車のユーザが
どこまで行けるかを標高差を考慮したことでこれまでより精度の高い手法を用い
て知ることができるようになった。
6. 災害時の応用として、電気自動車による電力を輸送する場合に消費電力量マップ
を活用する手法を提案した。これにより、災害対応業務の拠点や避難所などに電力
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を輸送する自治体が電力をどこまで輸送でき、どの程度給電することができるかを
輸送前にシミュレーションができるようになった。
7. GISとクラウドコンピューティング技術の融合により、地図情報と SNSや TVの
デジタル放送が連携した技術を提案し、災害等の停電時の電力・エネルギー分野に
おける活用の可能性を示した。
 得られた成果の今後の展望としては、日射量解析に関する技術や仕組みに関して
ⅰ. 開発中の魚眼レンズを利用した日射量推定システムとリンクすることで、15 分
後や 30 分後などの近い未来の日射量を予測した結果を地図上に表現できるように
なる。気象条件を考慮した日射量や近い未来の日射量マップは太陽光発電システム
への利用だけでなく農業分野への展開が可能であり、農業分野へのサービス提供を
見据えて民間企業との共同事業を実施中である。
ⅱ. 電源供給を配電線敷設と太陽光発電システムと蓄電池で行った場合の費用を地
図上で比較することが可能なツールは、災害時の応用として提案したが、海外で電
源供給がなされていない地域での電源の供給を検討する際に配電線の敷設と太陽
光発電システムと蓄電池による給電の費用比較をする際にも利用することが可能
である。
ⅲ. 太陽光発電システムの点検システムは、点検結果データを地図上に集積するこ
とで太陽光発電システムが設置されている環境（海の近くや山の中など）を考慮し
たアセットマネジメントに活用することが可能になる。
また、電気自動車の走行に関するエネルギー解析に関する技術や仕組みに関して、
ⅳ. 消費電力量マップをナビゲーションシステムに応用することで、ルート検索を
する際にこれまでの最短距離、所要時間、渋滞回避などに加えて消費電力の少ない
ルートを検索することができるようになる。
ⅴ. GIS とクラウドコンピューティングが融合した地図情報と SNS や TV のデジタ
ル放送が連携した技術と電気自動車を利用した電力輸送を組み合わせて応用する
ことで、災害時等の停電時に迅速に電力を供給できるようになる。
 以上のことから、本研究で構築した仕組みや技術の適用により、地球環境問題やエネ
ルギー枯渇問題を解決する糸口の 1 つである太陽光発電システムと電気自動車に関し
て日射量、貯蔵エネルギー輸送の観点から GISを用いて平常時から災害時までシームレ
スに活用可能な、地図とエネルギー情報を結合した新しい概念を提唱することができた。
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さらに、本研究で構築した仕組みや技術を応用することで近い未来の日射量の予測を地
図での表現、海外などの電源供給がなされていないエリアでの電源供給の検討を支援す
る仕組み、太陽光発電システムのアセットマネジメントを実現する仕組み、ナビゲーシ
ョンシステムと連携した電気自動車の走行支援システムなど地図とエネルギー情報を
リンクしたこれまでない新しい発想に基づいた仕組みに繋げる道筋を示すことができ
た。
本研究では、電力・エネルギー分野における太陽光発電システムと電気自動車をター
ゲットとして研究を行ってきたが、現実世界をパソコン上にモデル化することができる
GISは、本研究で示したとおり位置情報とリンクしたデータを用いた解析処理などを行
うことが可能であり、電力・エネルギー分野の他の課題を解決することができると考え
られる。
今後はさらに研究を進めて応用事例を実現していくとともに電力・エネルギー分野と
して展開した太陽光発電システムや電気自動車以外にも研究の幅を広げていきたい。
 謝辞
九州工業大学大学院 工学府 工学専攻 電気電子工学領域
- 155 - 
謝辞
本研究の遂行並びに当論文の作成にあたり、終始、懇切丁寧なご指導とご鞭撻を賜りま
した九州工業大学大学院電気電子工学系 三谷康範教授に心から感謝するとともに厚く御
礼申し上げます。
本研究・本論文の審査に際し、貴重なご意見、ご鞭撻いただきました九州工業大学大学
院電気電子工学系 白土 竜一教授、渡邊 政幸准教授、建設社会工学研究系 伊東 啓太郎
教授に深く感謝申し上げます。また、研究遂行のために様々な面で御協力いただいた九州
工業大学工学研究院電気電子工学系佐竹 昭泰助教、博士研究員Mr. Thongchart Kerdphol、
に深く感謝いたします。
総務省「G 空間シティ構築事業」および「G 空間防災システムと L アラート連携推進事
業」の研究遂行や北九州市の業務で従事した全庁 GIS 構築・運用事業にあたり様々な面で
ご協力いただいた兵庫県立大学大学院減災復興政策研究科 浦川豪准准教授、福岡県直方市
役所の職員の皆様、行橋市役所の職員の皆様、香春町役場の職員の皆様、苅田町役場の職
員の皆様、ESRI ジャパン株式会社の皆様、株式会社ゼンリンの皆様、株式会社パスコの皆
様、株式会社福岡放送の皆様、株式会社 NTTデータ CCSの皆様、北九州市建設局総務課主
査 友澤健吉氏をはじめとする北九州市役所の庁内 GIS-WGの皆様に深く感謝いたします。
研究の遂行にあたり、社会人博士課程で研究生活を共に過ごし切磋琢磨した九州工業大
学大学院工学研究院博士前期課程 渕野 凱氏、中山 俊太朗氏、横澤 功吉氏に感謝いたし
ます。
事務手続きや書類作成にあたり、手助けをしていただいた九州工業大学大学院電気電子
工学系三谷研究室事務補佐員 徳森 美希さん、豊嶋 藍子さん、ならびに公私共に様々な面
で御協力をいただきました九州工業大学三谷研究室、渡邊研究室の方々に心から感謝いた
します。
。
平成 29年 12月
著 者 塩田 淳
 付録
九州工業大学大学院 工学府 工学専攻 電気電子工学領域
- 156 - 
付録
1. これまでの GISの導入事例
 これまでの GISの導入事例について、国や全国の自治体を中心とした状況と北九州市
による GIS共同利用における状況について述べる。
1.1 国や全国の自治体を中心とした状況
GISは、国や地方自治体では、道路、トンネル、橋梁などの構造物の管理に利用され
てきた。GISの特徴である位置情報と構造物の諸元などの属性情報を地図上で管理する
ことに利用されてきた。
GISは、標高データや建物モデルを利用することで，3次元のマップを作成すること
ができる。その 3次元マップを利用して、災害のシミュレーションマップを作成し、住
民に危険性を認知してもらう取り組みを行っている自治体もある。中でも南海トラフ巨
大地震の津波で大きな被害が予想されている高知県では、来襲する津波の方向や挙動
を表したアニメーションをホームページから公開して県民に避難経路の再確認を呼び
掛けている[80]。次に、災害時の洪水シミュレーションの事例を示す。Google Earthと 3
次元データを活用して国土交通省の洪水情報をリアルタイムで取得し表示するととも
に 2mDSM を利用した洪水シミュレーションを統合してスマートフォンに表示してい
る[81]。
1.2 北九州市による GIS共同利用における GIS活用状況
上記の事例から DSMなど 3次元モデルを活用した事例や Google Earthを利用するな
どクラウド型 GISを利用したモデルも普及してきていることが分かる。次に、北九州市
による GIS共同利用における GIS活用状況について述べる。北九州市における事例は、
筆者が構築したものまたは構築においてシステム、運用について詳細設計まで行ったも
のである。北九州市による GIS共同利用では、以下の 3点がポイントとなる。
 ①平常時と災害時がシームレスに連携したシステムの構築
 ②クラウドコンピューティングを利用したシステムの構築
 ③データと情報システムの分離
1.2.1 平常時と災害時がシームレスに連携したシステムの構築
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国や全国の地方自治体などの事例からも分かるとおり、GISは地図を使った分かりや
すい表現が可能であるため、災害時の利活用にも優れた効果を発揮することができる。
しかしながら、これまでの災害発生後の教訓から「普段（平常時）からやっている事で
なければ災害発生時はやれない。」、「普段（平常時）からやっている事であっても災害
発生時はやれないこともある。」と言われており、情報技術などの専門技術を利用する
場合は、災害発生後にはじめて活用するのは困難である[82]。言い換えれば、災害時に
利用するアプリケーションなどは、国や地方自治体に関わらず民間企業などでも平常時
の業務で活用している仕組みでなければ災害対応で利用することはできない。また国民
の場合は平常時に見慣れたアプリ、画面、ホームページでなければ災害時に被害状況な
どの情報をすぐに取り出すことはできない。つまり、平常時と災害時のシームレスな連
続性が重要になる。このことは、電力・エネルギー分野における災害時を想定したサー
ビス構築時においても同様であり、意識しておく必要がある。また、自治体を対象とし
たサービスの場合は、自治体業務の平常時業務との連携を意識しておく必要がある。
北九州市による GIS 共同利用における GIS 活用では、平常時の業務を効率的・効果
的に遂行するための情報システムを災害時には利用するデータは異なるものの全く同
じ仕組みを利用することで職員が当たり前に利用できるようにシステムを構築してい
る[83]。そのイメージ図を以下の図 1に示す。
Fig.1 The image diagram of a system 
in which normal times and disasters cooperate seamlessly 
 まず、北九州市における平常時の GISの活用事例について述べる。北九州市では、デ
ータの整備とそのデータを更新し続ける仕組みを構築することが GIS 活用の幅を広げ
るという考え方に基づき、台帳管理に GISを活用している。台帳管理では、これまで紙
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で管理していた図面等を画像データ化してWindowsのフォルダに格納し、GISのフォル
ダリンク機能を利用して GIS上のレイヤと紐づけを行っている。これまで職員は、必要
に応じて倉庫などに図面を取りに行っていた。これにより、職員は机上のパソコンで
GIS を開き地物を検索して地物の紐づくフォルダを開くことで図面を入手できるよう
になるなど、業務が大幅に効率化された。そのイメージ図を図 2 に示す。本研究では、
第 4章において、この仕組みを応用した太陽光発電所の点検システムを構築した。
Fig.2 The figure of the ledger management using GIS 
 次に、北九州市における図 1の事例を示す。北九州市では、道路、河川、公園などの
土木分野では、道路に穴が開いている、河川の法面にひびが入っている、公園の遊具が
故障しているなど市民から通報が入った場合、現地調査を行っている。その際に、スマ
ートフォン用の現地調査用モバイル端末アプリを利用して、現地の状況、写真などを現
場で入力し、事務所に帰って状況報告やその後の補修などの処置を業者に指示するため
に利用している。これまでは、現地で写真を撮り、事務所に帰って報告用の書類、補修
指示用の書類を作成していたが、GISに登録した情報から指示書類を出力することで補
修指示用書類作成を省略し、業務の効率化に繋げている。
災害時には、アプリケーションは分けているが全く同じ仕組みを使って被害状況調査
に利用している。災害時の現地調査では、災害時現地調査用モバイル端末アプリの導入
前は、現地調査班は被害が発生した現場で調査および写真撮影を行った後、事務所に戻
り状況報告を行い、さらに次の現場へ行くという作業を繰り返していた。導入後は、現
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場で調査および撮影した写真を災害時現地調査用モバイル端末アプリで入力し、事務所
へ調査を完了した旨の電話連絡を事務所に行い、すぐに次の現場へ向かうという作業を
繰り返すことになる。つまり、現場と事務所の往復する時間を短縮でき、被害把握にか
かる時間を短縮することができた[6]。この仕組みを用いて実証実験を行い短縮できた
成果を以下の表 1に示す。図 3に現地調査用モバイル端末アプリの事例を示す。また、
災害時の現地調査の業務フローを図 4に示す。
Fig.3 The case of Mobile Terminal Application for Field Survey 
Fig.4 Business flow diagram of field survey at the time of disaster 
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Table1 The reduction effect table using mobile terminal application 
次に、地方自治体では災害発生直後は災害発生による被害状況、内部および災害の規
模によっては各関係機関を含めた対応状況等を共有するために災害対策本部会議が数
時間おきに開催される。本部会議では、被災地の被害や直面している課題等の最新情報
が各班から報告され、対応方針を決定する。つまり、被災地の自治体が質の高い災害対
応を遂行するためには、災害対策本部会議における情報共有、各班から報告される情報
の内容（質）、その情報に基づく意志決定が最も重要となる[49]。
欧米諸国では，ICS（Incident Command System）という一元的な危機管理システムを
確立し、危機対応を効果的に遂行するための指揮調整機能、事案処理機能、情報作戦機
能、資源管理機能、庶務財務機能の 5つの機能を位置づけるとともに、収集した情報源
をもとに作成する様々な報告様式等の様式を統一している[84]。さらに、災害対応実務
者が被災地の様々な状況を迅速かつ的確に把握するための COP（Common Operational 
Picture）を作成することを推奨しており、その中で地図の有用性を記述している[85]。
 北九州市では、筆者らが平成 27年度の総務省「G空間防災システムと Lアラート連
携推進事業」を実施するにあたり、COP の考え方を取り入れて、既存の現地調査用モ
バイル端末アプリから入力された現地の状況を災害対策本部で状況認識を統一化でき
る仕組みを導入した[86]。災害時に現場と災害対策本部が状況認識の統一化するために
必要な COPの関連を示した図を以下の図 5に示す。
その中で平成27年8月25日の台風15号による大雨で大規模ながけ崩れが発生した。
この災害対応で、現地調査用モバイル端末アプリを利用し、現地調査班が現地に張り付
き随時、状況および現場の写真を入力し続けた。これにより現地と災害対策本部が状況
認識を統一化することができ、災害対策本部が迅速な判断を行うことができた。災害対
策本部と現地が現地の状況を確認するための画面を以下の図 6に示す[6]。
さらに、このモデルを業務フローの標準化を実施した上で GISを共同利用すること、
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次項で示すクラウドコンピューティングを利用することにより、共同利用に参加する自
治体が周辺の状況を確認しながら災害対応業務を行うことを可能にした。これは、各自
治体が災害時に現地調査を行った結果を次項で示すクラウドコンピューティングを利
用して情報を共有することで実現できた。災害による被害は行政界とは無関係に発生す
ることは明らかであり、周辺自治体の被害状況を知ることは、河川氾濫等による災害な
ど自治体の行政界を越えて発生しうる被害への対応などで有効である[6]。自治体間で
の情報共有画面を以下の図 7に示す。
Fig.5 Relationship diagram of COP necessary to unify situation recognition 
Fig.6 screen that shares the damage situation at the time of a disaster to the disaster 
countermeasure headquarters 
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Fig.7 Information shared screen between local governments 
 北九州市では、道路・河川・公園の管理において、平常時から現地調査結果の集計を
確認するため、筆者らが構築した図5におけるOV2と同じ機能のCOPを利用している。
このように平常時から利用していることで利用するデータは異なるものの災害時にも
シームレスに利用することができる。さらに、北九州市では災害時に崩れた道路等の災
害履歴情報を平常時の台帳管理およびに被害軽減対策に活かす流れも構築している。そ
のイメージ図を以下の図 8に示す。本研究では、この仕組みを第 4章において、太陽光
発電所の点検システムに応用している。
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Fig.8 The seamless linkage flow diagram during normal times and disasters in Kitakyushu 
1.2.2 クラウドコンピューティングを利用したシステムの構築
北九州市では、業務の効率化と情報システムの再編計画を策定し、平成 22 年度に政
令指定都市としては初めて大規模なプライベートクラウドによる基幹系システムの運
用を開始した。筆者らは、庁内の情報システムの全体最適化を図る目的にとどまらず北
九州地区電子自治体推進協議会を母体として平成 25年 1月から共同データバックアッ
プ事業を開始し、東日本大震災の被災自治体である岩手県釜石市等の住民基本台帳のバ
ックアップ機能を果たしている[87]。この取り組みは，基礎自治体が整備した高信頼性
のクラウド環境を利用した HaaS（Hardware as a Service）である[88]。
北九州市では庁内で利用する GIS や共同利用 GIS においては、自治体が利用するデ
ータのセキュリティ面を考慮して、パブリッククラウドの環境に蓄積することは困難で
あることを踏まえ、自治体が作成するデータは北九州市のプライベートクラウドに蓄積
され、最新の様々な機能、サービスは民間企業が提供しているパブリッククラウドを利
用するというハイブリッドクラウドを構築している[6]。
 次にシステム構成について述べる。北九州市による GISの共同利用（以下、「共同利
用 GIS」という。）では、自治体ごとの全庁型 GIS、自治体間連携 GIS、住民連携型 GIS
の 3つのサブシステムから構成されている。共同利用 GISは、データやソフトウェアの
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共同調達等情報システム面からのメリットもあるが、類似の課題を持ち、それらの課題
解決のために行政界にとらわれず、多くの実務者のノウハウを共有することを目的とし
ている。結果として、第 2 章 2.4.1.4 で示した業務フローや情報処理の標準化が行政界
を越えて行われ、成果物（主題レイヤ）が共有されることになる。
共同利用 GIS のシステム概要を図 9 に示す自治体間連携 GIS および住民連携型 GIS
において、クラウド環境が提供するソフトウエアサービス、クラウド利用者がブラウザ
経由で用いる SaaS（Software as a Service）を実現した[89]。全庁型 GISは、各自治体で
庁内にサーバを準備し、WebGISアプリケーションや Desktop型 GIS等それぞれの自治
体のネットワーク環境に見合った運用を行っている。また、クラウド環境を利用して現
地調査用モバイル端末アプリを利用できる環境も構築した。次に、自治体間連携 GIS
は、自治体専用回線で各自治体間を結び、行政界を越えた地域で解決すべき課題の解決
を図っている。住民連携型 GISは、行政情報を住民に対して地理空間情報として公開す
ること、民間企業が保有する地域情報と行政情報を重ね合わせて公開することおよび将
来の住民と自治体の協働を見据え、スマートフォン等モバイル端末用アプリを利用して
住民からの情報収集をする機能を備えた GISアプリケーションを構築している。
Fig.9 The system overview of shared use GIS by Kitakyushu City 
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Fig.10 The overview of geospatial information platform 
図 10に、筆者らが構築した北九州市による GISの共同利用における各種データを集
約した地理空間情報プラットフォームの概要を示す。北九州市のプライベートクラウド
に行政情報などのセキュリティを確保すべきデータを搭載し、民間情報や地域から収集
する情報などは民間クラウドに搭載したものをマッシュアップしたハイブリッドクラ
ウド上に「地理空間情報プラットフォーム」を構築した。この地理空間情報プラットフ
ォームは、アプリ層とデータ層から構成され、その上で稼働するアプリケーションやサ
ービスは、平常時から災害時の連続性を確保している[90]。災害発生後の災害対応業務
は、多くは新しく発生する業務と考えられているが、平常業務の延長線上である業務も
多く存在する。災害発生後の地方自治体の主要業務となる家屋被害認定調査は構造物の
調査であり、その後のり災証明受付・発給業務は窓口業務であり、平常時と同様の業務
フロー、情報処理を適応することができる。平常業務を効率的に実行する手法、情報処
理を平常時から確立しておくことで、災害時には対象とする内容が災害に関するものと
なるだけで平常時と同じ仕組みを利用することができる[6]。
次に、筆者らは、地理空間情報プラットフォームでは、地域情報発信メディアを介し
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て、業務で利活用され随時更新されるデータの一部が、民間情報や住民から登録された
情報とともに公開される仕組みを構成した。地理空間情報プラットフォーム上で稼働す
るアプリケーションは、業務ごとに専用開発することなく COTS(Commercial 
Off-The-Shelf)の概念を取り入れることおよび自治体業務の標準化をすることでシステ
ムの構築費用や運用費用の低減を図っている。
また、地理空間情報プラットフォームを活用した自治体業務の活用事例として北九州
市の事例について述べる。筆者らは、北九州市の業務で前述の災害時現地調査用モバイ
ル端末アプリと並行して、河川・巡視点検用モバイル端末アプリを開発した。このアプ
リケーションは、護岸などの河川設備を定点観測し、そのデータをアセットマネジメン
ト等に活用すること、局地的大雨や台風発生時の集中豪雨などによる風水害が発生した
後に、河川設備の損傷等の被害状況を調査し、その調査結果のデータから河川設備の修
繕や補修工事の実施を検討するものである。図 11 に河川巡視・点検モバイル端末アプ
リを示す。平成 27 年度、北九州市では、河川の巡視・点検の定点観測を行うポイント
を決めるための業務委託を実施し、本アプリケーションを受託業者が利用し、現場調査
を実施した。
さらに、図 12に示すように受託業者の業務管理用のWebアプリケーションを作成し、
受託業者が利用して、業務の進捗状況を確認するとともに北九州市の担当者とその状況
について遠隔で電話等を利用しながら適宜協議・報告を行いながら業務を遂行すること
で業務の効率化を図った。さらに、モバイル端末アプリで調査した結果を取りまとめる
調書の様式を決定し、Desktop型 GISから調書を作成する機能を作成した。以上により、
モバイル端末アプリから入力したデータおよび調査状況を業務管理用 Web アプリケー
ションで確認し、完了したものから Desktop 型 GIS によって調書を出力するモデル
（Standardized Model for Field Survey utilizing GIS ）を実現した[6]。筆者らは、このモデ
ルについても、COTS(Commercial Off-The-Shelf)の概念を取り入れ、データ連携などの最
小限の作りこみで、システムの基幹的な部分は、既存の ArcGISの機能やMicrosoft社の
Windowsおよび Excelの機能を組み合わせて構築した。このモデルの概念図を以下の図
13 に示す。本研究では、第 4 章において、この仕組みを応用して太陽光発電所の点検
システムを構築した。
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Fig.11 Mobile terminal application for river patrol inspection 
Fig.12 Web application for business management 
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Fig.13 The overview of Standardized Model for Field Survey utilizing 
Table2 The effect of river patrol inspection Mobile terminal application 
表 2に示すように、業務内容が削減するとともに業務時間が短縮でき、約 460万円（税
抜）の効果を算出することができた[86]。以下に示す項目が費用対効果をあげることが
できた要因である。
①現地調査時にモバイル端末アプリを利用して GISデータとして入力するため、調査
結果を事務所で再度入力する業務を廃止することができた。（表 2の項番 4）
②Desktop型 GISとの連携による調書の作成の自動化による調書作成業務を廃止する
ことができた。（表 2の項番 3）
③業務管理用 Web アプリケーションで進捗管理および内容確認でき、効率化を図る
ことができた。（表 2の項番 3および 4）
④クラウド上の電子地図を利用したため、調査用調書および位置図を廃止することが
できた。（表 2の項番 1）
なお、平成 28 年度からは、河川巡視・点検モバイル端末アプリを職員が利用してア
セットマネジメントおよび災害発生後の定点観測を行っており、これも当アプリを利用
することで、職員の業務効率化に寄与している。
ここで確立した現地調査業務の実施モデルは、クラウド環境をおよびモバイル端末を
利用することで、様々な現地調査に汎用的に用いることができるモデルである。また、
災害時の現地調査で同様のアプリケーションを利用することで平常時と災害時がシー
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ムレスに連携することができるモデルである。前項で示した現地調査用モバイル端末ア
プリと状況認識の統一化を図る COP もこのモデルを利用して構築している。その後、
北九州市ではこのモデルを地震等で倒壊の可能性があるブロック塀の現地調査を行う
業務に展開し、業務の効率化・高度化を図っている。
次に、図 10 における地域情報発信メディア G-motty について述べる。これは、地域
情報プラットフォームで保有する情報を住民に住民のニーズに応じて異なる媒体（メデ
ィア）を介して同じ情報発信する仕組みである。例えば、若い人に向けてはスマートフ
ォンを利用してホームページやスマートフォン用アプリケーションである G-motty 
Mobile を、高齢者に向けては TV を利用して情報を発信するものである。これまでは、
地理空間情報を利用した情報発信は、スマートフォン向けのホームページやアプリケー
ションがほとんどで情報弱者である高齢者への情報提供が課題であった。そこで、総務
省平成 26年度補正予算「G空間防災システムと Lアラート連携推進事業」に提案して
TVを利用した情報発信を実証実験で構築した。また、図 10に示したとおり、個々のユ
ーザの状況にあったメディアで同じ情報を見ることができるメディアミックスを実現
した。このメディアミックスは、本研究においても日射量エネルギーや電気自動車の走
行に関わる電気エネルギーなどをユーザが利用するシーンに応じて使用するメディア
を選択できるように設計する必要がある。以下に筆者らが北九州市の業務で構築した媒
体ごとの内容や特徴を示す。
【ホームページ】
 地域情報ポータルサイト G-mottyのイメージ図を以下の図 14に示す。
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Fig.14 The image of Regional information Portal Site G-motty 
 図 14 に示すように、地域情報ポータルサイト G-motty は北九州地域の様々なコンテ
ンツを保有している。地域情報ポータルサイト G-mottyでは、平常時に利用する情報と
同じポータルサイト中で災害時に関する情報も公開している。つまり、ユーザが平常時
から災害に関する情報に触れることができる環境を構築している。地域情報ポータルサ
イト G-mottyの特徴的な以下の 5つのコンテンツの詳細について述べる。
  ①防災情報
  ②行政情報
  ③みんなで作る地図
  ④ストーリーマップ
  ⑤G-motty Blog 
①防災情報
  防災情報では、災害種類を大雨・集中豪雨、地震、台風、津波に分け、それぞれの
災害時に気をつけるべきことと利用する可能性がある地図情報を確認できる情報と
している。また、国、気象庁や県などの防災に関するページのリンクも掲載しており、
住民が利用すると想定される防災に関する情報を総合的に掲載している。防災情報に
掲載している特徴的な地図について述べる。図 15に河川監視カメラマップ、図 16に
雨量観測所マップ、図 17に河川水位観測所マップを示す。
Fig.15 River surveillance camera map 
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Fig.16 Rainfall observation station map 
Fig.17 River water level observation station map 
河川監視カメラマップ、雨量観測所マップ、河川水位観測所マップは、それぞれ監
視カメラ、雨量計、水位計などのセンサの情報をインターネット経由で GISと連携し
て構築したマップである。それぞれのセンサは 10 分おきにデータを送信しており、
その情報を GISに取り込んでいる。筆者らは、平成 26年度に総務省「G空間シティ
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構築事業」で周辺の直方市、行橋市、香春町および苅田町と共同でこれらのマップを
作成して地域情報ポータルサイト G-motty から公開した。これまでも北九州市では、
これらのセンサ情報を公開してきたが、GISを利用して公開していなかった。
GISを利用して公開することのメリットは、地図を拡大することができるため、住
民が自分のいる場所（自宅、職場、学校など）とセンサの設置場所およびセンサの画
像や数値を比較して今後災害が発生する可能性を自ら考えることができることであ
る。また、このマップはスマートフォンでも見ることができるため、災害対応で現地
調査等を行っている職員が今いる周りの周辺のセンサの状況を知ることができるた
め、住民の避難などを災害対策本部に提案する際の支援に繋がるとともに同じ情報を
災害対策本部でも見ながら避難勧告等の発令の判断を支援することができる。
②行政情報
  行政情報では、北九州市、直方市、行橋市、香春町、苅田町および鞍手町が作成し
ている行政に関する地図を公開している。行政情報は、土木情報、安全・安心情報、
保健福祉情報、施設情報、観光・産業情報および環境情報の 6種類に分類して公開し
ている。北九州市や直方市によると、これまで自治体の窓口のみで公開していた道路
路線網図・幅員マップなどを公開することで、自治体の窓口対応が大幅に削減される
などの効果を得ることができた。これは裏返すとこれまで自治体窓口まで地図を見る
ために足を運んでいた住民が職場や自宅からインターネットを利用してその情報を
見ることができるようになるなど住民サービスの向上にも繋がっている。
  現実世界では、道路、河川などは行政界を跨いで存在し、災害やインフルエンザの
流行などは行政界を越えて被害が広がる。地域情報ポータルサイト G-mottyでは、地
図による情報発信の利点と自治体による GIS の共同利用の利点を活かして同じ情報
は自治体のエリアである行政界で閉じることなく、隣り合う自治体で繋がって見るこ
とができるようにしている。行政情報の事例として、インフルエンザマップを図 18
に示す。このマップは、インフルエンザによる学級閉鎖の発生状況を示しており、そ
の広がりを見ることができる。GISの共同利用では、北九州市、直方市および鞍手町
の担当部局がインフルエンザの流行期には毎日このマップを更新しており、住民や小
中学校の他、地域のクリニックなどがインフルエンザの広がりを確認するために活用
している。本研究においても、クラウドコンピューティングを活用して、これらの行
政情報と日射量、電気自動車のエネルギー情報を重ね合わせて地図上で表現すること
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を想定してサービス設計を行うものとする。
Fig.18 Influenza map 
③みんなで作る地図
  平成 25年 10月の共同利用GISおよび地域情報ポータルサイトG-mottyの運用開始
時から G-mottyのコンテンツの 1つとしてみんなで作る地図を運営している。
「みんなで作る地図」のコンセプトとしては、この世の中に全ての地物を網羅した
地図は存在しない。ただし、こんな地図があると便利になるという発想は、個人的に
持っていることがある。北九州市による共同利用 GISでは、その便利になるというア
イデアを住民や自治体職員で出し合い、G-motty を通じてより便利なツールを構築す
ることをコンセプトに「みんなで作る地図」を構築した。
次にこのコンテンツを運営する目的は、以下のとおりである。
   ・住民がモバイル端末を利用し、地域情報を入力する取り組みを行うことで、暮
らす地域に関心を持ってもらう。
   ・地域の特有の情報を住民から収集し、その情報を G-mottyを通じて共有する。
   ・自治体職員がモバイル端末を利用した業務改善を検討する際の参考事例とし
て利用する。
これらの目的は、率先的な住民と自治体が協働した地域社会形成に向けた取り組み
である。平成 29年 8月 1日現在、111種類の地図を公開して住民からの投稿を呼び掛
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けている。
「みんなで作る地図」で投稿された情報は、図 19 で示す一例のように「地図（位
置情報）」×「写真（画像情報）」×「説明文（テキスト情報）」で情報を伝えること
ができる次項で述べるストーリーマップという Web アプリケーションを利用し、情
報発信している。これにより、投稿者のモチベーション向上につながり投稿件数の増
加と「みんなで作る地図」で作りたい主題の要望が増加したと考えられる。
「みんなで作る地図」で投稿された情報を異なるアプリケーションで表現、共有す
ることを実現できたのは、ハイブリッドクラウド上の地理空間情報プラットフォーム
利用および COTS(Commercial-Off-The-Shelf)の概念に則したシステム構築・運用をし
ていることによるメリットである。電力・エネルギー分野においても、充電スタンド
は、随時追加されており、全ての充電スタンドをもれなく管理しているマップはない
ものと考えられる。そこで、地域住民と連携して、充電スタンドを登録するみんなで
作る地図を構築して、既存の充電スタンドマップと重ね合わせるとともに第 5章で述
べる電気自動車の消費電力量マップと重ね合わせることで航続距離の短い電気自動
車ユーザを支援する仕組みの構築も考えられる。今後、北九州市等の自治体と連携し
てそのようなマップを構築していきたい。
Fig.19 Examples of expressions of maps made by volunteer 
④ストーリーマップ
  ストーリーマップは、前項のみんなで作る地図で述べたとおり、「地図（位置情報）」
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×「写真（画像情報）」×「説明文（テキスト情報）」で情報を発信することができる
アプリケーションである。通常の GISのマップと比較するとストーリーマップは、写
真ベースで地物を見せることが可能である。この手法は、観光情報やグルメ情報など
画像を中心に見せることでユーザの関心を引く必要のある主題図に有効である。通常
の GISのマップと比較した図を図 20に示す。
(a) Ordinary GIS screen                     (b) Story map screen 
Fig.20 Comparison between ordinary GIS screen and Story map screen 
筆者は、北九州市の業務でこのアプリケーションをさらに発展させて、写真部分に
You Tube にアップした動画をはめ込んで官営八幡製鉄所の旧本部事務所等の世界遺
産を含む近代化産業遺産を巡る街歩きに利用できるアプリケーションを構築した。ま
た、近年、インターネットに接続する端末は、PC だけではなく、スマートフォンや
タブレットなど様々であるため[91]、ストーリーマップのアプリケーションはHTML5
に対応している。そのため 1つのアプリケーションでスマートフォンからパソコンま
で画面の大きさに合わせて表示内容を自動的に切り替えることができるようになっ
ており、ユーザが利用しやすいインターフェイスを実現している。当アプリケーショ
ンのイメージ画像を図 21に示す。
以上のことから分かるように、本研究においても、日射量シミュレーションデータ
などをユーザに公開する際の見せ方をその目的に応じてアプリケーションを変える
などの工夫が必要になる。
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(a) For Smart Phone                  (b) For PC 
Fig.21 Image of Story map using You Tube 
  このアプリケーションは、ArcGIS Online 上にあるアプリケーションと観光スポッ
トのポイントデータおよび街歩きルートのラインデータと You Tube上にある動画を
マッシュアップさせて構築した。当アプリケーションの構成図を図 22に示す。
Fig.22 Diagram of Story map using video 
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⑤G-motty Blog 
G-motty Blogは、地域の様々な情報や GISの活用方法などを記事にして情報発信を
している。地域情報で詳細を説明するために文章が長くなった場合、GISで表現する
とユーザが見づらいなどの課題があり、長文を見やすく表現するために G-motty Blog
を用いている。地域情報ポータルサイト G-motty では、この G-motty Blog の記事と
GISを連携した仕組みを構築している。これにより、ユーザが詳細な説明などの文章
は G-motty Blogを見て、位置情報や簡単な記事などは GIS を見ることができるとい
う GIS単独ではうまく表現できない内容を表現できる仕組みを構築している。また、
G-motty Blogと GISを双方向に連携した仕組みとしている。図 23に G-motty Blogと
GISを連動した情報発信のイメージ図を示す。
Fig.23 Link image of G-motty Blog and GIS 
【モバイル端末用アプリケーション】
筆者らは、G-mottyにおけるメディアの 1つとして、スマートフォンやタブレット端
末向けに専用のアプリケーションである「G-motty Mobile」を構築した。G-motty Mobile
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では、地理空間情報プラットフォーム G-mottyで一元管理している情報のうち、地域情
報ポータルサイト G-mottyで公開している情報を見ることができる。このアプリケーシ
ョンの特徴は、以下のとおりである。
  ①地域情報ポータルサイトG-mottyのマップのうち今いる周辺の地物が掲載された
マップを選択することができる。
  ②人間の感覚に合う今いる周りにある地物を検索（最寄検索）することができる。
  ③徒歩と自動車でのルート表示が可能である。
 ①～③の特徴を実現した機能について述べる。①については、GPSによりスマートフ
ォン等のモバイル端末の位置情報がArcGIS Onlineで作成したWeb Mapの初期表示エ
リア内に入ったものを、G-motty Mobileのマップ選択画面の「周辺のマップ」に表示
する機能である。この機能の概要図を以下の図 24に示す。
(a) Web Map of ArcGIS Online                    (b)G-motty Mobile 
Fig.24 Diagram of the function to be posted on the "surrounding map" of G-motty Mobile 
図 24の(a)は「土砂災害警戒区域図」のWeb Mapの初期表示画面である。また、青い
円はスマートフォンの位置情報を示す。このWeb Mapの初期表示画面にスマートフォ
ンの位置情報が入っていると(b)の G-motty Mobile の「周辺のマップ」欄（青い枠）の
土砂災害警戒区域図が掲載される。この機能により、ユーザは、今いる周辺にどんな地
物があるかを「周辺のマップ」から探すことができる。
次に、②については、今いる位置情報の周辺の地物をマップで見ながら、任意にマッ
プ上にエリアを描いてそのエリア内の地物を検索する機能とGISデータの1つである道
路ネットワークを利用して徒歩と自動車での所要時間を計算して検索する機能により
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構成される。所要時間は、徒歩は 5 分、10 分、15 分と自動車は 15 分、30 分の圏域を
表示できるようにしている。それぞれの機能のイメージ図を図 25と図 26に示す。これ
らの機能を利用することで、ユーザは大体この辺りや徒歩もしくは自動車での所要時間
を基準に今いる周辺の地物を検索することができる。待ち合わせまでの時間潰しや公共
交通機関の待ち時間などに観光やグルメ情報などを検索することを想定している。
最後に③については、②に検索した結果から実際に行きたい場所が見つかった場合に
そこまでの最短ルートを徒歩と自動車の 2パターン表示する機能である。自動車のルー
ト表示では、道路ネットワークで保有している自動車が通ることができる道路かどうか
を判定に利用している。また、徒歩のルート表示では、消費カロリーも表示している。
         (a) Drawing an arbitrary area                (b) Search result 
Fig.25 Image of searching feature by arbitrary area drawing 
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          (a) Selection of required time   (b) Search result 
Fig.26 Search image diagram using road network 
消費カロリーの表示では、道路ネットワークで検索した距離とその距離を歩いた場合の
消費カロリーを掛け算した結果を表示している。図 27 にルート表示機能のイメージ図
を示す。
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(a) Route of the vehicle                       (b) Route of walking 
Fig.27 Function of display route of the vehicle and walking 
G-motty Mobileでの平常時と災害時の連続性について述べる。全国の自治体では、防
災アプリを作成して住民のダウンロードを進めている自治体もあるが、住民はダウンロ
ードしても平常時になかなか見ることをしない。このような状況では、いざ災害が発生
した際にそのアプリケーションを使って避難所を探したりすることは難しい。G-motty 
Mobileは、行政情報に加えて地域のグルメ情報、観光情報やマンホールなどのマニアッ
クな情報を見ることができる。一方で、防災に関する土砂災害警戒区域マップ、浸水想
定区域マップ予定避難所マップなどの情報を見ることができるようにしているそこで、
平常時にはグルメ情報等を見ながら、まったく同じ仕組みで災害時に災害に関係する情
報を見ることができるようにしている。また、G-motty Mobileでは、位置情報に基づく
「周辺のマップ」欄の表示機能があり、ユーザが平常時にこの辺りのグルメ情報などの
地物を探す際に災害に関するマップを見ることができることを知ることができるよう
にしている。さらに、土砂災害警戒区域マップや浸水想定区域マップは、G-motty Mobile
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を使うことで、ユーザが自分のいる位置が土砂災害警戒区域や浸水想定区域に入ってい
るかどうかを知ることができる。つまり、自治会や市民防災会など地域で災害時の避難
ルートを検討する際に、それらのエリアを通らずに避難できるかどうかを現地調査しな
がら検討することが可能になっている。本研究においては、G-motty Mobileを利用して
第 3 章で述べる日射量シミュレーションマップをユーザがいる場所の周辺の日射量を
見ることができるようにした。
【冊子】
G-mottyでは、ホームページやモバイル端末用のアプリケーションなど ICT環境が整
っている人向けだけでなく、幅広いユーザに G-mottyが保有する情報に触れもらうため
に、「地域情報誌 G-motty」という冊子を発行している。地域情報誌 G-mottyでは、関連
するページに二次元バーコードを配置して地域情報ポータルサイトG-mottyへのリンク
することができるようにしている。これは、高齢者等 ICT環境が整っていないユーザが
子どもや孫などの家族で ICT 環境が整っているユーザと一緒に地域情報ポータルサイ
ト G-mottyを見ることを想定している。
【TV】
 筆者らは、地理空間情報プラットフォームと TVのデジタル放送を連携した仕組みで
ある「G-motty TV」を構築した。この仕組みは、平成 27 年度に実施された総務省「G
空間防災システムと Lアラート連携推進事業」の実証実験で構築したものである。
G-motty TV の構築の背景として、自治体が避難勧告・避難指示を発令した場合に実
際に避難する住民が少ないという課題がある。詳細は、第 6章で述べるが、G-mottyTV
は、その課題に対して位置情報をキーに TVを利用して個別具体的な避難情報を配信す
る仕組みである。このような情報伝達手段は、平常時から利用しておかなければ災害時
には利用できない。そこで、実証実験では、平常時に地域情報ポータルサイト G-motty
のコンテンツであるイベント情報、季節の情報を配信した。また、G-motty TV では、
デジタル放送波ではそのデータ容量などの技術的な制限により詳細な地図表現が難し
い TVの弱点を G-mottyが補完する仕組みを構築した[92]。
1.2.3 データと情報システムの分離
これまでの自治体において GISの普及を阻害していた要因として、データの作成や更
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新を業務所管課もしくは情報政策部門で担っていたことが挙げられる。データ作成や更
新に負荷がかかるため、GISを業務に活用しようと検討したが初期のデータ整備を担う
組織がなく、GISを利用することができなかった事例や GISのスキル持った職員が初期
のデータ整備は業務委託等で作成したがその後当該職員が人事異動した後にデータ更
新をせずにデータが陳腐化して業務での GIS 利用を廃止したという事例が頻発してい
た。
そこで、北九州市では、情報政策課内に業務委託で GISセンターを立ち上げ、情報政
策部門と業務所管課との役割を分けた運用を行うようにした。この組織体制を図 28 に
示す。
Fig.28 GIS operational structure diagram using GIS Center 
 図 28 において、情報政策課は企画・立案・調整の役割を担い、GIS センターは GIS
データの作成と業務アプリケーションの作成を担い、各業務所管課は業務台帳の管理と
主題図の設計を担っている。この体制によって GIS に関するスキルとノウハウを GIS
センターに蓄積できるようになった。また、情報政策課は企画・立案・調整に専念する
ことができるようになった。さらに、各業務所管課は、GISに関する知識が無くても情
報政策課又は GIS センターに相談することで業務に GIS を利用できるようになった。
つまり、業務委託でかつ情報政策課内に GISセンターを立ち上げたこと職員の人事異動
に影響を受けず、GISに関するスキルとノウハウを蓄積できる体制を整備している。こ
の体制によって、北九州市では、急速に GISの利用が広がる（稼働から 3年間で庁内で
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の 100種類以上の主題図を業務で利用している）とともに職員異動を経た後もデータ更
新が行われ、順調に運用できている。これは、業務にあたる作業者の専門性を活かすこ
とができる運用体制である。自治体業務だけでなく、民間企業における業務においても
効果を出すことができる仕組みである。本研究で構築するサービスの運用についても図
28のように作業者それぞれの専門性を活かすことができる体制を整備する必要がある。
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研究成果と博士論文各章の関係
 研究課題に対する研究成果と各章の関係を以下に示す。
太陽光発電システムは急速に普及しているが、建物、樹木等の影や天候の影響を受ける
ため、系統電力への影響やユーザが導入前に想定していた発電量を得ることができない、
ユーザに太陽光発電システムはメンテナンスフリーという認識が広がったことによる点検
未実施による事故の発生などの課題がある。また電気自動車も徐々に普及が進んでいるも
のの、搭載している蓄電池が少ないことにより、航続距離が短い等の課題がある。本研究
では、電力エネルギー分野に GIS（地理情報システム）を適用して「省力化」を切り口にこ
れらの課題を解決し、構築したサービス等を社会実装すること目的とする。
第 2 章では、GIS と GIS の現状を国の動向や自治体、大学の事例を参考にして GIS 適用に
おける課題の洗い出しと「研究成果の学術論文 1」を用いてそれらを解決した北九州市での
活用事例から GIS を電力・エネルギー分野に適用するために必要な要素を明らかにした。
また、電力・エネルギー分野に GIS を適用する意義や本研究における GIS 適用の在り方を
明確にしている。
第 3 章では、太陽光発電システムにおけるユーザが導入前に想定していた発電量を得られ
ないという事象が存在するという課題に対して、「研究成果の学術論文 2」および「研究成
果の国際会議 3」を用いて建物や樹木等の影の影響を分析し、効果的に太陽光発電システム
を導入するための日射量シミュレーションシステム、さらに天候条件を取り込むために処
理しやすいデータ形式にした日射量シミュレーション DB を用いて解決する手法を明らか
にしている。日射量シミュレーションシステムの災害時への応用事例として、応急仮設住
宅への太陽光発電システムと蓄電池による給電を検討する仕組みを「研究成果の国際会議 2」
を用いて提案した。
第 4 章では、太陽光発電システムはメンテナンスフリーという認識がユーザに広まったこ
とで点検未実施となり、それが原因で事故が発生しているという課題に対して、「研究成
果の学術論文 3」を用いて、UAV、赤外線カメラ、GISとクラウドコンピューティングを適
用した太陽光発電システムの点検コストを低減する手法を提案した。
第 5 章では、電気自動車の航続距離が短く 1 回の充電でどこまで行けるのかという課題と
Vehicle to Xの活用事例が必ずしも明確ではないという課題に対して、「研究成果の国際会
議 1」を用いて、電気自動車の回生エネルギーを考慮するために移動距離と標高差を用いた
消費電力量マップを提案した。また、Vehicle to Xの活用事例として災害時に電力を喪失し
たと想定して災害対応業務を行う拠点となる自治体庁舎と被災者を受け入れる避難所への
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給電について実証を行い、災害時の電力確保手法として提案した。
第 6 章では、今後の電力・エネルギー分野の災害時への更なる GIS の適用へ繋げる道筋と
して北九州市が代表団体となり、提案、実証した総務省「G 空間防災システムと L アラー
ト連携推進事業」と「研究成果の学術論文 1」を用いて、災害時の GISとクラウドコンピュ
ーティングを活用したサービスを示すとともに、今後の電力・エネルギー分野での活用に
ついて提案した。
本研究では、太陽光発電に関わる日射量、電気自動車による貯蔵エネルギー輸送の観点か
ら平常時から災害時までシームレスに活用可能な、地図とエネルギー情報を結合した新し
い概念を提唱すること目的として研究を進め、成果を上げることができた。今後はさらに
研究を続けて構築したサービスの社会実装を実現するため、民間企業等連携してサービス
化を図っていく。
